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1．水道の基盤強化、分散型システム
及び水道事業予算の適切な執行等

4



老朽化・耐震性不足 人材減少・高齢化経営環境の悪化

水道法第５条の２第１項に基づき定める水道の基盤を強化するための基本的な方針であり、今後の水
道事業及び水道用水供給事業の目指すべき方向性を示すもの（令和元年9月30日厚生労働大臣告示）。

水道の基盤強化に向けた基本的考え方

①適切な資産管理
収支の見通しの作成及び公表を通じ、水道施設の計画
的な更新や耐震化等を進める。

②広域連携
人材の確保や経営面でのスケールメリットを活かした市
町村の区域を越えた広域的な水道事業間の連携を推
進する。

③官民連携
民間事業者の技術力や経営に関する知識を活用できる
官民連携を推進する。

関係者の責務及び役割

国：水道の基盤の強化に関す
る基本的かつ総合的な施策
の策定、推進及び水道事業
者等への技術的・財政的な援
助、指導・監督を行う。

水道事業者等：事業を適正か
つ能率的に運営し、その事業
の基盤を強化する。将来像を
明らかにし、住民等に情報提
供する。

都道府県：広域連携の推進
役として水道事業者間の調整
を行う。水道基盤強化計画を
策定し、実施する。水道事業
者等への指導・監督を行う。

民間事業者：必要な技術者・
技能者の確保、育成等を含
めて水道事業者等と連携し、
水道事業等の基盤強化を支
援していく。

市町村：地域の実情に応じて
区域内の水道事業者等の連
携等の施策を策定し、実施す
る。

住民等：施設更新等のための
財源確保の必要性を理解し、
水道は地域における共有財
産であり、自らも経営に参画
しているとの認識で関わる。

水道事業の現状と課題

第１ 水道の基盤の強化に関する基本的事項
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第２ 水道施設の維持管理及び計画的な更新に関する事項
第３ 水道事業等の健全な経営の確保に関する事項
第４ 水道事業等の運営に必要な人材の確保及び育成に関する事項

第５ 水道事業者等の間の連携等の推進に関する事項
第６ その他水道の基盤の強化に関する重要事項

1．水道の基盤強化、分散型システム等

   水道の基盤を強化するための基本的な方針



1．水道の基盤強化、分散型システム等

   令和６年度水道の諸課題に係る有識者検討会

１．趣旨
昨今、水道に関して大規模な事故など様々な問題が発生しており、課題や対応策

等の整理・検討が必要となってきたところである。このような状況を踏まえ、現在の課
題の洗い出しを行い、改善に向けた今後の本格的な検討につなげるため、有識者・
水道事業者等を構成員とする検討会を開催する。

２．開催状況
第１回（令和６年９月30日）
（１）水道事業の経営基盤強化について（水道カルテ）
（２）水道事業者等によるこれまでのPFOS及びPFOA対応事例について
（３）その他

第２回（令和７年３月10日）
（１）鉛製給水管の解消について
（２）水道分野におけるスマートメーター導入促進について
（３）その他（水道水におけるPFOS及びPFOAの最近の動き）

会議資料 →
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/stf_newpage_25808.html
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1．水道の基盤強化、分散型システム等
    令和６年度水道の諸課題に係る有識者検討会 構成員一覧
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氏 名 所 属 役 職

青木 秀幸 公益社団法人日本水道協会 理事長

浅見 真理
国立保健医療科学院
生活環境研究部

上席主任研究官

石井 晴夫 東洋大学 名誉教授

石本 知子 大阪市水道局水質管理研究センター 所長

伊藤 禎彦 京都大学大学院工学研究科 教授

浦上 拓也 近畿大学経営学部 教授

清塚 雅彦 公益財団法人水道技術研究センター 常務理事

鍬田 泰子 神戸大学大学院工学研究科 教授

滝沢 智 東京大学大学院工学系研究科 教授

広瀬 明彦
一般財団法人化学物質評価研究機構
安全性評価技術研究所

技術顧問

増田 貴則 国立保健医療科学院 統括研究官

松井 佳彦 早稲田大学 規範科学総合研究所 研究院客員教授

松下 拓 北海道大学大学院工学研究院 教授

宮島 昌克 金沢大学 名誉教授

山村 寛 中央大学理工学部 教授

所属・役職は令和６年度時点



1．水道の基盤強化、分散型システム等
    布設工事監督者・水道技術管理者の資格要件に関する見直しの要点
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②学歴・学科要件における「土木工学科」以外の課程の追加

➢ 改正前の学歴・学科要件では、土木工学科以外の学科を考慮していないが、改正後は機械工学や電気工学においても技術上の監督業務に

必要な基礎工学を履修することに加え、水道施設における機械、電気等の設備についての知識、経験等を布設工事監督者に活かすことが

できる。

④小規模な水道事業者及び水道用水供給事業者（知事認可）の技術上の実務経験年数を簡易水道事業者と同等に見直し

➢ 小規模事業者の場合、１つの課で水源から給水まで担当することが多く、大規模事業者より短いサイクルで水道全般に関する経験を積む

ことができる。

➢ ただし、実務経験については水道に関する実務経験のみとする。

①実務経験年数に他分野の実務経験を加味

➢ 必要な実務経験年数の少なくとも半分は水道に関する実務経験を必要とし、残りの実務経験年数には、工業用水道、下水道、道路及び河

川分野における設計、積算及び現場監督等の実務経験についても算入可能とする。

③国家資格（１級土木施工管理技士）の追加

➢ 布設工事の監督には、水質管理に関する知識も必要であるが、工事としては土木工事の形態をとる場合が多いことから、一定の水道の工

事に関する実務経験を積めば、１級土木施工管理技士を布設工事監督者として位置づけることが適当。

①小規模な水道事業者及び水道用水供給事業者（知事認可）の技術上の実務経験年数を簡易水道事業者と同等に見直し

➢ 上記④と同様。

布設工事監督者

水道技術管理者

施行日：令和７年４月１日 8



1．水道の基盤強化、分散型システム等
    布設工事監督者及び水道技術管理者の資格要件（見直し後）

分類
技術上の
実務経験※

大学卒業
＜短期大学を除く＞
（ ）内は、大学院にて１年以
上衛生工学若しくは水道工学に
関する課程を専攻した場合

土木工学科又
は
これに相当す
る課程

衛生工学又は
水道工学を履修

2年以上
（1年以上）

上記以外を履修 3年以上
（2年以上）

機械工学科・電気工学科又はこれ
に相当する課程

４年以上
（３年以上）

短期大学卒業
高等専門学校卒業
専門職大学前期課程
修了

土木科又は
これに相当する課程

5年以上

機械科・電気科又はこれに相当す
る課程

６年以上

高等学校卒業
中等教育学校卒業

土木工学科又は
これに相当する課程

7年以上

機械科・電気科又はこれに相当す
る課程

８年以上

水道の工事に関する技術上の実務経験のみ 10年以上

技術士
上下水道部門
２次試験合格

上水道及び工業用水道を選択 1年以上

１級土木施工管理技
士 ２次検定合格

ー ３年以上

分類
技術上の
実務経験※

布設工事監督者の資格を有するもの（簡易水道事業は除く） 不要

大学卒業
＜短期大学を除く＞

土木工学又はこれに相当する課程 ３年以上

土木工学以外の工学、理学、農学、医学、薬学に関する課程学科
目又はこれらに相当する課程学科目 4年以上

工学、理学、農学、医学、薬学に関する課程学科目並びにこれら
に相当する課程学科目以外の課程学科目 5年以上

短期大学卒業
高等専門学校卒業
専門職大学前期課程
修了

土木工学又はこれに相当する課程 ５年以上

土木工学以外の工学、理学、農学、医学、薬学に関する課程学科
目又はこれらに相当する課程学科目 6年以上

工学、理学、農学、医学、薬学に関する課程学科目並びにこれら
に相当する課程学科目以外の課程学科目 7年以上

高等学校卒業
中等教育学校卒業

土木工学又はこれに相当する課程 ７年以上

土木工学以外の工学、理学、農学、医学、薬学に関する課程学科
目又はこれらに相当する課程学科目 8年以上

工学、理学、農学、医学、薬学に関する課程学科目並びにこれら
に相当する課程学科目以外の課程学科目 9年以上

水道に関する技術上の実務経験のみ 10年以上

技術士
上下水道部門
２次試験合格

上水道及び工業用水道を選択 １年以上

１級土木施工管理技
士 ２次検定合格

ー ３年以上

厚生労働大臣の登録を受けたもの（日本水道協会）が行う登録講
習の課程を修了

不要

■布設工事監督者の資格要件（令第５条） ■水道技術管理者の資格要件（令第７条）

※1 給水人口５万人以下の水道事業、１日最大給水量2.5万m3以下の水道用水供給事業
（原則、法第46条第１項に規定する知事認可）、簡易水道事業の場合は必要年数は半分

※ 給水人口５万人以下の水道事業、１日最大給水量2.5万m3以下の水道用水供給事業（原則、法第
46条第１項に規定する知事認可） 、簡易水道事業と1万m3/日以下の専用水道の場合は必要年数は半分

※2 技術上の実務経験年数のうち少なくとも半分は水道に関する実務経験を有すること（給水
人口５万人以下の水道事業、１日最大給水量2.5万m3以下の水道用水供給事業（原則、
法第46条第１項に規定する知事認可）、簡易水道事業は除く))。⇒残りの実務経験年数に、
工業用水道、下水道、道路、河川の実務経験も算入可能。

赤字が変更箇所
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1．水道の基盤強化、分散型システム等

 水道における「分散型システム」の位置づけ

○水道における分散型システムとは、中山間地域等において用いられる小規模で簡易な
水供給システムの総称。都市部等において大規模な施設により水道を供給する集約型
システムの対極となるシステム。

○既存の水道事業から比較的距離が遠く、給水対象世帯数が少ない集落等においては、
集約型システムより分散型システムの方が効率的。

集約型システム 分散型システム

小規模分散型
水循環システム

表流水
等

井
戸

運搬送水

＜水源＞ ＜浄水場＞

沈殿処理等

小規模水道

10



1．水道の基盤強化、分散型システム等

   運搬送水について
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⃝ 人口減少により、市街地から離れた極めて小規模な集落等における配水池等への送水を長期的
に継続することを考えた場合、老朽化や災害等に対応するための施設の更新等に要する費用が
相当程度かかることが想定される。一方で、当該集落に給水する量は相当程度少ないと考えられ
ることから、水道事業者等にとって負担となり、事業経営に影響を及ぼすことになる。

⃝ こうした課題に対応するため、令和５年７月31日、運搬送水の留意事項について取りまとめ、公表
した。

※運搬送水の実施は水道事業者や行政機関等の判断に委ねられるものであり、その実施にあたっては、運搬によ
る水道水の供給を行うこととなる期間などを考慮し、他の様々な手法と比較して検討することが必要。

運搬送水の留意事項
【目次】
１．はじめに
２．運搬送水の定義
３．水道法の適用について
４．衛生上の措置
（１）機材等のメンテナンス・保管
（２）運搬注水時の留意点
（３）運搬補水時の留意点
（４）配水管網の管理
５．運搬実施計画書
６．その他の留意事項



1．水道の基盤強化、分散型システム等
    住宅向け小規模分散型水循環システムの地域展開実証事業

実施者：WOTA（株）・珠洲市共同研究体

⚫ 国土交通省では、上下水道一体革新的技術実証事業（AB-Cross）において、石川県珠洲
市を実証フィールドとして、住宅向け小規模分散型水循環システムの技術検証を実施

⚫ 国土交通省では、上下水道一体革新的技術実証事業（AB-Cross）において、石川県珠洲
市を実証フィールドとして、住宅向け小規模分散型水循環システムの技術検証を実施

住宅向け小規模分散型水循環システム 実証内容

①小規模分散型水循環システムの設置・管理
・住民説明、現地調査、システム設置、運転、水質検査
等

②ベストミックス計画手法の構築
・分散型システム導入の考え方の整理
・分散型システム導入のコスト計算手法の整理 等

生活用水用
システム

雨水タンク

12



水道施設整備費補助金等の概要

【主な事業】

 ○ 水道総合地震対策事業 ・災害等緊急時における給水拠点の確保のために行う配水池等の整備や浄水施設等の基幹水道構造物の耐震化等
   ・導水管・送水管、重要施設に接続する配水管の耐震化、導水管・送水管の複線化等
※基幹事業として行う水道管路の耐震化と一体性を有する場合は、重要施設の給水管の耐震化を効果促進事業（間接補助）として実施が可能。

 ○ 水道事業運営基盤強化推進事業 ・水道事業の広域化（事業統合または経営の一体化）に必要な施設整備等

 

防災・安全交付金 令和６年度当初予算   8,707億円の内数
令和６年度補正予算   3,506億円の内数

 令和７年度当初予算 8,470億円の内数

【概要】地方公共団体が作成する「社会資本総合整備計画」に基づく事業の実施に要する経費に対して交付金を交付する。

２  事業の概要

水道施設整備費（個別補助） 令和６年度当初予算   170億円
令和７年度当初予算    202億円

１  事業の目的

３  実施主体等

○実施主体：地方公共団体が経営する水道事業者 等 ○補助（交付）先：地方公共団体 ○補助率：１／４、１／３、４／１０ 等

水道事業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団体に対し、その事業に要する経費のうち一部を補助（交付）することにより、国民生活を支えるライ
フラインである水道について、水道施設の耐災害性強化及び水道事業の広域化を図るとともに、安全で良質な給水を確保するための施設整備等を進める。

【概要】水道事業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団体に対し、安全で質が高い持続的な水道を確保するため、その事業の施設整備に要する費
用の一部を補助する。

○ 簡易水道等施設整備費補助 ・布設条件の特に厳しい農山漁村における簡易水道の施設整備事業

○ 水道水源開発等施設整備費補助
・ダム等の水道水源施設整備事業
・水源水質の悪化に対処するための高度浄水施設整備事業
・水道システムの「急所」となる施設の耐震化を計画的・集中的に支援するための水道基幹施設耐震化事業
・早期に給水機能を確保するために整備する可搬式浄水施設・設備の費用を支援するのための水道広域的災害対応支援事業

上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費（個別補助） 令和６年度当初予算           30億円
令和６年度補正予算    12億円
令和７年度当初予算 36億円

【概要】上下水道一体での効率化・基盤強化の取組を強力に進め、効率的で持続的な上下水道事業を実現するための事業に要する費用の一部を補助する。
【主な事業】

 ○ 上下水道施設再編推進事業 ・流域全体として最適な上下水道施設の施設再編の検討を推進するための計画策定事業

 ○ 上下水道施設耐震化推進事業 ・上下水道が連携した耐震化を推進するための計画策定事業

 ○ 官民連携等基盤強化推進事業    ・ウォーターPPPの導入を加速化するため、ウォーターPPPの導入検討事業

 ○ 上下水道DX推進事業   ・DXによる業務効率化等のため、先端技術を活用した設備の導入事業



1．水道の基盤強化、分散型システム等

皆様にお伝えしたいこと
⚫ 水道の基盤を強化するため、「適切な資産管理（老朽化、耐震

化）」、「広域連携」、「官民連携」＋「DX」に取り組んで頂き

たい。

⚫ 今後の人口減少社会への対応や、災害時の給水の観点等から、こ

れまでの水道システムと分散型システムを適切に組み合わせた（ベ

ストミックス）、災害に強く持続可能な上下水道としていくことが

重要です。

⚫    水道施設整備費や防災・安全交付金等を活用して基盤強化の取組

を推進するとともに、積極的な補正予算の活用、予算の早期執行、

不用額削減に努めてください。

14



２．広域連携の推進
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小規模で経営基盤が脆弱な事業者が多いことから、施設や経営の効率化・基盤強化を図る広域連携の推進が
重要である。経営の安定化やサービス水準等の格差是正、人材・資金・施設の経営資源の効率的な活用、災
害・事故等の緊急時対応力強化等の大きな効果が期待される。

広域連携
形態

内 容 事 例

事業統合
・経営主体も事業も一つに統合された形態

（水道法の事業認可、組織、料金体系、管理が一体化されている）

香川県広域水道企業団

（香川県及び県下８市８町の水道事業
を統合：H30.4～）

経営の一体化
・経営主体は同一だが、水道法の認可上、事業は別形態

（組織、管理が一体化されている。事業認可及び料金体系は異なる）

広島県水道広域連合企業団

（広島県及び14市町の水道事業を経営
を統合：R5.4～）

業
務
の
共
同
化

管理の
一体化

・維持管理の共同実施･共同委託(水質検査や施設管理等)

・総務系事務の共同実施、共同委託

神奈川県内５水道事業者

（神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀
市、神奈川県内広域水道企業団の水源
水質検査業務を一元化：H27.4～）

施設の
共同化

・水道施設の共同設置・共用
（取水場、浄水場、水質試験センターなど）

・緊急時連絡管の接続

熊本県荒尾市と福岡県大牟田市

（共同で浄水場を建設：H24.4～）

その他 ・災害時の相互応援体制の整備、資材の共同整備等 多数

２．広域連携の推進



２．広域連携の推進

統合
年次

事業体名 計画給水人口 内容
検討開始から統合実
現までに要した年数

H26.4 岩手中部水道企業団 221,630人
岩手県中部地域の用水供給事業者（1企業団）
と受水事業者（2市1町）が事業統合

12年2ヶ月

H28.4 秩父広域市町村圏組合 111,211人
埼玉県秩父地域の水道事業を一元化するため、
複数の水道事業者（1市4町）が事業統合

7年5ヶ月

H28.4 群馬東部水道企業団 444,000人
群馬県東部地域の水道事業を一元化するため、
複数の水道事業者（3市5町）が事業統合

7年

H29.4
H31.4
R3.4

大阪広域水道企業団
444,200人

※5市7町1村の
計画給水人口の合計

大阪府域一水道を目指し、経営統合を拡大中
用水供給事業者（1企業団）が平成29年4月に1市1
町1村、平成31年4月に2市4町、令和3年4月に2市2
町と経営の一体化

3年7ヶ月
※最初の統合まで

H30.4 香川県広域水道企業団 約970,000人
香川県内の水道事業を一元化するため、香川
県と県内の水道事業者（8市8町）が事業統合

10年

H31.4 かずさ水道広域連合企業団 321,500人
千葉県君津地域の用水供給事業者（1企業団）
と受水事業者（4市）が事業統合

12年2ヶ月

H31.4
R5.4

田川広域水道企業団
94,150人
※1市3町の

計画給水人口の合計

福岡県田川地域の用水供給事業者（1企業団）
と受水事業者（1市3町）が経営の一体化
令和５年４月に事業統合

10年8ヶ月

R2.4 佐賀西部広域水道企業団 154,600人
佐賀西部地域の用水供給事業者（1企業団）と
受水事業者（3市3町1企業団）が事業統合

12年2ヶ月

R2.4 群馬東部水道企業団 454,000人
群馬県東部地域の水道事業一元化の次のス
テップとして、用水供給事業者（1企業局の2
事業）と受水事業者（1企業団）が事業統合

4年

R5.4 広島県水道広域連合企業団 571,000人
広島県内の用水供給事業者（広島県）と水道
事業者（9市5町）が経営の一体化

６年６ヶ月

R7.4 奈良県広域水道企業団 約883,000人
磯城郡水道企業団の事業統合を経て、26市町
村の水道事業と県の用水供給事業が事業統合。

9年

17



北海道
89

青森
26

岩手
28

宮城
33

秋田
22

山形
29

福島 37

茨城 42

栃木
24

群馬
20

埼玉 55

千葉
40

東京 6

神奈川
20

新潟
25

富山
12

石川
18

福井
15 山梨

16

長野
61岐阜

39

静岡
37

愛知
43

三重
29

滋賀
22

京都
22

大阪 43

兵庫
41

奈良
29

和歌山
26

鳥取
12島根

14 岡山
24広島

19
山口
15

徳島
18

香川 1
愛媛
25

高知
15

福岡
50

佐賀
11

長崎
20

熊本
29

大分
17

宮崎
20

鹿児島
39

沖縄
26

50以上

30以上50未満

10以上30未満

各都道府県における上水道事業体数

10未満

1,304(R3 水道統計より)

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木群馬

埼玉

千葉
東京

神奈川

新潟

富山
石川

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀
京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取
島根

岡山
広島

山口

徳島
香川

愛媛
高知

福岡
佐賀

長崎
熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

5以上

2以上5未満

1

25

7

5

5

6

4

9

5

5

3

7

5

5

6

4

5

11

3

3

4

1
10

4

5

3

5

1
1

8

3

4

2

1

9

5

1

4

3

3
4

7

7

6

4

1

3

広域化推進プランに示されている
各都道府県の圏域数

福井

1

234圏域

18

・各都道府県より示された圏域は全国で234圏域。

・個別圏域内の平均関係団体数は約７団体。

１,３０４事業者(R3 水道統計より)

２．広域連携の推進
水道広域化推進プランの圏域数
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２．広域連携の推進

• 経営統合や施設の共同設置、事務の広域的処理等、多様な広域化について、都道府県を中心として、
具体的かつ計画的に取組を進めていくため、都道府県に対し、令和４年度末までの「水道広域化推進
プラン」の策定を要請。令和６年３月末時点で、47都道府県において策定済み。

• 水道の基盤強化に向けて水道関係者が一体となって取り組み、かつ、広域連携の推進役としての都
道府県の機能を強化するため、水道法第5条の3に基づき、都道府県は水道基盤強化計画を定める
ことができる。R7.3時点で3県府において策定済、6県において策定中である。

（凡 例）
① 策定中（予定含む。）

② 策定済み（複数計画あり）
③ 策定していない

※ 厚生労働省水道課調べ

都道府
県名

計画名称
策定
年度

茨城県 県南西地域水道基盤強化計画 R4

大阪府 大阪府水道基盤強化計画 R5

山形県 庄内圏域水道基盤強化計画 R6



20

２．広域連携の推進
広域連携の財政支援（防災・安全交付金）

○ 都道府県に対して、都道府県が取りまとめた社会資本総合整備計画に基づき、各水道事業者等が実施する施設整備に必要な
経費の一部を交付する。
（主な事業）
・広域化事業：市町村域を越えて広域化（事業統合または経営の一体化）を行う水道事業者に対し、広域化において必要

となる施設整備事業
（例）  ①連絡管等の整備（末端をつなぐ連絡管やループ管等）

 ②集中監視設備の整備、統合浄水場等の建設
   ③事務関係システムの統合 等
   ④統合元の人材・経営能力を活用して実施できる施設・設備整備 等

・運営基盤強化等事業：広域化後に耐震化・老朽化対策として実施する施設や管路の更新を行う事業

・水道施設再編推進事業：事業規模の見直しに伴い、配水池及び浄水場等の統合整備を行う事業

・水道施設DX推進事業：市町村の区域を超えて広域的に実施するデジタル技術を活用した水道施設の点検・調査をする事業

【概要】（水道事業運営基盤強化推進事業）

【主な採択基準・交付率】

【主な採択基準】
○ 広域化事業：市町村域を越えて３以上の水道事業者等の広域化を行う事業であって、資本単価が90円／㎥ 以上である

 水道事業者を含むこと等

○ 運営基盤強化等事業：広域化事業を実施していること

○ 水道施設再編推進事業：同一系統において３施設以上の廃止を伴う水道施設の統合整備事業であること等
【交付率】
○ １／４，１／３ ※交付率は、事業内容や事業開始時期により異なる。

★水道事業者等に対する財政支援のほか、都道府県が水道法第５条の３に規定する水道基盤強化計画等を策定する際に必要な費用を支援

組織の統合は不要

原則10年間、令和16年度まで

＜支援制度活用イメージ＞



２．簡易水道事業の統合

統合していない場合

Ａ市

Ａ市上水道

Ｂ簡易水道

Ａ市Ｅ島

10km以上

給水原価・供給単価に応じ簡水
補助対象

Ｃ簡易水道

Ｄ簡易水道

Ｅ簡易水道

Ａ市

Ａ市上水道

Ａ市上水道

Ａ市Ｅ島

10km以上

Ａ市上水道

Ｄ簡易水道

給水原価・供給単価に応じ簡水
補助対象

Ｅ簡易水道

統合した場合

特定簡易水道

特定簡易水道

●「特定簡易水道事業※」とは、統合（特に経営面の統合）が困難でないにも関わらず統合していない簡易水道事業。
※事業経営者が同一であって次のいずれかの要件を有する他の水道事業が存在する簡易水道事業

（要件：（１）会計が同一であるもの（２）水道施設が接続しているもの（３）道路延長で、原則として10ｋｍ未満に給水区域を有するもの）

●統合を推進するため平成19年度に補助制度を見直し、令和2年度以降は特定簡易水道事業は補助対象外。
●簡易水道事業の統合は基盤強化や業務の効率化にも資することから、引き続き簡易水道事業の統合を図っていた
だきたい（特定簡易水道事業でなくなった地方公共団体が管理する簡易水道事業は補助の対象となりうる）。

10km以上
10km以上

200m以上10km未満 200m以上10km未満

一部は簡水として補助対象

水道事業として補助対象
（簡水としての補助ではない）

200m未満 200m未満
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２．広域連携の推進

皆様にお伝えしたいこと
⚫ 都道府県におかれては、引き続き「水道広域化推進プラン」

に基づく取組を推進し、市町村等の間の協議を進めてくださ

い。また、必要に応じてプランの改定をお願いします。

⚫ 「水道基盤強化計画」の策定に取り組んで頂くようお願いし

ます。

⚫ 水道事業者等におかれては、「水道広域化推進プラン」に

沿って、広域連携の検討に取り組んで下さい。

⚫ 簡易水道事業については、基盤強化のため、市町村内の事業

統合を進めてください。

22



３．官民連携の推進
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契約期間 3～5年が一般的 5～20 年程度 20年程度 20年以上が一般的（他分野の例）

メ 

リ 

ッ 

ト

水
道
事
業
者

・専門的な知識が要求される業務において、民
間の技術力を活用

・性能発注による民間のノウハウの活用
・業務遂行のための人材の補完
・長期、包括の委託により、さらに業務

の効率化が図られ、財政負担の軽減
・ＰＦＩでは、民間の資金調達により、

財政支出の平準化が可能

・民間の技術力や経営ノウハウを活かした事業経営の改
善

・技術職員の高齢化や減少に対応した人材確保・育成、
技術の承継

・民間の資金調達・運営権対価による財政負担の軽減

民
間
企
業

・運転・維持管理業務全般を包括して受託する
ことにより、効率的な事業運営が可能

・性能発注による裁量の拡大

・事業経営への参画が可能
・事業運営についての裁量の拡大
・一定の範囲での柔軟な料金設定
・抵当権の設定による資金調達の円滑化

ＰＦＩ（コンセッション方式）

ＰＦＩ（従来方式）

ＤＢ又はＤＢＯ方式

一般的な業務委託（個別・包括委託）
水道法による第三者委託

施設の運転・維持管理

(Operate）

施設の設計・建設 

(Design-Build）

ＰＦＩ（民間による資金調達）

料金の設定・収受※）

※）条例で定められた範囲に限る。

施設の運転・維持管理

(Operate）

施設の設計・建設 

(Design-Build）

施設の運転・維持管理

(Operate）

施設の設計・建設 

(Design-Build）

施設の運転・維持管理

(Operate）

官

民

連

携

手

法

【事業経営】

24

３．官民連携の推進

各官民連携手法と民間事業者の実施する主な業務範囲
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業務分類(手法) 制度の概要 取組状況及び「実施例」

一般的な業務委託
（個別委託・包括委託）

○民間事業者のノウハウ等の活用が効果的な業務  
についての委託
○施設設計、水質検査、施設保守点検、メーター
検針、窓口・受付業務などを個別に委託する個別
委託や、広範囲にわたる複数の業務を一括して委
託する包括委託がある

運転管理に関する委託：2,178施設※（405水道事業者等）
【うち、包括委託は、1,176施設※（195水道事業者等）】

第三者委託
（民間業者に委託する場合
と他の水道事業者に委託す
る場合がある）

○浄水場の運転管理業務等の水道の管理に関する
技術的な業務について、水道法上の責任を含め委
託

民間事業者への委託：306施設※（59水道事業者等)

「大牟田・荒尾共同浄水場施設等整備・運営事業」、

「箱根地区水道事業包括委託」ほか

水道事業者等（市町村等）への委託：19施設※ (12水道事業者等）

「横須賀市 小雀浄水場」、「周南市 林浄水場」ほか

DBO
（Design Build Operate）

○地方自治体（水道事業者）が資金調達を負担し、
施設の設計・建設・運転管理などを包括的に委託

20案件（20水道事業者等）
「函館市 赤川高区浄水場他」、「弘前市 樋の口浄水場他」、
「小山市 若木浄水場他」、「小田原市 高田浄水場」、
「枚方市 中宮浄水場」、「橋本市 橋本浄水場」、
「下関市 長府浄水場」ほか

PFI
（Private Finance Initiative）

○公共施設の設計、建設、維持管理、修繕等の業
務全般を一体的に行うものを対象とし、民間事業
者の資金とノウハウを活用して包括的に実施する
方式

11案件（11水道事業者等）
「夕張市 旭町浄水場等」、「横浜市 川井浄水場」、
「岡崎市 男川市浄水場」、「神戸市 上ヶ原浄水場」、
「埼玉県 大久保浄水場排水処理施設等」、「千葉県 北総浄水場排水処理施設 」、
「神奈川県 寒川浄水場排水処理施設」、「愛知県 知多浄水場等排水処理施設 他3件」、
「東京都 朝霞浄水場等常用発電設備 」

公共施設等運営権方式
（コンセッション方式）

○PFIの一類型で、利用料金の徴収を行う公共施設
（水道事業の場合、水道施設）について、水道施
設の所有権を地方自治体が有したまま、民間事業
者に当該施設の運営を委ねる方式

１案件（１水道事業者等）
「宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方式）」

（令和４年４月 事業開始）

※令和５年度国土交通省水道事業課調べ
※浄水施設のみを対象

３．官民連携の推進

水道事業における官民連携手法と取組状況



３．官民連携の推進

ウォーターＰＰＰとは
・水道、工業用水道、下水道について、ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン期間の10年間（R4～R13）において、コンセッションに段

階的に移行するための官民連携方式（管理・更新一体マネジメント方式）を公共施設等運営事業と併せて「ウォーターＰＰＰ」として
導入拡大を図る。

・国による支援に際し、管路を含めることを前提としつつ、民間企業の参画意向等を踏まえ、対象施設を決定する。
・地方公共団体等のニーズに応じて、水道、工業用水道、下水道のバンドリングが可能である。なお、農業・漁業集落排水施設、浄化槽、 

農業水利施設を含めることも可能である。
・関係府省連携し、各分野における管理・更新一体マネジメント方式が円滑に運用されるよう、モデル事業形成支援を通じた詳細スキー

ム検討やガイドライン、ひな形策定等の環境整備を進める。
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３．官民連携の推進

事業件数10年ターゲットの設定

・新たに、重点分野※1)において10年間で具体化を狙う事業件数10年ターゲットを設定。

・ウォーターPPP等、多様な官民連携方式の導入等により案件形成の裾野拡大と加速化を強力に推進する。

※1) 重点分野：空港、水道、下水道、道路、スポーツ施設（スタジアム・アリーナ等）、文化・社会教育施設、大学施設、公園、MICE施設、公営住
宅、クルーズ船向け旅客ターミナル施設、公営水力発電、工業用水道

アクションプラン期間 １０年（令和４年度～令和13年度）

事業件数１０年ターゲット
重点分野合計 ５７５件

（コンセッションを含む多様な官民連携）

重点実行期間（令和４年度～令和８年度）

５年件数目標
重点分野合計 ７０件
（コンセッション中心）

新たに

設定

昨年

設定

ウォーターPPP導入による
地方公共団体等のニーズ※2) 

に応じた選択肢の拡大

■ ウォーターPPPの導入による水道分野での官民連携の加速

分野名
事業件数１０年ターゲット

<ウォーターPPP>

水道 １００件

下水道 １００件

工業用水道 ２５件

＜ウォーターＰＰＰ＞
コンセッションの他、コンセッションに段階的に移行
するための官民連携方式として、長期契約で管理と更
新を一体的にマネジメントする方式。

※2) 地方公共団体等のニーズ：
例えば、民間企業への運営権の設定や民間企業による利用料金の収受まで
は必要としないが、管理や更新を一体的に民間企業に委ねたい場合等。
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９事業が運営中



３．財政的支援

(1)官民連携等基盤強化推進事業（令和９年度までの時限事業）

・ウォーターPPPの導入に要する経費について、定額支

援制度を創設。補助上限については、

(1) コンセッション：5,000万円

(2) 水道以外の分野と一体：4,000万円

(3) 他の地方公共団体と一体：4,000万円

(4) (1)～(3)以外の場合：2,000万円※)

※) 事業実施方針や事業者選定などに係る経費は交付対象外

(2)水道管路緊急改善事業

・ウォーターPPP導入のために実施する事業について、
採択基準の条件は付さない。 

・また、コンセッション方式の交付上限は５億円、レ
ベル3.5の交付上限は１億円とする。

４．官民連携等基盤強化支援

・官民連携の活用を考えている水道事業者等の

事業スキームの検討等を支援することにより、

今後の具体的な案件形成につなげる。

・他の水道事業者等が官民連携を進

める上で参考となるモデルを示す

ことを目的

・対象事業者は公募し、国土交通省が選定。

（令和6年度は対象を３事業者に拡大）

・平成27年度から実施。

１．水道事業における官民連携に関する手引き

・水道事業において想定される官民連携手法

について、各手法の特徴や導入に当たって

検討すべき事項等の解説

・新たにウォーターPPPの解説を加える等の

改訂を実施（令和６年３月）

２．水道分野における官民連携推進協議会

・官民連携に一層取り組みやすい環境を整え、

水道事業者等と民間事業者との連携（マッチ

ング）を促進することを目的

・全国各地で開催
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３．官民連携の推進

水道事業における官民連携に係る取り組み



３．官民連携の推進
水道分野における官民連携推進協議会（国土交通省と経済産業省と連携）

水道事業者等と民間事業者との連携を促進することを目的とし、全国各地で「官民連携推進協議会」を開催している。

○国土交通省及び水道事業者等の取組の発表

・官民連携に関する取組紹介

➢官民連携に係る取組について（国土交通省・経済産業省） 

・ウォーターＰＰＰ類似案件の事例紹介

➢箱根地区水道事業包括委託（第３期）（神奈川県企業庁）

➢荒尾市水道事業の包括委託（熊本県荒尾市）など

・コンセッション事業の事例紹介

➢豊橋浄水場再整備等事業（愛知県企業庁）

➢宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方

式）（宮城県企業局）

令和6年度の実施内容

令和6年度の開催実績令和6年度の開催結果

○フリーマッチング

水道事業者等と民間事業者が個別に対面し、

自由に意見交換を実施。

└・官民連携における取組・提案

・水道事業者が抱える課題への対応方策

開催時期 開催地

第１回 ７月23日（火） 三重県津市

第２回 ９月12日（木） 北海道札幌市

第３回※ 11月11日（月） 長野県長野市

第４回 １月27日（月） 熊本県熊本市

R6 開催地
参加団体数

参加者数
水道事業者等 民間事業者

第1回 三重県 17団体 50団体 131人

第2回 北海道 18団体 32団体 94人

第3回 長野県 41団体 66団体 183人

第4回 熊本県 19団体 58団体 185人
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共通する事業・経営の課題

期待しうる効果・メリット

▶ 水道分野と下水道分野が連携したウォーターPPPとすることで、例えば、次のような効果・メリット等を期待
しうると考えられる。

事業規模拡大による民間の参画や創意工夫の促進 運転監視、保守点検等の共通化による費用の縮減

薬品等の一括購入による費用の縮減 お客さま窓口の一元化による住民等の利便性向上

上下水道一体のウォーターPPP推進に向けた支援

▶ ウォーターPPP導入検討費補助
コンセッション方式、他地方公共団体連携（広域・共同）のほか、他分
野連携（上下水道一体等）に、上限額等のインセンティブを設定

▶ 社会資本整備総合交付金等
上下水道一体のウォーターPPP内の改築等整備費用に重点配分

上下水道分野の連携可能性を模索いただき、上下水道部局での協働の機運を醸成ください！

参考となる先行事例
▶ 宮城県上工下水一体官民連携運営事業

（みやぎ型管理運営方式）
令和4年4月から事業開始（20年間）
【コンセッション方式】

▶ 守谷市上下水道施設管理等包括業務委託
令和5年4月から事業開始（10年間）
【レベル3.5】

③ 収入減少
「カネ」

上下水道職員の不足
技術力の不足、継承困難

② 施設老朽化
「モノ」

① 職員数減少
「ヒト」

上下水道施設の更新需要増加
ストック増による維持管理費増加

水道料金・下水道使用料収入の
減少

今後さらに
加速

職員不足の補完、民間の経営ノウ
ハウや創意工夫等による事業の効
率化、経営改善が必要
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３．官民連携の推進
上下水道一体のウォーターPPP推進に向けて



○ PPP/PFI推進アクションプラン（令和５年改定版）では、令和13年度までに上下水道分野で200件（水道100件、
下水道100件）のウォーターPPPの具体化を狙う、とされている。

ウォーターPPPは事業・経営の課題解決策の一つ

地
方
公
共
団
体

長期間、維持管理と更新を一体的に民間委託

民
間
事
業
者
等

計画・設計修繕・改築

点検・清掃

ウォーターPPPの実施状況 
⚫コンセッション方式

静岡県浜松市（H30.4-）、高知県須崎市（R2.4-）、宮城県（R4.4-）、神奈川県三浦市（R5.4-）の4件が実施
中

⚫管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）

茨城県守谷市（R5.4-）、神奈川県（箱根地区）（R6.4-）、宮城県利府町（R7.4-）の3件が実施中

茨城県守谷市（レベル3.5）概要

事業期間 R5.4.1～R15.3.31（10年間）

事業規模 約73億円（税込）
（契約金額）

対象施設
【水道】 守谷配水場、関連水道施設
【下水道】 守谷浄化センター、関連ポンプ場
【農集排】 西板戸井地区農集排処理施設、

関連ポンプ場

受託者
【代表企業】
（株）ウォーターエージェンシー

【構成企業】
（株）オリエンタルコンサルタンツ、
（株）中央設計技術研究所

上下水道一体のウォーターPPP推進に向けた取組

⚫ ガイドライン等の整備
「水道事業における官民連携に関する手引き」（R6.3 改訂）、「下水道
分野におけるウォーターPPPガイドライン第1.0版」（R6.3 策定）に、上下
水道一体の契約書のひな形等を追加

⚫ 官民連携推進協議会とPPP/PFI検討会の合同開催等
これまで個別に開催していた水道の協議会と下水道の検討会について、本
年度、初めて合同開催し、上下水道分野の官民が一堂に会する「場」を創
出することで、上下水道一体のウォーターPPP推進の機運を醸成

⚫ ウォーターPPP導入検討費補助
国費による定額支援制度により、ウォーターPPPを導入しようとする地方公
共団体の検討費用を補助
（コンセッション方式、他地方公共団体連携等の広域型のほか、上下水道
一体等の分野横断型に、上限額等のインセンティブを設定）

⚫ 社会資本整備総合交付金等
本年度から、上下水道一体でのウォーターPPP内の改築・更新等整備費用
に対し、国費支援の重点配分を実施

上限 5千万円 上限 4千万円 上限 2千万円

３．官民連携の推進
上下水道一体のウォーターPPP支援概要
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３．官民連携の推進

皆様にお伝えしたいこと
⚫ 官民連携は水道の基盤の強化を図る上での有効な選択肢の一つで

す。ウォーターPPPをはじめとする、それぞれの水道事業の特色に

見合う官民連携の方式をこの機会に積極的にご検討ください。

⚫ 「官民連携推進協議会」では、水道事業者が抱える課題等に対して

民間事業者と個別に対面して自由に意見交換を実施できる場（フ

リーマッチング）を設けています。多くの民間事業者が参加予定

で、効率的に意見を聞くことができる場ですので、是非ともこの機

会に多くの水道事業者にご参加いただければと考えています。
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４．水道事業における
DX技術活用の推進
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４．水道事業におけるDX技術活用の推進

上下水道ＤＸの推進

ＡＩを活用した管路劣化診断

・設置年、材質等に基づく
管路更新 →LCC増大

・漏水発生時に修繕対応
→事後保全

・破損確率予測に基づく
管路更新 →LCC低減

・漏水発生前に管路更新
→予防保全

現状

ＡＩ診断

⚫ 管路情報＆環境ビッグデータ×AIにより管路
１本ごとの劣化状況を可視化

スマート水道メーターの活用

出典）公益財団法人水道技術研究センター

⚫ スマート水道メーターとは、遠隔で検針値等
の水量データが取得可能な水道メーターのこ
とをいう。

⚫ 指定された時間間隔又は一定水量の使用ご
とにデータ送信が可能であり、データセンター
側と双方向通信が可能なものもある。

⚫ IoT、AIなどを活用することにより、検針業務
の省力化や漏水箇所の早期発見、施設規模
の最適化、データの見える化など、さまざまな
効果が期待できる。

⚫ 人工衛星による水道水の反射波データをAIで
解析し漏水区域を特定

人工衛星データを用いた漏水検知

○ 施設の老朽化や、管理に精通した熟練職員の減少などが進む中、デジタル技術を活用し、メンテナンスの効率を
向上させる「上下水道DX」の推進が重要。

○ メンテナンスの効率化を抜本的に向上させることが可能となる上下水道ＤＸ技術のカタログを令和７年３月に公表
し、今後３年程度での標準装備を推進。
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４．水道事業におけるDX技術活用の推進

第９回デジタル行財政改革会議（令和７年２月20日）

デジタル行財政改革会議（第９回）における石破総理ご発言（抄）

● インフラにつきましては、１月２８日、埼玉県で重大事故がございました。上下水道インフラの老朽
化に対応し、自治体による事業運営を持続可能なものとするよう、これを急務として取り組んでいた

だきたいと存じます。

● 中野大臣、村上大臣は、人工衛星データやドローンなどを用いた漏水検知、地中の管路内部の
点検等のＤＸ技術について、今後５年程度で全国で実装するという目標を大幅に前倒しし、できる
自治体から速やかに実装を進め、３年程度で全国で標準実装できるよう取り組んでください。

● あわせて、地方自治体におけるインフラ全般の維持につきましても、目視などに頼りがちな現場
業務をデジタルの活用により、正確性を増し安全性を確保しながら、現場負担を軽減できるよう、ル
ールの見直しなどを自治体に働きかけてください。

参考：会議当日の様子（出典：首相官邸ＨＰ）
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⚫現場の担い手不足が加速し、老朽化する施設の維持更新需
要の増大に対応できない状況が全国で進展。

⚫能登半島地震においても、耐震化の遅れ等により上下水道
インフラの復旧が遅れ、生活再建に支障。

⚫各自治体においては、長年にわたり工夫が重ねられた結果、
業務実施やデータ管理等の手法が様々に発達。

⚫上下水道インフラ・サービスを維持するためには、デジタル技術
を活用しながら、優れた成果の出ている業務実施手法等を
具体化し、水平展開を図ることが必要。

現状・課題

４．水道事業におけるDX技術活用の推進

上下水道ＤＸ推進検討会

⚫上下水道の管理業務・データといった「ソフト」の共通化・標準
化を進めることにより、システム・施設といった「ハード」の連携や統
合を含む広域化につなげる取組を上下水道一体で官民が
協調して推進。

⚫ それにより、現場の担い手不足を補い、施設の維持管理・更新
の効率的・効果的な実施が可能となることで、災害発生時を
含めて上下水道サービスが持続的に提供される社会を実現。

目指すべき姿

検討テーマ

テーマ 主な検討内容 主なアウトプット（イメージ）

１．業務の共通化
優れた業務事例の分析・共通化・横展開（漏水調査
等）

DX技術の活用手引き（導入プロセス、運用方法）

２．情報管理の標準化 情報管理のあり方、ガイドライン・標準仕様の課題 情報管理の標準化等の促進策

３．DX技術実装 DX技術カタログの策定、自治体－企業の連携促進 DX技術カタログの公表

４．現状可視化 経営状況、耐震化等の情報の見える化、KPI設定 政策ダッシュボードの公表

上下水道DX推進検討会

<学識者> 山村 寛教授（中央大学理工学部）（座長）、浦上拓也教授（近畿大学経営学部）
<地方公共団体>盛岡市、会津若松市、小山市、川崎市、石川県、青木村、湖西市、豊田市、京都市、奈良県、

広島県水道広域連合企業団、土佐町、北九州市、福岡市、大分県
<関係団体>（公益社団法人）日本水道協会、（公益社団法人）日本下水道協会
<事務局> 国土交通省（とりまとめ）、デジタル行財政改革会議事務局、総務省、農林水産省、経済産業省
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４．水道事業におけるDX技術活用の推進

上下水道ＤＸ技術カタログ
⚫ 上下水道施設のメンテナンスの高度化・効率化に資する「点検調査」、「劣化予測」、「施設情報の管理・活用」等に

活用できるDX技術（計１１９技術※）を掲載（R7.3.28 国土交通省HPで公開）

※ 水道：７３技術、下水道：９１技術 （水道・下水道どちらにも活用できる技術があるため合計は一致しない）

⚫ 今後も定期的にカタログに掲載する技術を追加し、内容を充実
⚫ カタログを活用し、全国の上下水道において、今後３年程度でDX技術を標準実装できるよう取組を実施



水道事業は、人口減少に伴う水需要の減少や施設の老朽化、職員数の減少などのさまざまな課題に直面しており、将来にわたって安全で良質な水道水の供給
を確保し、安定的な事業運営を行っていくためには、市町村の垣根を越えた広域連携など通して水道事業の運営基盤の強化とともに、水道事業の業務の一層の
効率化を図る必要がある。
しかし、水道施設の点検・維持管理面は人の手に大きく依存しているため、離島や山間・豪雪地域といった地理的条件の厳しい地域にある水道施設の維持管

理には多くの時間と費用を要しているほか、災害時には漏水箇所の特定に時間を要するなど、効率的な事業運営や緊急時の迅速な復旧が課題となっている。
このため、IoT等の先端技術を活用することで、自動検針や漏水の早期発見といった業務の効率化に加え、ビッグデータの収集・解析による配水の最適化や故

障予知診断などの付加効果の創出が見込まれる事業について支援をし、水道事業の運営基盤強化を図る。

事業目的

上下水道DX推進事業（上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費の１メニュー） 
対象事業： IoT技術などの新技術（以下「新技術」という。）を用いた業務の効率化や付加価値の高い上下水道サービスの実現を図る施設整備を行う事業
補助対象範囲：新技術を活用した業務の効率化や付加価値の高い上下水道サービスの実現を図る事業で新技術を活用した上下水道の設備と、あわせて整備

する施設の整備に要する経費
補助率：① 水道、下水道のいずれにも活用する新技術を導入する場合 １／２、② 水道 １／３

事業概要

▸ 上記事例の他、新たな視点から先端技術を活用
して科学技術イノベーションを指向する事業

事業例１：広域化に伴う水道施設の整備と併せて、各種センサやスマートメータを導入する場合
（将来的に監視制御設備にて得られた情報を分析・解析することを基本とする）

ビッグデータや
ＡＩの活用

活用例① 高度な配水運用計画

活用例② 故障予知診断

活用例③ 見守りサービス

▸ 配管網に流量計や圧力計などの各種センサを
整備し、その情報を収集・解析することで、高度
な配水計画につなげる。

▸ 機械の振動や温度などの情報を収集・解析する
ことで、 故障予知診断につなげる。

▸ スマートメータを活用し、水道の使用状況から
高齢者等の見守りを行うもの。

活用次第で様々な
事業展開が可能

事業例２：広域化に伴い、複数の監視制御システムを統合し、得られた情報を
配水需要予測、施設統廃合の検討、台帳整備等の革新的な技術に生かす場合

【事業例１】

【事業例２】

活用例① アセットマネジメントへの活用
▸ 台帳の一元化、維持管理情報の集約などにより

適切なアセットマネジメントを実施し、施設統廃合
や更新計画につなげる。

システム統合による一体的管理

▸ 流量や水位、漏水事故な
ど

リアルタイムに状況を
把握
▸ 水道メータの自動検針

漏水

圧力計

漏水 配水管網

水位計

流量計

各水道施設からの情報

水道事業者

効
率
化

効
率
化

イノベーション

付加効果

４．水道事業におけるDX技術活用の推進

上下水道DX推進事業
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【現状システム】
水道事業において通常利用されている当該水道事業者等・水道施設別に構築されたものとなっているシステム間のデータ

流通性は高くなく、データ利用は各システム内で完結しており、データ利活用も限定的な状況である（ベンダロックイン）。

【水道情報活用システム】
水道情報活用システムは、データ流通仕様等が統一され、セキュリティが担保されたクラウドを活用したシステムであり、

主な利点は以下の通りである。共同利用することにより、更なる効率化を図ることも可能である。
・ベンダロックイン解除：水道施設の運転監視データや施設情報等の各種データは、異なるシステム間・ベンダ間のアプ

リケーションにおいてもプラットフォームを介して横断的に活用が可能である。
・コ   ス   ト   の   低   減：アプリケーションやデバイス等が汎用化されることから、コストの低減が可能である。

水道情報活用システムの
利用イメージ

４．水道事業におけるDX技術活用の推進

水道情報活用システムの概要



【標準仕様の管理体制（令和２年度～）】

１．標準仕様の改定要求内容等の審査を行う、
水道情報活用システム標準仕様審査委員会を、（公財）水道技術研究センターに設置

２．標準仕様等の保管・公表業務、審査委員会と連携しての改定業務を行う、
一般社団法人水道情報活用システム標準仕様研究会（以下、研究会）を、（株）JECCに設置

※水道情報活用システム標準仕様書
https://www.j-wpf.jp/stdspec/

システム標準仕様書の最新版は、研究会ウェブサイトで公開※されている

水道情報活用システムの標準仕様は、情報利活用の高度化、日々進化する技術等への対応、セキュリティ対策のためにも、
関係者からの要望・提案等を受け、改定等を継続的に行っていくことが必要

令和４年２月開催の水道情報活用シ
ステム標準仕様研究会臨時総会にて
工業用水道事業の水道情報活用シス
テム参入が決定。
併せて、特別会員として
一般財団法人 日本工業用水協会
が入会

４．水道事業におけるDX技術活用の推進

水道情報活用システム標準仕様の管理・改定
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２０府県 ４０事業者：導入事業実施（令和６年度事業開始事業者含む）

都道府県 事業者名

宮城県 蔵王町

福島県 浪江町

栃木県 宇都宮市

富山県 射水市

石川県 金沢市

石川県 津幡町

長野県 箕輪町

岐阜県 笠松町

愛知県 岡崎市

愛知県 東海市

滋賀県 草津市

滋賀県 大津市

滋賀県 長浜水道企業団

滋賀県 愛知郡広域行政組合

滋賀県 滋賀県

滋賀県 栗東市

滋賀県 彦根市

京都府 綾部市

京都府 宮津市

京都府 与謝野町

大阪府 門真市

兵庫県 宝塚市

兵庫県 淡路広域水道企業団

導入事業実施
（R６開始含む）

都道府県 事業者名

兵庫県 神戸市

兵庫県 姫路市

兵庫県 加西市

奈良県 奈良市

奈良県 生駒市

奈良県 平群町

奈良県 奈良県

島根県 島根県

広島県 広島県水道広域連合企業団

山口県 山陽小野田市

福岡県 直方市

福岡県 桂川町

佐賀県 佐賀市

佐賀県 佐賀東部水道企業団

佐賀県 佐賀西部広域水道企業団

大分県 大分市

鹿児島県 鹿児島市

41

４．水道事業におけるDX技術活用の推進

水道情報活用システム 導入支援事業の概要



４．水道事業におけるDX技術活用の推進

皆様にお伝えしたいこと

●水道事業の今後の安定的・継続的な経営のためには、ＤＸ

技術の活用による業務の一層の効率化や高度化を図ること

が必要です。

●３月に公表された上下水道ＤＸ技術カタログを参考に、水

道事業者各々の課題解決に向けてＤＸ技術の活用をご検討

いただき、３年程度で標準実装してください。

●また、実装にあたっては、コストの削減や発注業務の効率

化の可能性等のメリットを考慮し、周辺自治体との連携に

ついても是非ご検討ください。
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５．水道事業の認可等
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５．水道事業の認可等
～認可制度における事業規模の見直しについて～

44

⚫ 水道事業の認可制度は、認可された給水区域、給水人口及び給水量の範囲内におい
て事業の経営を行う権限を付与したものと解されており、事業の変更認可は水需要等が
増加する場合に受ける仕組みが取られている。

⚫ 現行の認可制度では、給水に支障のない範囲において、水道事業者が当面の給水量、
給水人口等を認可値よりも小さく設定して事業を運営することは差し支えないとされてい
る。

水道事業の認可制度について

⚫ 人口減少等に伴い水需要が減少することが考えられ、各水道事業者においては、水需
要や更新需要等の長期的な見通しを踏まえ、地域の実情に応じ、水の供給体制の適切
な規模への見直し（施設の統廃合やダウンサイジングを含む）について検討を進めてい
ただくようお願いする。

⚫ なお、ダウンサイジング（浄水場、水源等の休止・廃止等）については、変更認可を要し
ない場合があり、変更認可等の条件の詳細については、「水道事業等の認可等の手引き」をご確

認いただくようお願いする。 

水の供給体制を適切な規模への見直し



５．水道事業の認可等
～認可等における水需要予測の簡素化の概要～

下記の４項目全てを満足する場合に限り、事業認可又は届出における水需要予測を簡素化することがで

きる。

  ① 申請年度が前回の事業認可、届出又は国庫補助金交付に係る事業評価（以下、「確認等」という。）における目標

年度を超えていない。

  ② 前回の確認等において今回申請年度の10 年度以内の実績値を用いて水需要予測を実施している。

  ③ 前回の確認等から給水能力の変更を伴う施設整備がない。

  ④ 交通機関の新設、住宅開発、新規工場団地の誘致等の開発計画に係る状況が前回の認可から変化がない、従

前の水需要予測と現状の実績に乖離が見られないなど前回の確認等から水道事業を取り巻く社会経済状況に変

化がない。

水需要予測の簡素化※の要件 ※「簡素化」とは、前回の確認等の水需要予測の結果を用いること。

以下の３項目全てを満足する場合に限り、給水区域の拡張に係る事業認可又は届出における水需要予

測を簡素化することができる。

Ⅰ既存の給水区域が現行の手引きに規定する水需要予測の簡素化の要件に適合している。

Ⅱ変更認可申請又は届出時の拡張給水区域の給水人口が100人以下である。

Ⅲ拡張給水区域に交通機関の新設、住宅開発、新規工場団地の誘致等の開発計画がない。

給水区域の拡張に係る事業認可又は届出における水需要予測の簡素化

給水区域を拡張する際、拡張する区域が「水道の未普及地（過去に水需要予測を実施したことがない区域）である場合」
や「上記要件に該当しない場合」は、拡張する給水区域の規模（給水人口）が軽微であったとしても水需要予測が必要。
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５．水道事業の認可等
～【参考】分水及び区域外給水について～

46

⚫ 他の水道事業者への浄水の分水及び他の水道事業の給水区域内の需要者への区域外給水（以下「分水等」とい
う。）は、法上の責任の所在が不明確であるため、分水等により給水を受けている需要者への安全かつ安定的な水
の供給が法的に担保されていない。

⚫ 分水等の関係水道事業者においては、当該需要者に支障を生じさせないことを前提に、分水等の解消に向けて計
画的に取り組むことが必要であり、具体的な分水等の解消方策として、次に掲げる事業認可上の対応が考えられる。
① 分水等を行う水道事業者における水道用水供給事業の創設
② 分水等を行う水道事業者における給水区域の拡張
③ 分水等の関係水道事業者における事業統合

⚫ また、このほかに分水等を受ける水道事業者から分水等を行う水道事業者への第三者委託による対応も考えられ
る。事案によって、地理的条件や水道事業の形態等が異なるため、分水等に係る諸般の状況等を勘案した上で、関
係者間で十分調整・協議し、各事案に応じた最適な方策を検討する必要がある。

【対応例】
①事業者Ａに第三者委託する場合、事業者Ｂの所有水源は取水地点

の変更には該当しない（この例では事業者Ａ、Ｂともに同一の水道
用水供給事業からの供給であるため）

②水道事業者Ａの水道施設を含む、水道用水供給事業からの受水
点から給水対象までの水道施設を、水道事業者Ｂとの共同管理と
すること等により水道事業者Ｂの管理に属するものとする

③事業者Ｂの水を配水する業務を、法上の責任とともに、事業者Ａに
第三者委託する（なお、当該需要者の給水装置の管理は第三者委
託には含まない）

水道法上の考え方

同一の水道用水供給事業者から受水する水道事業者Ａから水道事業者Ｂの給水区域への給水について、法上
の水源等の整理や責任の所在を明確にした上で、法第24条の３に規定する第三者委託制度により、法上の責任と
ともに事業者Ｂから事業者Ａに委託する。

第三者委託を活用し、認可変更を伴わず、水道法上の責任を明確にして給水を行う対応例



５．水道事業の認可等
～第三者委託の制度を利用した分水及び区域外給水の解消の具体事例～
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５．水道事業の認可等
～事業の休廃止（水道法第11条）に係る手続き及び許可基準の概要～

48

事業の休廃止の許可を申請しようとする水道事業者は、休廃止計画書、水道事業の休廃
止により公共の利益が阻害されるおそれがないことを証する書類、休廃止する給水区域を
明らかにする地図等を添えて、申請書を国土交通大臣に提出しなければならないこととし
た。

ア 申請手続

国土交通大臣は、事業の休廃止により公共の利益が阻害されるおそれがないと認められ
るときでなければ許可をしてはならないこととした。

イ 許可基準

「公共の利益が阻害されるおそれがない」とは、許可の申請の内容に基づいて具体的に判断され
るべきものであるが、水道事業にあっては、

① 休廃止しようとする給水区域において給水契約がないこと
② 休廃止しようとする区域において給水契約があるときは他の手段による水の確保が可能で

あることが考えられる。

なお、「他の手段による水の確保が可能であること」については、
① 他の水道事業による給水が行われること又は、
② 新たな水の確保の方法、衛生対策並びに負担するべき事項及びその額等を提示した上で、

休廃止しようとする区域における給水契約の相手方全員に対して同意を得ることが必要。

「事業の休廃止により公共の利益が阻害されるおそれがないことを証する書類」
①休廃止する区域内において給水契約がないことを示す書類や
②他の手段による水の確保が確認できる書類をいう。



５．水道事業の認可等
～事業の休廃止：公共の利益が阻害されるおそれがないことを証する書類～
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区分① • 休止又は廃止しようとする区域において給水契約がないことを示す書類

区分②

• 他の手段による水の確保が確認できる書類

• 休止又は廃止しようとする区域の給水契約の相手方全員の同意が得られていることを示す書
類

区分③
• 休止又は廃止しようとする区域を新たに給水区域に含むことを示す水道事業の認可又は届出

に関する書類（申請中の場合は申請書類）

区分④ • 休止又は廃止しようとする給水対象の水道事業者の合意が得られていることを示す書類

⚫ 下図のフローに従って、該当する書類
を添付する。

⚫ 当該休廃止によって公共の利益が阻
害されるおそれがないことが認められ
る根拠となるものであること。

区分②

Ａ事業給水区域

給水契約
なし

給水

Ａ事業者

Ａ事業給水区域の一部は、Ｂ事業給水区域から水を供
給する方が効率的であるため、Ｂ事業者の給水区域へ
と変更する。

Ａ事業給水区域 Ｂ事業給水区域

給水

Ｂ事業者

Ａ事業給水区域の一部は、現在給水契
約があるが、今後、水の需要が減少し
ていくことから、一部を廃止する。

Ａ事業給水区域

井戸等

給水

Ａ事業給水区域の一部は、今後、開発
計画等がなく、水の需要が見込まれな
いことから、一部を廃止する。

給水

Ａ事業者

給水

Ａ事業者

給水

Ａ事業者

給水

Ａ事業者

Ｂ事業者

給水

Ａ事業者

給水

区分① 区分③
区分
①

区分
②

区分
③



５．水道事業の認可等
～水利権の更新手続きについて～

○水道行政が国土交通省に移管されたが、河川法第23条（流水の占用）等の許可（更新）
申請については、水道事業者による手続きには変更はない。

○引き続き、余裕を持ったスケジュールで河川管理者への協議を行っていただくようお願い
したい。

○なお、相談事項がある場合は、地方整備局等水道係までご連絡いただきたい。

■安定水利権

水利使用規則に定められた申請期間（許可期
限の６ヶ月前～1ヶ月前）のうち、できる限り早
い時期に更新申請を提出し、対応に留意する
ようお願いする

■安定水利権
⚫ 許可期限前に更新の申請をしていれば許

可期限を過ぎても不許可の処分があるまで
は効力は存する。

⚫ 河川管理者に申請した時点（不許可になら
なければ）で、水利権は消滅しない。

■暫定水利権
⚫ 許可期間が短期（原則として１年～３年）で

あり、その期限が過ぎれば失効する。

⚫ 新規申請をしていない場合、現行許可期限
が満了になった時点で、権利消滅との解釈
も・・・ 安定水利権よりも弱い立場

■暫定水利権

できる限り早い時期に申請し、対応に留意する
ようお願いする。

※水道事業者等に対するそれぞれの安定水利権に関する「水利使用規則」では、一般的に「許可期間の更新の
許可の申請は、許可期限の６月前から１月前までの間にしなければならない。」と定められている。
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「国土交通省所管公共事業の事業評価実施要領」（令和６年６月27日改訂）

「水道施設整備事業の新規事業採択時評価実施要領細目」（令和６年６月27日策定）

「水道施設整備事業の再評価実施要領細目」 （令和６年６月27日策定）

「水道施設整備事業の事後評価実施要領細目」（令和６年６月27日策定）

「水道事業の費用対効果分析マニュアル」（平成19年7月策定、平成23年7月改訂、平成29年3月改訂）

に基づき、適切に評価を実施

対象事業

•国庫補助事業が対象
•水道に係る以下の種類の公共事業のうち、維持・管理に係る事業、災害復旧に係る事業
等を除く十億円以上の費用を要することが見込まれる事業とする。）

(1)独立行政法人等施行事業
(2) (2) 補助事業

事前評価 •事業の採択前の段階において実施

• 事業採択後5年を経過して未着手、10年を経過して継続中、10年経過以降は原則5年経過して継続中の
事業を対象に実施

• 社会経済情勢の急激な変化等※により事業の見直しの必要が生じた場合は、適宜実施

※評価対象事業に密に関係する上位計画や関連する計画の変更、少子高齢化に伴う人口減少や生活様式の変化による

水需要の変化、評価対象事業の事業費の大幅な増加や工期の大幅な延長など

再評価

国土交通省所管公共事業の事業評価実施要領

事後評価 •実施主体により事後評価が行われることを期待

※社会資本整備総合交付金による事業は「社会資本整備総合交付金交付要綱」等に基づき、適切に評価を実施

５．水道事業の認可等
～事業評価の適正な実施について～



５．水道事業の認可等

皆様にお伝えしたいこと
【認可】
○水道事業者等においては、長期的な見通しを踏まえ、地域の実情に応じ、水

の供給体制の適切な規模への見直し（施設の統廃合等）を検討いただきたい。
○広域連携や簡易水道統合等に係る案件を申請する水道事業者等にあっては、

認可及び許可権者である国土交通省と都道府県の間で手続きの連携が必要
となるケースがあるので、十分留意していただきたい。

○所管の各地方整備局及び本省との間で行われる協議に要する期間（申請等
の内容によるが少なくとも概ね３ヶ月程度）を踏まえ、十分に余裕を持ったスケ
ジュールを計画していただくようお願いいたします。

【水利権】
○水利権申請者と河川管理者との協議において、その他協議に支障等生じた

際（ex:水需要見合いでの水利権の顕著な減量を要求され協議が整わないな
ど）にも、水道事業課・地方整備局水道係から関係者に状況を確認することも
できるため、前広にご相談ください。

【事業評価】
○評価の内容をとりまとめるにあたって、「水道事業の費用対効果分析マニュア

ル」等を参考に適切に実施してください。疑義がある場合は、国土交通省へ適
宜ご相談ください。
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６．水道事業者等への指導監督
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６．水道事業者等への指導監督

54

【目的】

水道法第39条第１項等の規定に基づき、水道（水道事業及び水道用水供給事業の用に供する者に

限る。）の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道の基盤を強化することを目的に実施。

【検査対象】

    〇大臣認可水道事業及び水道用水供給事業   〇水道管理業務受託者

    〇国が設置する専用水道 〇水道施設運営権者

【確認項目】

需要者の安全・安心の確保に重点を置きつつ、主として水道技術管理者の従事・監督状況等水道法に規

定する事項の遵守状況、自然災害やテロ等危機管理対策の状況、経営状況等について確認。

＜具体な内容＞

①資格等に関すること （水道技術管理者、布設工事監督等の事業の監督状況 等）

②認可等に関すること （認可や各種届出状況、給水開始前検査の実施状況 等）

③水道施設管理に関すること（施設基準の遵守等、水道施設管理の実施状況 等）

④衛生管理に関すること （健康診断や衛生上の措置等、衛生管理の実施状況 等）

⑤水質検査に関すること （水質検査の実施状況、水質基準の遵守状況 等）

⑥水質管理に関するこ （水源周辺等の汚染源の把握、水質管理に伴う施設整備の状況 等）

⑦危機管理対策に関すること （自然災害やテロ等、危機管理対策の実施状況 等）

⑧資産管理に関すること （経営状況、アセットマネジメントの実施状況 等）

⑨情報提供等に関すること （情報提供の実施状況や供給規定の周知等、住民対応の実施状況等）

⑩資源・ 環境に関すること  （水質汚濁防止法の遵守等、環境保全対策の実施状況 等）



６．水道事業者等への指導監督

近年の立入検査状況
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年度

立入検査事業数 指摘件数（延べ）

上水 用供
水道管理

業務委託

者
計 文書 口頭

R１ 22 7 5 34 49 105

R２ 24 3 4 31 69 85

R３ 4 0 0 4 15 25

R４ 13 0 3 16 26 17

R５ 17 1 2 20 48 41

R６ 14 1 6 21 43 53

令和６年度 指摘内訳 文書 口頭

① 資格等に関すること 3 1

② 認可等に関すること 3 7

③ 水道施設管理に関すること 4 4

④ 衛生管理に関すること 9 0

⑤ 水質検査に関すること 11 6

⑥ 水質管理に関すること  1 1

⑦ 危機管理対策に関すること 0 28

⑧ 資産管理に関すること 8 5

⑨ 住民対応に関すること 4 0

⑩ 資源・環境に関すること 0 1

※R6大臣認可事業数 上水：442 うち用供：64

※国専水：R6は実施せず

近年の立入検査実施状況
令和６年度の主な文書指摘事例



項目 指摘 関係法令 規定内容（概略）

認可等関
連

認可申請書において、記載
事項に変更が生じたが未届
けであった。

水道法
第７条第３項

水道事業経営の認可の申請書の記載事項に変更を生じたと
きは、速やかに、その旨を国土交通大臣に届け出なければ
ならない。

水道施設
管理関連

一部のコンクリート構造物
の点検結果を記録していな
かった。

水道法第22条の２
水道法施行規則
第17条の２

水道施設を良好な状態に保つため、水道施設の状況を勘案
して、適切な時期に、目視その他適切な方法により点検を
行うこと。

衛生管理
関連

遊離残留塩素濃0.1mg/Lを下
回っていた。

水道法施行規則
第17条第1項第3号

給水栓における水が遊離残留塩素0.1mg/l以上保持するよう
に塩素消毒をすること。

水質検査
関連

水質検査計画において、必
須事項の一部記載がなかっ
た。

水道法第20条第1項
水道法施行規則
第15条第７項

水質管理において留意すべき事項のうち水質検査計画に係
るものをはじめ、必要事項を記載した水質検査計画を策定
しなければならない。

水質管理
関連

クリプトスポリジウム等に
よる汚染のおそれがある一
部の施設において、必要と
される設備が設置されてい
なかった。

水道施設の技術的基
準を定める省令第５
条第１項第８号

原水に耐塩素性病原生物が混入するおそれがある場合に
あっては、これらを除去することができる濾過等の設備を
設置しなければならない。

資産管理
関連

適正な時期に料金の見直し
が実施されていなかった。
資産維持費が料金設定の基
礎とされていなかった。

水道法施行規則
第12条第３号

長期的な収支の見通しを算定する場合にあっては、おおむ
ね３年から５年ごとの適切な時期に料金を見直すこと。

資産維持費が料金設定の基
礎とされていなかった。

水道法施行規則
第12条第１項第１号

料金が（イ）人件費、薬品費、動力費、修繕費、受水費、
減価償却費、資産減耗費その他営業費用の合算額と（ロ）
支払利息と資産維持費との合算額から（ハ）営業収益の額
から給水収益を控除した額を控除して算定された額を基礎
として、合理的かつ明確な根拠に基づき設定されたもので
あること。
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６．水道事業者等への指導監督

令和６年度文書指摘事項（法令に規定しているが遵守できていない事項）
※指摘数の多かったものを代表として例示

指摘事項には、点検、資産管理など老朽化対策や事業
運営に大きく関連する項目も多く、水道の基盤強化を
図るため法令遵守の徹底をお願いします。



●適切な事業運営及び水道の基盤強化のため、法令に規定する事項が
遵守できていない場合、早急な改善が必要となります。

●立入検査後、改善を必要とする事項については、 文書等による指摘
を行い、後の改善状況について ご報告を得るものとしております。

●内容によっては、継続的な報告を求めるとともに、 改善状況の確認
を含めたフォローアップを 実施していきます。

●水道技術管理者におかれましては、持続的な水道事業の実現のため、
水道の基盤強化に向けた方針や各通知など、十分に趣旨をご理解いた
だいたうえで職務の従事及び職員の監督に努めていただきたい。

● 水道の基盤強化を図るため、ご対応をよろしく お願いいたします。
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６．水道事業者等への指導監督

皆様にお伝えしたいこと



７．給水装置の適切な管理
（鉛製給水管、スマートメーター等）
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７．給水装置の適切な管理

〇全国の水道事業者のうち、鉛製給水管が残存している水道事業者の割合は36％（令和４年度末）。
〇鉛製給水管の残存状況は、延長が約3,400km、使用件数が約203万戸であり、減少傾向にあるものの

鈍化傾向。直近10年間の残存延長の減少量は延長では約290km/年、件数では16.8万件/年
（令和４年度水道統計）。

〇鉛製給水管は、利用者の健康影響が懸念されるため、水道事業者による計画的な布設替を依頼する。

○今後、全国の水道事業者に実態調査を行い、国として鉛製給水管の解消に向けて取り組む。

図．鉛製給水管が残存している水道事業者の数

0
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4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000
公道宅地に跨る場合

宅地部

公道部

鉛製給水管の残存延長km

直近10年間の平均撤去延長
290km/年

出典：令和４年度水道統計（日本水道協会）
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鉛製給水管 関係通知鉛製給水管 関係通知 検 索

関係通知を国土交通省HPに掲載しております。

鉛製給水管の解消について



７．給水装置の適切な管理
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輪島市の取組

東京都の取組ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰの導入で想定される効果

スマートメーター

導入

・検針業務の効率化

・漏水箇所の早期発見

・施設規模の最適化 等

• 検針業務の効率化（自動化）

• お客さまサービスのデジタル化（ペーパーレス化）

• 過去の使用水量を日別、時間別にグラフ等に表示（見える化）

• 漏水などの異常な水使用があった場合にお知らせ（見守り）

○デジタル技術を活用し、メンテナンス効率を向上させる「水道DX」の推進が重要。
〇水道分野のスマートメーターは、水道料金の検針業務の効率化、漏水箇所の早期発見、施設規模

 の最適化、データの見える化等、水道管理にとって様々な効果が期待。
○一方、スマートメーターの導入は、コスト等の課題から、59事業体、約3.3万台

（普及率※0.06％）にとどまる〈令和４年度末現在〉。 ※普及率＝導入戸数／全国の給水世帯数×100

○国土交通省では、水道事業者によるスマートメーター活用に係る実証事業をモデル事業として 財政支援。
〇今後、国土交通省として、スマートメーターの推進方策を取りまとめていく。

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ実証等の状況

• 検針員不足に備えた業務の効率化（自動化）

• 寒波時の漏水箇所の早期発見や断水の未然防止（災害対応）

• 住民ニーズに応じたデータ活用（見える化）（見守り）

• 電気・ガス等事業の連携を期待（料金関係業務の効率化）

凍結
漏水
おそれ

システム
サーバ

920Ｍ㎐
特定小電力無
線通信無線通信

端末

電力ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ

輪島市
上下水道局

北陸電力
送配電㈱

料金
計算
ｻｰﾊﾞ

検針値
連携
ｻｰﾊﾞ

局庁舎

令和４年度時点：５９事業体

水道分野のスマートメーターの推進について



７．給水装置の適切な管理

指定給水装置工事事業者において給水条例等の違反が発覚した際、併せて給水装置工事主任技術
者の水道法違反も発生しているケースが多く見受けられます。
主任技術者の水道法違反が発覚した際には、所定の様式にて国土交通省への報告をお願いします。

給水装置工事主任技術者の水道法違反について給水装置工事主任技術者の水道法違反について

給水装置工事主任技術者の選任に当たっては、以下の点について留意するよう、工事事業者へ指
導・助言をお願いします。
・同時に二以上の事業所の主任技術者を兼ねることとなるときには、職務を行うに当たって支障がないことを確認しなければならない
（改正水道法施行規則第21条第３項・R6.3.31施行）
（R5.12.27 「デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令の交付等につい
て（給水装置関連）」を参照）
・給水装置工事に関する技術上の管理を行うこと
・給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督を行うこと
・その他水道法で規定する主任技術者の職務を行うこと
※近年、給水装置等の改造（軽微な変更を含む）において、施工後に当初見積り価格等を比較し法外な値段を請求する事例がメディア・
SNS等で取り上げられている。悪質な事例に対し、指定店への注意喚起・情報共有等の指導・ 助言も併せてお願いします。

給水装置工事主任技術者の適正な職務の遂行給水装置工事主任技術者の適正な職務の遂行

給水装置工事主任技術者 免状返納対象事案報告件数

61

給水装置工事主任技術者について



７．給水装置の適切な管理
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悪質商法に関する注意喚起について

➢ トイレの故障・不具合などの水回りトラブルへの対応を行う事業者に関する相談が増加。
➢ 国民より水道事業者へこうした相談があった際、費用や作業内容等を確認することや、誤って契約し

た場合の対応を周知されたい

https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_transaction_cms203_210831_02.pdf出典:消費者庁ウェブサイト



〇いわゆる共有私道で補修工事等を行う場合に、改正前民法 の共有の規定
等の解釈が必ずしも明確でなく、事実上、共有者全員の同意を得る運用が
されていたため、支障が生じていた
⇒法務省設置の研究会においてケーススタディを行い、平成 30年1月当時の
法解釈を示した（旧）所有者不明私道への対応 ガイドラインをとりまとめ 、公表

保存 管理 変更

各共有者が
単独で可能

各共有者の持分の価格に
従い、過半数で決する

共有者全員の同
意が必要

改正前民法・旧ガイドライン

〇土地の利用の円滑化の観点から、以下の各制度について様々な見直しを実施

保存
管理（広義）

変更
管理（狭義） 変更（軽微）

各共有者が
単独で可能

各共有者の持分の価格に従い、過
半数で決する

共有者全員の同意
が必要

令和３年民法改正
R5.4.1施行

・共有物の「管理」の範囲の拡大・ 明確化 （右図）
・賛否不明共有者以外の共有者による管理の仕組み
・所在等不明共有者以外の共有者による変更 ・ 管理の仕組み 等

共有制度の見直し

・所有者不明土地管理制度の創設
・既存の相続財産管理制度の合理化等
※令和４年改正所有者不明土地特措法と併せて、関連する財産管理制度 の申立
権を市町村長等に 付与

財産管理制度の見直し

・隣地でのライフラインの 設備設置 ・使用権に 関するルールの整
備
・越境してきた竹木の 枝を土地所有者が自ら切り取ることができる
ルールの整備 等

相隣関係規定の見直し

〇改正民法の解釈を明確化し、具体的なケースにおける法の適用関係を示すべく、 共有私道の保存・管理等に関する事例研究会
（座長：松尾弘慶應義塾大学大学院法務研究科教授）を再開して検討を進め、 令和４年６月７日付けでガイドラインを改訂

〇改訂ガイドラインを法務省ＨＰで公開するとともに、関係省庁・関係団体と連携して地方公共団体・事業者等に周知 していく
【改訂ガイドラインに掲載されている水道関係事例】

➢宅地所有者が他の土地に給水管を設置する以外方法がない場合、他の土地の所有者の同意を得なくとも、通知を行った上で、他の土地
に給水管を設置することができる

➢水道事業者が共有私道下に布設された配水管の取替工事を行う場合、改めて各共有者の同意を得なくとも、工事を実施することができる

ガイドラインの改訂

（改正前民法のルール）

（改正民法のルール）

７．給水装置の適切な管理
他人の土地に給水装置を設置する際の土地所有者の同意書の扱いについて

条例等で他の土地の所有者の同意書の提出を求めること等を定めている水道事業者において、当該同意書の提出がないことのみをもって、給水装置工事の
申込みを拒むことにないよう、適切に対応いただくよう周知。

R5.10.25事務連絡
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７．給水装置の適切な管理
給水装置工事における他水管等との誤接合（クロスコネクション）の防止について

「 給水装置」に「当該給水装置以外の水管その他の設備」を直接連結することは違法です

１ 図面・記録の整備
 ・ 水道施設の完工図その他の記録は、常に最新の記録を整備しておくこと。
 ・ 特に、地下埋設物が錯綜している地区にあっては、他種地下埋設物の状況が把握できるよう十分に配慮すること。

２ 給水装置工事主任技術者との連絡調整
 ・ 給水装置工事主任技術者は、配水管から分岐して給水管を設ける場合、配水管の位置の確認に関して

水道事業者と連絡すること。
 ・ 水道事業者からも情報提供に努めるなど積極的に対応すること。

３ 設計図面及び残留塩素の確認
 ・ 水道管以外の管が布設されている地区にあっては、埋設管の誤認の有無に特に注意を払うこと。
 ・ 工事完了後、給水栓における残留塩素の量を確認すること。

「給水装置工事における工業用水道管等の誤接合の防止について」（H14 水道課長通知）

（出典）「給水装置工事技術指針2020」（公財）給水工事技術振興財団

クロスコネクション事故事例クロスコネクション事故事例

直圧給水管と貯水槽下流の給水管が接続された事例 井戸配管と屋外水栓が接続された事例

※その他の事例として工業用水、排水、化学薬品、ガス等の配管と接続されることがある。 64



７．給水装置の適切な管理
寒波による給水装置の凍結及び断水被害の防止

➢ 給水装置の凍結・破損による漏水の多発により、配水池の水位が低下し、大規模な断水に繋がる
事例が発生。寒波に備え、以下の対応をお願いします。

①凍結防止対策の徹底

➢ 水道事業者が定めている給水装置工事に関する設計基準などに凍結防止の方法等を明記して対策
を徹底する。水道利用者に対しても、多種多様な手段を用いた随時の広報を行う。

②空き家対策の徹底
➢ 水道事業者への使用中止等の届出がない空き家について、以下の対応を実施する。

・空き家への対応
検針データにより水道を使用していない家屋等をあらかじめ特定しておき、チラシ等により周知

した上で止水栓を閉栓する。

・一時不在家屋への対応
水道の利用者に対し、冬期に不在にする場合は、止水栓の閉栓や水抜きを実施しておくよう、

秋季から注意喚起を図る。

※各市町村の空き家担当部局との連携を強化し、空き家に関する情報を日頃から把握するようお願いする。
※気象庁予報等により寒波が予想される場合、各水道事業者に対し、 メールによる情報提供及び注意喚起を行っていますので、適宜参照してくださ
い。

65

（参考）「給水管の凍結及び降積雪による断水被害の防止に係る措置について 」
（令和６年12月５日事務連絡）

〇地域の状況に応じ、マスコミ、広報車、HP、SNS等を活用し、需要者へ伝わる広報活動や情報提供
を実施
〇需要者への凍結防止対策や凍結した場合の具体的な対処方法、漏水した場合の情報提供
〇空き家を想定した対応を十分に留意



【供給規程の記載例】
第〇条 給水装置工事は、市（町村）長又は市（町村）長が法第十六条の二第一項

の指定をした者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行する。ただ
し、災害その他非常の場合において、市（町村）長が他の市（町村）長又は他の
市（町村）長が同項の指定をした者が給水装置工事を施行する必要があると認め
るときは、この限りでない。

➢ 令和６年能登半島地震では、水道事業者が管理する配水管が復旧した場合に
おいても、個人が管理する宅内配管の復旧が遅れ、家庭で水が使用できない
状況が長期化

➢ 宅内配管を実施する事業者の確保が困難な状況となったことが主な要因
➢ 災害等において、地元の給水装置工事事業者（以下「指定店」とする。）の確保

が困難な場合、宅内配管の早期復旧と被災地での給水装置工事の適正な実
施を図るため、他の水道事業者が指定した指定店による給水装置工事の実施
を可能にし、宅内配管の業者を確保することが必要

➢ このためには、水道事業者において供給規程等を改正する必要がある場合が
考えられるため、通知を発出し記載例を参考提示

➢ 下水道においても、標準下水道条例の改正を通知

66

７．給水装置の適切な管理
災害その他非常の場合における給水装置工事の施行について（通知）
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○ 国土交通省が、宅内配管の修繕対応可能な県内外の工事業者の情報について電話調査を実施。そのリス
トを県・各市町と連携し、県HP等での掲載や紙での配布等により、住民に情報提供。

対応可能業者情報の周知

○ 石川県が、能登６市町を対象に、地元市町以外の工事業者を手配する受付窓口を開設。

○ 石川県が、能登６市町を対象に、地元市町以外の工事業者が修繕工事を行う場合に、工事業者の増加経
費を補助する制度を創設。

補助対象経費：移動（出張）に係る車両燃料費、移動時間に係る人件費、工事期間中の宿泊費を、県が直接、業者に補助

地元市町以外の業者確保の促進

○宅内配管工事に係る受付窓口の設置（能登半島地震における石川県の取り組み）

出展：石川県HP

７．給水装置の適切な管理
（参考）災害時の給水装置事業者確保について



７．給水装置の適切な管理

皆様にお伝えしたいこと

⚫改めて鉛製給水管の解消に向け取組強化をお願いします。

⚫検針員等の担い手不足が懸念される中、スマートメーター

による業務の効率化を推進してまいります。

⚫給水装置工事主任技術者の水道法違反が発覚した際には、

所定の様式にて国土交通省への報告をお願いします。

⚫各水道事業者は、災害その他の場合において宅内配管を早

期復旧するため、適切な対応を検討願います。
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８．環境・エネルギー対策
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８．環境・エネルギー対策
水道事業における脱炭素化の取組の概要

浮 水道事業はポンプ設備による水の輸送に係る電力使用が多いことから、省エネルギー化の推進・再生可能エネルギー
の活用が求められている。

浮 水道事業の脱炭素化のため、補助金等を活用した再エネ・省エネ機器の普及促進や位置エネルギーを活用した水
道施設の最適配置による省エネ化に取組んでいく。

水道の省エネ機器
（インバータ制御システム）

水道の再エネ機器
（小水力発電）

580,000

600,000

620,000

640,000

660,000

680,000

700,000

720,000

740,000

760,000

2013年度実績 2021年度実績 2030年目標

省エネ
目標

再エネ
目標

消
費
電
力
量
（
万

k
w

h
）

消費電力量の推移と目標値

75,054

24,853

5,790

6,370
5,496

0
省エネ実績省エネ実績

再エネ
実績

再エネ
実績

位置エネルギーを活用した水道施設の
最適配置による省エネ化
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８．環境・エネルギー対策
令和7年度予算
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８．環境・エネルギー対策について
脱炭素化に対する地方財政措置（総務省）

72
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８．環境・エネルギー対策について
水道事業の脱炭素化に向けた将来像

出典： 第９回水道の諸課題に係る有識者検討会
会議資料

将来の水道事業においては、以下の脱炭素化に向けた取組が推進されることが期待されます



８．環境・エネルギー対策について
小水力発電の導入事例
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８．環境・エネルギー対策について
施設配置の最適化(上流からの取水等)による省エネルギー化の推進

○人口減少などの課題の解決に向け、地域の実情に応じた広域化を推進し、上下水道の基盤強化が必要。加
えて、カーボンニュートラルに資する上流からの取水などにより自然エネルギーを活用した省エネ化の取組が
必要。

○神奈川県や愛知県などをモデル流域とし、上流からの取水による省エネ効果の検討や施策を進める上での
課題整理や対応策などの検討を推進。

○上流からの取水による省エネ効果評価手法等をマニュアル類へ反映し、さらなる横展開をはかっていく。
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８．環境・エネルギー対策
第三者所有：PPAについて

出典： 環境省「令和６年度（第１回）上下水道事業における再エネ導入促進セミナー」
76



８．環境・エネルギー対策
参考：PPA導入事例
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「日本水道協会雑誌 水道統計の経年分析」より集計

有効利用率の推移

※乾燥重量
(注)平成23年度より浄水能力1万m3/日未満の施設も含めた数値を計上している。

８．環境・エネルギー対策
廃棄物・リサイクル対策について
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浮 水道事業における環境対策の一環として、浄水発生土等の産業廃棄物の有効利用（リサイクル）は、事業全体に
おける環境負荷低減に向けた重要な取組

浮 浄水発生土からの園芸土・コンクリート等への有効利用率は、令和4年度水道統計によると上水道事業及び水道用
水供給事業全体で84％



８．環境・エネルギー対策

皆様にお伝えしたいこと

⚫ 水道事業の脱炭素化は省エネにつながり、結果としてラ
ンニングコスト低減等の経営改善効果が期待できます。

⚫ 水道事業の脱炭素化のため、令和５年度に実施した
「水道の諸課題に係る有識者検討会」において紹介した
取組や、報告書等を活用し、積極的な省エネルギー対
策の実施や再生可能エネルギー設備の導入をお願いし
ます。

⚫ 上流からの取水の取組について、検討をしている方は、
前広に国土交通省へご相談いただきたい。
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９.水道事業等に関する
理解向上について
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81
「いま知りたい水道」

水道工事に関わる人たち

９.水道事業等に関する理解向上について
水道事業に関する広報パンフレット

○いま、日本の水道は「人口減少」や「水道施設の老朽化」等の大きな課題に直面しています。このような中、生活に欠かすことのできない水道

を未来へ繋いでいくためには、国民一人一人が水道についての理解を深め、わたしたちの子や孫にバトンを引き継いでいく必要があります。

○水道事業者におかれましては、一般の方に水道のことをもっと知っていただけるよう、本パンフレットを積極的にご利用いただくなど、

適時適切な情報発信を積極的に行ってください。

↑いま知りたい水道

「いま知りたい水道」

日本の水道を考える



〇水道施設の老朽化、職員数の減少、人口減少等におり、水道事業を取り巻く状況は厳しさを増しつつある。

〇このような状況の中、生活に密着した重要なインフラである水道事業の持続性を高める取組が行われているが、そのためには水道使用者の理

解が必要不可欠である。

水道事業者

背景

〇若年層が、水道事業の仕組みや経営等の基本的な事項、及び我が国における水道の歴史や現状を理解するとともに、

将来あるべき水道のあり方やその負担について、考え、議論し、同世代へ向けたメッセージを作り上げることを目指すセミナーを実施することで、

若年層のより一層の理解を求めることを目的とした。

若年層

茨城県城里町
茨城キリスト教大学

宮崎教授ゼミの学生（約20名）
長野県長野市

長野県立大学

秋葉教授ゼミの学生（約70名）

⚫ 城里町水道課と茨城キリスト教大学の協力を得て、

2024年10月8日より4回にわたるセミナーを実施

⚫ 長野市上下水道局と長野県立大学の協力を得て、2024年

12月14日より２回のセミナーを実施。セミナーとは別に、事前

学習として、メタバース環境での説明会を4回実施。

目的

セミナー開催概要

ターゲット：10代後半～20代を中心

９.水道事業等に関する理解向上について
若年層向け水道啓発セミナーについて

82

水道事業者 若年層

グループティスカッションの様子 グループティスカッションの様子

学生と水道事業者が双方向コミュニケーションを実施することで、

水道事業に対する理解向上や仕事の魅力発信に繋がることが期待されます
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防災・減災部門
災害対策におけるソフト・ハード面の取組

イノベーション部門
現場における創意工夫や新技術の活用等の取組

アセットマネジメント部門
施設の長寿命化や計画的な維持修繕、事業運営、

人材育成に貢献する取組

広報・教育部門

効果的な広報活動や環境・防災教育等の取組

大規模災害（地震、津波、異常豪雨等）時におい
ても、国民の健康・生命・財産及び経済活動を保
護・保全するため、下水道による強靱な社会の構

築に貢献する取組。

下水道が有する膨大なストック、水・資源・エネル
ギー、経験等を活かし、地球温暖化の防止、循環型
社会の構築、世界の水と衛生・環境問題の解決、国
際的なビジネス展開による新たな市場の開拓等、新
しい価値の創造に貢献する取組。

管理体制（人）、施設管理（モノ）、経営管理
（カネ）の一体的マネジメントや人材の育成、技
術力の維持・継承等により、下水道事業の持続に
貢献する取組。

下水道の役割、重要性、魅力、可能性等に気づき、
共感し、行動してもらうための効果的な広報活動

や環境・防災教育の取組。

循環のみち下水道賞は、下水道の使命を果たし、社会に貢献した好事例を表彰し広く発信することで、
受賞者の功績を称えるとともに、他の多くの団体等が同様の取組を行うことで、健全な水循環及び資
源・エネルギー循環を創出する「循環のみち下水道」の実現を全国的に図ることを目的とする。

グランプリグランプリ

「循環のみち下水道賞」の部門構成について「循環のみち下水道賞」の部門構成について

「循環のみち下水道賞」の目的「循環のみち下水道賞」の目的

上下水道一体で効率化・基盤強化等を行うことに
より下水道の相乗効果が発揮した取組。

New

上下水道一体部門
上下水道一体での効率化や基盤強化の取組

９.水道事業等に関する理解向上
国土交通大臣賞 「循環のみち下水道賞」について



９．水道事業等に関する理解向上について

皆様にお伝えしたいこと

⚫水道は地域における共有財産であり、住

民等の水道に対するご理解が重要です。

⚫水道の需要者である住民等のニーズに

あった、適時適切な情報発信を積極的に

行ってください。
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10.その他
１）歩掛・担い手３法について

85



○水道施設整備費国庫補助金、上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費国庫補助金、生活基盤
施設耐震化等交付金（水道施設に係る事業に 限る）及び防災・安全交付金（水道施設に係る事
業に 限る）を申請する際に適用する「水道施設整備費に係る歩掛表」についての改定（令和７
年４月１日から適用）は主に以下の項目。

①耐震設計歩掛の検討について

設計業務の構造計算等において、水道施設耐震工法指針・解説2022に合致した解析とするため、解析手法を明確化
するとともに、２次元非線形解析や３次元効果における補正係数を新設。

②ポリエチレン管の諸雑費率について

機械器具損料及び消耗品を含む諸雑費において、労務費における割合を変更。

③既設管内配管のスペーサーについて

既設管と新設管の間に設置するスペーサー個数を、各口径ごとに直管や短管・異形管に区分した表を新設。

④週休２日の取得に要する費用の計上

週休２日の費用計上を適切に反映できるよう、国土交通省不動産局・建設経済局が行う通知の適用を明記。

⑤現場管理費の見直し

土木工事標準積算基準書（国土交通省）にあわせ、現場管理費率を変更。

⑥移動時間を踏まえた積算の適正化

常設作業帯を設置が困難な路上作業において、時間規制を受ける工事とするなど別途考慮できるよう規定。

⑦フランジ継手での耐震補強金具の歩掛設定

フランジ継手の接合において、耐震補強金具を設置するときの補正係数を新設。

10-1．歩掛・担い手３法について
水道施設整備費に係る歩掛表の改定内容について
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10-1．歩掛・担い手３法について
第三次・担い手３法について
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10-1．歩掛・担い手３法について
建設キャリアアップシステムの目的

技能者にカードを交付

＜建設キャリアアップシステムの概要＞

技能者が現場入場の際に
カードタッチで履歴を蓄積

ピッ！

工事情報を登録し、
カードリーダーを設置【技能者情報】

・本人情報
・保有資格
・社会保険加入 等

社会保険加入の確認、施工体制台帳の作成 など

88

目的目的

「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格や現場就業履歴等を業界横断的に
登録・蓄積し、 技能・経験に応じた適切な処遇につなげようとするもの

技能者の技能・経験に応じた処遇改善を進めることで、①若い世代がキャリアパスの
見通しをもて 、②技能者を雇用し育成する企業に人が集まる建設業を目指す

また、社会保険加入の確認や施工体制の確認などの現場管理を効率化し、生産性
向上を目指す

技能者の処遇

人材確保

生産性向上

経験や資格に応じたレベル判定

経験・技能に応じた処遇

現場管理での活用

レベルに応じた賃金支払い

就業履歴の蓄積 能力評価の実施技能者・事業者の事前登録

レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

見習い

中堅
技能者

職長

登録基幹
技能者

指導者

昇格
評定

昇格
評定

昇格
評定

昇格
評定



10-1．歩掛・担い手３法について

皆様にお伝えしたいこと
⚫水道施設整備費に係る歩掛表は、毎年度、実態を踏まえ

た改定を実施しており、水道事業体へ協力があった際に

は協力をお願いいたします。

⚫水道事業者は、適切な入札条件での発注、工期変更の円

滑化、インフレスライドや単品スライドへの適切な対応

を進めていただくようお願いします。

⚫技能・経験に応じた適切な処遇につなげようとする「建

設キャリアアップシステム」について、受注者への周知

をお願いします。
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10.その他
２）東日本大震災復旧・復興状況等について
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10-2.東日本大震災復旧・復興状況等について

91

（R6年3月時点）

• 被災した水道施設の復旧、復興に対する技術的支援等を行う枠組みとして、東日
本大震災水道復興支援連絡協議会を設置



10-2.東日本大震災復旧・復興状況等について

92

（令和４年度末時点）



10-2.東日本大震災復旧・復興状況等について

93

令和７年度のスケジュール

＜スケジュール表の見方＞
➢ 協議書は上記スケジュールにて受付しますが、協議書を提出する前に防災課に事前協議をお願いします。

事前協議が整ったものについて協議書を提出いただき、財務省など関係機関協議を実施し、協議が整い次
第概ね３か月程度で、保留解除通知限度額通知を発出します。

➢ 令和７年度分については、１２月までに協議書の提出をお願いします。

➢ 令和８年度分については、４月に限度額通知が必要な場合は、令和８年１月までに協議書の提出をお願いし
ます。

■令和７年度東日本大震災 特例査定実施事業の保留解除等に関するスケジュール（予定）

＜現地調査部会について＞
➢ 進捗状況の把握、復旧事業を進めるうえでの課題の共有等を主な目的として、引き続き実施。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

協議書提出

その他

Ｒ７年度分

Ｒ８年度分

協議会

現地調査部会
次年度予算所要額調査

予算ヒアリング



10-2.東日本大震災復旧・復興状況等について

皆様にお伝えしたいこと

⚫今後も国庫補助金の円滑な執行に向け、保留解除を迅速かつ計

画的に行うべく、関係者間での緊密な連携体制をもって対応し

ていきたいと考えています。

⚫そのため関係する県行政部局には引き続きご支援・ご協力をお

願いします。

⚫その他、定例的な調査（浄水発生土の調査）にも引き続きご協

力お願いいたします。
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官房参事官
（上下水道技術）の取組
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＜目次＞官房参事官（上下水道技術）の取組

1. 官房参事官付の業務について

2. 令和７年度上下水道予算について

3. 国土強靱化実施中期計画（素案）について

4. 技術開発及び新技術の実装推進 について

5. 下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員
会について 
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１．官房参事官付の業務について
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１．官房参事官付の業務について

（１）予算総括

○水道事業・下水道事業予算の要求

○上下水道一体効率化・基盤強化推進事業の要求

（２）上下水道事業の連携
○上下水道連携施策の企画立案
○上下水道地震対策検討委員会
○下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会
○移管後の円滑な業務推進のフォローアップ

（３）技術開発
○A-JUMP、B-DASH、AB-Cross

○下水道応用研究
○上下水道科学研究費

（４）流域治水
○特定都市河川指定・流域水害対策計画等に基づく取組の推進
○水防法関連業務
○内水浸水想定区域図の作成促進
○雨水管理総合計画に基づく取組の推進

（５）流域水管理
○戦略的な水環境管理のあり方検討
○流域別下水道整備総合計画
○放流水質基準等

（６）水処理等
○栄養塩類の能動的運転管理の推進
○特定水域における合流式下水道の改善の取組の推進
○雨天時侵入水対策計画の策定等取組の推進
○下水サーベイランス

令和６年４月１日より、新たに官房参事官が設置され、上下水道の予算総括、水道行政移管後のフォロー、旧)流域

管理官の所掌業務（浸水対策、水質・水処理関係等）、旧）下水道企画課が所掌していた下水道の技術開発に加え、

水道の技術開発に関する業務を所掌している。主な業務は以下のとおり。
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２．令和７年度
上下水道予算について
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令和６年能登半島地震での甚大な被害を踏まえ、上下水道耐震化計画に基づく水道施設の耐震化の取組を
推進するため、水道事業の支援対象自治体・施設を拡充。

⚫ 資本単価要件に加え、耐震化の取組を加速する自治体*を支援対象に追加

（*料金回収率、これまでの耐震化の進捗実績、今後の耐震化の進捗計画を評価）

⚫ 水道システムの急所である導水管・送水管の耐震化について、布設後の経過年数にかかわらず支援対
象に追加

⚫ 水道の基幹構造物、重要施設に接続する配水支管の耐震化事業の補助率を引き上げ（1/4 → 1/3）

人口減少やインフラ老朽化、強靭化等、上下水道における共通課題の解決に向けた技術開発プロジェクト
（AB-Cross*）を推進。

*水道革新的技術（Ajump技術）と下水道革新的技術（Bdash技術）を横断（Cross）する上下一体の技術実証事業

⚫ 上下水道一体効率化・基盤強化推進事業調査費の創設

（令和６年度補正予算では、分散型システムの実証を予定）

○ 水道施設の耐震化

○ 上下水道一体での技術開発

100

➢ 令和６年能登半島地震での甚大な被害を踏まえ、上下水道施設の耐震化や災害時の代替性・多重性の確保の取組

を推進するため、支援対象施設・自治体を拡充。

２．令和７年度上下水道予算について
上下水道関係 令和６年度補正予算 拡充内容

R6補正： 1,153億円 （水道：419億円、下水道：718億円、上下水道：15億円） 前年比1.15倍 （R5：1,005億円）
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２．令和７年度上下水道予算について
上下水道関係 令和７年度予算 概要

能登半島地震の被害や人口減少等を踏まえ「強靭で持続可能な上下水道システムの構築」に向けて取組を推進。

（単位：百万円）

１．前年度予算額は、令和７年度との比較対照のため組み替えて掲記してある。
２．本表のほか、国土交通省所管の政府情報システムのデジタル庁一括計上分として32,945百万円がある。
３．本表のほか、東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）61,426百万円がある。
４．計数は、それぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない場合がある。

令和７年度国土交通省関係予算総括表令和７年度国土交通省関係予算総括表

以下の取組を上下水道一体で推進

⚫ 上下水道施設の耐震化と災害時の代替性・

多重性の確保

⚫ 最適で持続可能な上下水道への再構築
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２．令和７年度上下水道予算について
上下水道関係 令和７年度予算 拡充内容①

①上下水道システムの「急所*」の耐震化を個別補助化

（*その施設が機能を失えば、システム全体が機能を失う最重要施設）

②災害拠点病院、避難所、防災拠点などの

 重要施設に接続する上下水道管路の一体的な耐震化

１．上下水道施設の耐震化と災害時の代替性・多重性の確保

下水
処理場

P

取水
施設

浄水
施設

ポンプ場

下水処理場直
前の合流地点

P

ポンプ場
P P

急所施設（水道）

急所施設（下水道）

重要施設に接続する管路等

重要
施設

配水池

河川

導水管

送
水
管

下水道管路

災害拠 点病 院、 避難 所、 防災 拠点
（警察、消防、県・市庁舎等）など

（２）災害時の代替性・多重性の確保

①水資源機構及び都道府県を対象とした可搬式浄水施設・設備の配備

②給水車の配備

③離島・半島地域を対象とした浄水場・下水処理場の防災拠点化

（備蓄倉庫、受水槽、会議室、シャワー設備、トイレカー、マンホールトイレの整備）

（１）上下水道施設の耐震化

• 水道について、資本単価要件に加え、耐震化の取
組を加速する自治体を支援対象に追加                      

【R6補正より】
• 取水施設、浄水場、配水池、重要施設に接続す

る配水支管の耐震化事業の補助率を引き上げ
(1/4→ 1/3）  【R6補正より】

• 急所である導水管・送水管の耐震化について、
布設後の経過年数にかかわらず支援対象に追加

【R6補正より】

＜ポイント＞
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２．令和７年度上下水道予算について
上下水道関係 令和７年度予算 拡充内容②

位置エネルギーを活用した送配水の省エネ化

（２）上下水道の施設配置の最適化への支援

（２）上下水道の施設配置の最適化への支援

（１）上下水道ＤＸの推進

• 水道システムの省エネ推進のため、自然流下での送配水を可能とするよう、取水位置を上流に

移転する際の取水施設や導水施設の整備等を支援対象に追加。

• 人口減少や災害復旧を踏まえた最適な汚水処理手法を選択できるよう、経済性を考慮して下

水道から浄化槽に転換する場合、下水道管等の撤去等に必要な費用を支援対象に追加。

• 水道管のメンテナンスや改築・更新を効率化するため、点検・調査結果に基づく「水道施設アセッ

トマネジメント計画」を策定する際に必要な経費を支援対象に追加。

• データ共有の円滑化や迅速な災害時調査のため、上下水道の台帳情報のクラウド化、市町村

の区域を超えて広域的に実施するデジタル技術を活用した水道施設の点検・調査を支援対象

に追加。

（３）広域連携のための「水道基盤強化計画」の策定推進

• 市町村の区域を越えた広域的な連携等を推進するため、都道府県が水道法第５条の３に規定

する「水道基盤強化計画」を策定する際に必要な費用を支援対象に追加。

２．最適で持続可能な上下水道への再構築

（１）上下水道DXの推進

人工衛星データを用いた漏水検知システム



２．令和７年度上下水道予算について

皆様にお伝えしたいこと

⚫地震対策や老朽化対策、上下水道DX等、強靱で

持続可能な上下水道システムの構築に向けて、ご

要望いただきながら一緒に予算制度を構築してい

きましょう。

⚫適切な執行が予算確保の前提となるため、積極

的な補正予算の活用、予算の早期執行、不用額削

減に努めてください。 104



３. 国土強靱化実施中期計画（素案）
について

105



３. 国土強靱化実施中期計画（素案）について

106出典：令和７年４月１日国土強靱化推進本部（第22回）資料１



３. 国土強靱化実施中期計画（素案）について

上下水道関連のKPI

107

【水災害リスク情報の充実・活用】

• 雨水出水浸水想定区域図が作成される市区町村（全国約800市区町村（令和７年度末時点想定））のうち、
最大クラスの内水に対応したハザードマップを作成・公表し、避難訓練等を実施した市区町村の割合

０％【R５】 → 100％【R12】

【流域治水対策（河川、砂防、下水道、海岸）】

• 浸水実績地区等（全国：約37万ha（令和５年度末時点））における下水道による浸水対策完了率 70％【R５】 → 82％【R12】→ 100％【R22】

• 浸水実績地区等（全国：約37万ha（令和５年度末時点））における下水道による気候変動の影響を踏まえ
た浸水対策完了率

５％【R５】 → 12％【R12】→ 100％【R40】

• 人口・資産集積地区（市街化区域・DID地区等）からの排水を受け持つ下水処理場等（下水処理場：約
460箇所、ポンプ場：約1,700箇所）における水害時の揚水機能確保完了率

16％【R５】 → 82％【R12】→ 100％【R14】

【上下水道施設の戦略的維持管理・更新】

• 点検により、更新等が必要となった水管橋（補剛形式：約760箇所）の対策完了率 ０％【R３】→ 100％【R12】

※「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」等の議論を踏まえ、今後検討

【上下水道施設の耐災害性強化】

• 2,000戸以上の給水を受け持つなど影響が大きい浄水場（全国：約2,000箇所）の停電対策完了率 73％【R４】→ 100％【R12】

• 2,000戸以上の給水を受け持つなど影響が大きい浄水場のうち、浸水想定区域内にある施設（全国：約
700箇所）の浸水災害対策完了率 

44％【R４】→ 75％【R12】 → 100％【R18】

• 給水区域内かつ下水道処理区域内における重要施設（約25,000箇所）のうち、接続する水道・下水道の
管路等の両方が耐震化されている重要施設の割合 

15％【R５】→ 34％【R12】 → 100％【R36】

• 上水道事業者及び水道用水供給事業者（全国：約1,400者）における危機管理マニュアルの策定率 75.4％【R４】→ 100％【R12】

• 水道の急所施設である導水管・送水管（約62,000km）の耐震化完了率 43％【R５】→ 59％【R12】 → 100％【R31】

• 水道の急所施設である取水施設（約7,600万㎥/日）の耐震化完了率 46％【R５】→ 67％【R12】 → 100％【R23】

• 水道の急所施設である浄水施設（約7,100万㎥/日）の耐震化完了率 43％【R５】→ 76％【R12】 → 100％【R17】

• 水道の急所施設である配水池（約4,000万㎥）の耐震化完了率 67％【R５】→ 84％【R12】 → 100％【R18】

• 下水道の急所施設である下水道管路（約8,400km）の耐震化完了率 72％【R５】→ 82％【R12】 → 100％【R25】

• 下水道の急所施設である下水処理場（約1,700箇所）の耐震化完了率 48％【R５】→ 62％【R12】 → 100％【R32】

• 下水道の急所施設であるポンプ場（約900箇所）の耐震化完了率 46％【R５】→ 65％【R12】 → 100％【R25】



３. 国土強靱化実施中期計画（素案）について

【参考】 第１次国土強靱化実施中期計画の策定までの流れ
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３. 国土強靱化実施中期計画（素案）について

【参考】 第１次国土強靱化実施中期計画（素案）【概要】
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３. 国土強靱化実施中期計画（素案）について

【参考】 第１次国土強靱化実施中期計画（素案）【概要】
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３. 国土強靱化実施中期計画（素案）について

【参考】 第１次国土強靱化実施中期計画（素案）【概要】
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４. 技術開発及び新技術の
実装推進について

112
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⚫上下水道における共通課題の解決に向けた技術実証と導入促進を効率的かつ効果的に
実施するため、「上下水道一体革新的技術実証事業（AB-Cross）」を創設し、「分散型シス
テム」など上下水道共通のテーマのもとで実証事業を公募

⚫国が主体となり、革新的技術の実証及びガイドライン化により、多くの地方公共団体での
新技術の導入を促進

４. 技術開発及び新技術の実装推進について
上下水道革新的技術実証事業（AB-Cross）の概要

上下水道一体革新的技術実証事業（AB-Cross）

■新技術の開発

民間企業 ■水道・下水道事業への新技術の導入・普及

※地方公共団体は、
新技術が実規模で
一般化されていなけ
れば、導入に慎重と
なる傾向

■国際競争力の強化（実証プラントのトップセー
ルス等への活用等）

公募審査、成果評価の依頼 公募の審査、成果の評価等

評価委員会（学識経験者）

国土交通省
（大臣官房参事官
（上下水道技術））

国総研
（上下水道研究部）

プロジェクトの効果

実証研究の
実施方針を指示

実証研究
結果の整理

■新技術を実規模で検証
■新技術を一般化し、ガイドラインを作成

■実規模施設等による新技術の開発
■導入効果・事業性の整理
■ガイドライン策定に関する各種データ
の整理

共同研究体等
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４. 技術開発及び新技術の実装推進について
上下水道科学研究費補助金制度の概要

⚫令和６年度の水道整備・管理行政の移管に伴い、これまで厚生労働科学研究費であった
水道関係予算の一部が国交省に移管されることを受け創設

⚫国や地域の諸課題（地球温暖化、人口減少、災害対策等）に対し、上下水道一体での解
決に資するための科学研究を支援

⚫国土交通省が示したテーマに対し、大学や民間企業等の先駆的な科学研究提案を公募し、
優れた科学研究を採択・助成する競争的資金制度

【公募テーマ】
・人口減少下における上下水道システムの最適化に関する研究
・上下水道施設の破損に起因する大規模陥没の予兆検知等の
技術に関する研究

【補助金額】
・１課題当たり年度上限額750万円程度（間接経費を含む）

【研究期間】
・最大３年

【募集対象】
・国の試験研究機関、地方公共団体の試験研究機関の研究者
・大学等の研究機関の研究者
・研究を主な事業目的としている国立研究開発法人並びに
一般社団法人等に所属する研究者

・民間企業または当該法人に所属する研究者 等

制度概要（R7募集の場合）制度概要（R7募集の場合） ※R7の公募期間は終了

⚫ 人口減少下における上下水道システムの最適化に関する研究

流域全体で上下水道システムの最適化を推進



５．下水道等に起因する
大規模な道路陥没事故を
踏まえた対策検討委員会について
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５．下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた

対策検討委員会について

116

１．目的

令和７年１月２８日に埼玉県八潮市で発生した下水道管の破損に起因すると思われる道路陥没事故を踏まえ、

今後、下水道等の劣化の進行が予測される中、同種・類似の事故の発生を未然に防ぐため、大規模な下水道の

点検手法の見直しをはじめ、大規模な道路陥没を引き起こす恐れのある地下管路の施設管理のあり方などを

専門的見地から検討する

２．主な検討対象

下水道など大規模な道路陥没を引き起こす恐れのある地下管路

３．主な検討項目

１)重点的に点検を行う対象や頻度、技術など点検のあり方

２)道路管理者をはじめとする他の管理者とのリスク情報の

 共有等のあり方

３)事故発生時の対応

４)今後の施設の維持更新や再構築とそれらを支える制度のあり方

４．スケジュール（案）

２月21日 第一回委員会

３月 ３日 第二回委員会

３月11日 第三回委員会

３月26日 第四回委員会

春頃 中間とりまとめ

夏頃 最終とりまとめ

５．事務局 上下水道審議官グループ、大臣官房技術調査課、総合政策局、道路局

氏 名 役 職

委員長 家田 仁 政策研究大学院大学 特別教授

委 員 秋葉 正一 日本大学 生産工学部 土木工学科 教授

委 員 足立 泰美 甲南大学経済学部 教授

委 員 砂金 伸治
東京都立大学 都市環境学部
都市基盤環境学科 教授

委 員 岡久 宏史 公益社団法人 日本下水道協会 理事長

委 員 北田 健夫 埼玉県 下水道事業管理者

委 員 桑野 玲子 東京大学 生産技術研究所 教授

委 員 三宮 武 国土技術政策総合研究所 上下水道研究部長

委 員 長谷川 健司
公益社団法人 日本下水道管路管理業協会
会長

委 員 藤橋 知一 東京都 下水道局長

委 員 宮武 裕昭
国立研究開発法人土木研究所
地質・地盤研究グループ長

委 員 森田 弘昭 日本大学 生産工学部 教授

【参考】委員名簿（2025年４月時点）

（委員長以外５０音順、敬称略）

＜オブザーバー＞
総務省、農林水産省、経済産業省

第一回委員会(2/21)



水道事業課
水道計画指導室の取組
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＜目次＞水道計画指導室の取組

1. 適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

2. 災害対策・危機管理

3. 令和６年石川県能登半島地震の復旧状況等について

4. 経済安全保障・サイバーセキュリティ対策

5. 水道水質管理

6. 水資源開発関係の動向

7. 水道の災害復旧事業について（番号仮）
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１．適切な資産管理の推進
（老朽化、耐震化等）

119



○ 全国の水道管路総延長は約７４万km（令和３年度）

○ 老朽化の状況
・ ４０年（法定耐用年数）を経過した管路は約１７万km（総延長の約２２％）
・ ３０年経過した管路は約３０万km（約４１％）
・ ２０年経過した管路は約４９万km（約６６％）

水道管路の老朽化の状況水道管路の老朽化の状況

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

水道管の老朽化の状況

120



・管路経年化率は23.6％※まで上昇、管路更新率は0.64％まで低下（令和４年度）
※ 管路総延長約74万kmに占める法定耐用年数（40年）を超えた延長約17.6万kmの割合

・令和４年度の更新実績 ：更新延長4,800km、更新率0.64％

・60年で更新する場合※ ：更新延長約8,800km、更新率1.18％必要
※ 法定耐用年数を超えた管路約17.6万kmを今後20年間（令和5～24年度）で更新する場合

管路経年化率 (%)

（出典）水道統計を基に算出

管
路
経
年
化
率
（
％
）

法定耐用年数を超えた管路延長÷管路総延長×100

管路更新率 (%)

更新された管路延長÷管路総延長×100

管
路
更
新
率
（
％
）

令和４年度
国土交通
大臣認可

都道府県
知事認可

全国平均

管路経年化率 25.3% 20.7% 23.6%

管路更新率 0.71% 0.52% 0.64%

管路の年代別内訳（令和４年度時点）  (km)

法定耐用年数（４０年）を超えた管路延長 175,796

上記以外 568,618

管路延長合計 744,414

年々、経年化率が上昇 年々、更新率が低下
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１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

管路経年化率・管路更新率
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１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

適切な資産管理の推進プロセス
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広域連携や官民連携等
のための基礎情報として活用

広域連携や官民連携等
のための基礎情報として活用

大規模災害時等の
危機管理体制の強化
大規模災害時等の
危機管理体制の強化

水道施設の適切な管理
(維持管理水準の底上げ)
水道施設の適切な管理

(維持管理水準の底上げ)

アセットマネジメント
の精度向上

アセットマネジメント
の精度向上

点検を含む

水道施設の維持

及び修繕

水道施設台帳

の作成・保管

水道施設の

計画的な更新
等

⚫老朽化等に起因する事故の防止

⚫点検・補修履歴等を含め、水道

施設の適切な把握に基づく管理

の実施

⚫長寿命化による投資の抑制

⚫保有資産の適切な把握とその

精度の向上

⚫水道施設の更新需要の平準化

⚫大規模災害時に円滑に応急対

策活動できるよう、水道施設

の基礎情報を整備・保管

⚫広域連携や官民連携等の実現

可能性の調査・検討等に用い

る施設整備計画・財政計画等

の作成に活用

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

適切な資産管理の推進により期待される効果
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○ 水道施設台帳は、維持管理、計画的な更新、災害対応、広域連携、官民連携の推進等の基礎となる

○ 適切に作成・保存し、情報の更新作業を着実に行うこと（法第22条の３関連）

⚫ 令和６年10月１日時点では約４％の水道事業者等が未作成
（158/3697）

⚫ 特に簡易水道では約７％が未作成（145/2203）

⚫ 未作成事業者について引き続き作成状況等を確認し、都道府県とも協力しながら一層指導を強化していく

⚫ 平成21年に「水道事業におけるアセットマネジメン
ト（資産管理）に関する手引き」を策定

⚫ 平成30年度に「簡易な水道施設台帳の電子シス
テム導入に関するガイドライン」を策定

⚫ 平成30年水道法改正で、水道事業者等の義務と
して規定（水道技術管理者が行う事務としても法
に位置づけ）

⇒令和４年10月１日に改正法第22条の３が施行

⚫ その後、令和４年９月末までの策定を累次にわた
り呼びかけ

２ .現状

３ .当面の対応策

１ .これまでの主な施策

年 度 整 備 概ね整備
あまり整備
していない

整備していな
い

H28.12
32.2％
（526）

50.7％
（2561）

32.2％
（1625）

6.6％
（335）

R4.10
86.0%

（3181）
未作成 14.0％

（513）

R5.10
92.9%
(3393)

未作成 7.1%
(261)

R6.10
95.5%
(3539)

未作成 4.5%
(158)

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

水道施設台帳の作成・保管

124



水道法施行規則第１７条の３（水道施設台帳） 令和4年10月1日から適用

調書及び図面
の記載事項に
変更があった
ときは速やか
にこれを訂正
しなければな
らない。（水道
法施行規則第
17条の3第4

項）

水道法第２２条の３（水道施設台帳）

1. 水道事業者は、水道施設の台帳を作成し、これを保管しなければならない。

2. 前項の台帳の記載事項その他その作成及び保管に関し必要な事項は、国土交通省令で定める。

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

水道施設台帳の作成・保管
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水道施設台帳の作成状況

・水道施設台帳を作成している水道事業者等は全体の約95.5％
・水道事業及び水道用水供給事業では約99％が作成しているが、簡易水道事業では約93％にとどまる
・未作成の水道事業者等においては早急な作成が求められる

「水道施設台帳の作成及び保管の徹底について」（令和６年２月14日付課長通知）

・ 未作成の水道事業者等を公表
・ 未作成の水道事業者等に対し、早急に水道施設台帳の作成・保管を要請
・ 認可権者である各都道府県水道行政担当部局に対し、引き続き適切な指導・監督を要請

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

水道施設台帳の作成・保管
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１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

水道施設台帳のデジタル化（水道施設ＤＸ推進事業）

○ 水道施設台帳を紙で整備している場合、保管場所が分散して一元管理ができていないことから、被
災時に、被災施設の把握や応援事業者への情報共有などに時間を要するなど、災害時の迅速な復
旧の妨げとなる恐れがある。

○ このため、データ共有の円滑化や迅速な災害時調査のため、電子化のみならず、水道の台帳情報
のクラウド化、市町村の区域を越えて広域的に実施するデジタル技術を活用した水道施設の点検・
調査を推進する。

背景、目的

➢ 対象事業 ： 広域化を検討している協議会等に参加している水道事業者等が実施する
次のいずれかの事業

ア 水道施設台帳のクラウド化を図る事業
イ 市町村の区域を越えて広域的に実施するデジタル技術を活用した水道施設

 の点検・調査（令和11年度までの時限措置）

➢ 交付率 ： １／３ （防災・安全交付金の「水道事業運営基盤強化推進事業」の１メニューとして実施）

事業内容
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○ 点検等を通じて施設の状態を適切に把握した上で、必要な維持及び修繕を行うこと（法第22条の2関連）

⚫点検の実施率は約９７％
⚫修繕の実施率は約９６％ (R6.3時点)

⚫水管橋及び橋梁添架管に対しても、５年に１回以上の点検及
び点検・修繕記録の保存等を義務付ける（令和６年４月１日
施行）

⚫平成30年水道法改正により、水道事業者による維
持・修繕について義務化。併せて、点検について、
水道技術管理者の事務に追加

⚫令和元年に「水道施設の点検を含む維持・修繕の
実施に関するガイドライン」を策定

⚫和歌山市における水管橋崩落事故を受け、水管
橋及び橋梁添架管に係る点検に関する省令改正
（水管橋等の点検義務化）

⚫水道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関する
ガイドラインを改訂

年度 点検の実施 修繕の実施（着手済み含む）

R3.3
79.2％

（1108/1399事業）
77.3％

（1082/1399事業）

R5.3
92.0％

（1274/1385事業）
92.7％

（1284/1385事業）

R6.3
97.0％

（1339/1380事業）
96.4％

（1331/1380事業）

※上記（R6.3）については、改正水道法施行から約４年半が経過した時点。水道法施行規則
 ではコンクリート構造物について５年に１回以上の点検を求めている。

⚫ 水管橋等に係る点検及び点検・修繕記録の保存等を義務付ける省令改正が令和６年４月１日から施行されたことを
踏まえ、引き続き、「水道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関するガイドライン」の周知を図るなど、水道事業者
等に対して指導・助言を行う

２ .現状

３ .当面の対応策

１ .これまでの主な施策

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

点検を含む水道施設の維持及び修繕
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水道法施行規則第１７条の２（水道施設の維持及び修繕）

水道法第２２条の２（水道施設の維持及び修繕）

1. 水道事業者は、国土交通省令で定める基準に従い、水道施設を良好な状態に保つため、その維持及び修繕を

行わなければならない。

2. 前項の基準は、水道施設の修繕を能率的に行うための点検に関する基準を含むものとする。

○１項１号、２号

 水道施設の構造等（※１）を勘案して、流量等の運転状態（※２）を監視し、適切な時期に水道施設の巡視を
行い、清掃その他の当該水道施設を維持するために必要な措置を講ずることを規定

 水道施設の点検は、水道施設の状況を勘案して、適切な時期に、目視又はこれと同等以上の方法その他適
切な方法により行うことを規定

※１ 水道施設の構造、位置、維持又は修繕の状況その他の水道施設の状況
※２ 流量、水圧、水質その他の水道施設の運転状態

○１項３号
 水道施設の点検は、コンクリート構造物（※３）及び水管橋等（※４）にあっては、おおむね５年に１回以上

の適切な頻度で行うことを規定

※３ 水密性を有し、目視が可能なものに限る（配水池などのコンクリート構造物）
 ※４ 水の供給又は道路、鉄道等に大きな支障を及ぼすおそれがあるものに限る（令和6年4月1日施行）

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

点検を含む水道施設の維持及び修繕
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➢ 埋設管路は、目視による直接的な点検ができないため状態の把握が困難。

➢ 材質や埋設環境等の情報に基づき、漏水リスクを判断した上で計画的に更新すること
が基本。

➢ 異状箇所の早期発見等の観点から定期的に巡視や漏水調査を実施。

➢ 管路の重要度や老朽度等を勘案して基幹管路等を優先的に実施する。
➢ 異状がある場合は、速やかに修繕を行う。
➢ 巡視（パトロール）の主な内容と頻度（例）※

• 地上漏水の有無、路面の状況（陥没、ひび割れ等）、鉄蓋の劣化状況 等
• 老朽化管路：月１巡、基幹管路：年４巡、一般管路：年２巡

巡視

※「水道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関するガイドライン」（令和５年３月改訂
版）

➢ 音聴調査（弁栓音聴、路面音聴、相関式漏水探知等）
※大口径管では漏水音の減衰が大きいため音聴による発見が難しく、今後の技術開発が必要

漏水調査

路面音聴の実施状況
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無人航空機（ドローン）

北九州市の事例（国土交通省HPより）

ＡＩ管路劣化診断

朝来市の事例（国土交通省HPより）

ロボットカメラ点検

「六十谷水管橋破損に係る調査委員会報告書（本編）」
（令和4年11月、和歌山市）より

福岡市の事例
（国土交通省HPより）

岐阜市の事例（国土交通省HPより）

水道技術研究センター
「水道における新技術事例集（Aqua-LIST）」より

水道技術研究センター
「水道における新技術事例集

（Aqua-LIST）」より

水中ロボット点検（配水池等）

管路漏水検知 ポンプ設備異常検知

振動センサーによる状態監視 衛星SARによるリモートセンシング

遠隔による巡視や目視と同等以上の方法による点検にあたっては、人による評価や判定の全部又は一部の代
わりに AI 等の新技術を用いて、評価や判定の精緻化、自動化・無人化を行うことが期待できる
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○ アセットマネジメントを実施し、水道施設の計画的な更新に努めること（法22条の4関連）

○ 中長期的な施設の更新を含む収支の見通しを作成するよう努めること（法22条の4関連）

（10年以上の収支は公表するよう努め、３～５年ごとに見直すよう努める）

⚫ 引き続き、アセットマネジメントの実施、レベルアップ等について水道事業者等に対し指導・助言を行う

⚫ アセットマネジメントの実施率は約９２％

⚫ タイプ４D※実施の事業者が増加

⚫ 特に、中小規模の水道事業者において、中長期的な収支見
通しの作成に向けて、内容の精緻化が求められる

年 度
アセットマネジメント

実施事業者数
タイプ4D

H30.12
83.9％

（1177/1403事業）
133事業

R5.3
90.8％

（1258/1385事業）
217事業

R6.3
91.8％

（1267/1380事業）
293事業

⚫ 平成21年に「水道事業におけるアセットマネジメン
ト（資産管理）に関する手引き」を策定

⚫ 平成25年に「簡易支援ツール」を作成

⚫ 平成30年改正水道法において、計画的な施設の
更新に係る努力義務を規定

⚫ 「水道施設の更新に係る状況を踏まえた計画的な
更新及び適正な水道料金の設定等の促進につい
て」（令和5年7月6日付課長通知）を発出

２ .現状

３ .当面の対応策

１ .これまでの主な施策

※アセットマネジメントのタイプは、簡易型、標準型、詳細型に分類される。
タイプ４Dは詳細型であり、施設の再構築や規模の適正化、適切な水道料金
水準等資金確保の検討を行うもの。

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

水道施設の計画的な更新等
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水道法第２２条の４（水道施設の計画的な更新等）

1. 水道事業者は、長期的な観点から、給水区域における一般の水の需要に鑑み、水道施設の計画的な更
新に努めなければならない。

2. 水道事業者は、国土交通省令で定めるところにより、水道施設の更新に要する費用を含むその事業に係
る収支の見通しを作成し、これを公表するよう努めなければならない。

水道法施行規則第１７条の４（水道事業に係る収支の見通しの作成及び公表）

長期的な収支の試算長期的な収支の試算

収支の見通しの作成・公表収支の見通しの作成・公表

収支の見通しの見直し収支の見通しの見直し

○ 30年以上の期間を定めて、その事業に係る長期的な収支を試算

○ 算定期間における給水収益を適切に予測するとともに、水道施設の損傷、腐食その他の劣化の状況を適切に
把握又は予測した上で、水道施設の新設及び改造の需要を算出

○ 水道施設の規模及び配置の適正化、費用の平準化並びに災害その他非常の場合における給水能力を考慮

○ 長期的な収支の試算に基づき、10年以上を基準とした合理的な期間について収支の見通しを作成し、これを
公表するよう努める

○ 収支の見通しを作成したときは、おおむね３年から５年ごとに見直すよう努める

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

水道施設の計画的な更新等
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適正な水道料金の設定 ～長期的な収支の試算に基づく料金算定スケジュール（例）～

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

水道施設の計画的な更新等
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①必要情報の整備

• 日常の保全管理業務等において、各種
情報を収集・整理・データベース化

• 水道法第22条の3では水道施設台帳の
作成・保管を義務付け

• 水道法施行規則第17条の2ではコンク
リート構造物や水管橋等の点検・修繕
結果の記録と保管を規定

②ミクロマネジメントの実施

• 個別施設の健全度等に関する基礎情報
を得るため、水道施設の運転管理・点
検調査、水道施設の診断・評価、修繕
等を行う

• 水道法第22条の2では点検を含む維
持・修繕を適切に実施する責務を規定

③マクロマネジメントの実施

• ミクロマネジメントに基づき、各施設
の重要度・優先度を考慮し、中長期の
更新需要や財政収支の見通しについて
具体的な検討を行う

④更新需要・財政収支見通しの活用

• マクロマネジメントの検討結果を地域
水道ビジョンや更新計画等に反映させ、
事業として具体化させる

• ③④に関し、水道法第22条の4では水
道施設の計画的な更新、収支の見通し
の作成と公表に努めることを規定

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

アセットマネジメントの実施サイクル
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１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

上下水道施設の耐震化状況の緊急点検結果

○ 能登半島地震の教訓を踏まえ、上下水道システムの「急所施設」（その施設が機能を失えばシステム
全体が機能を失う最重要施設）や避難所などの重要施設に接続する上下水道管路等の耐震化状況
について、緊急点検を実施

○ 各施設の耐震化率は、下図に示すとおり全体的に低い水準に留まっており、耐震化が十分でないこと
を改めて確認
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○ 国土交通省としては、全ての水道事業者や下水道管理者等に対して、今般の緊急点検結果を踏まえた「上下水道耐
震化計画」の策定を要請し、計画に基づく取組状況のフォローアップなどを通じて、上下水道施設の耐震化を計画的・
集中的に推進

○ また、耐震化の推進とあわせて、上下水道事業の運営基盤強化や施設規模の適正化、効率的な耐震化技術の開発、
災害時の代替性・多重性の確保などを推進し、強靭で持続可能な上下水道システムの構築を図る

（１）上下水道耐震化計画に基づく計画的・集中的な耐震化の推進
国土交通省では、全ての水道事業者や下水道管理者等に対して、「上下水道耐震化計画」策定を要請し
ており、計画に基づく上下水道施設の耐震化を計画的・集中的に推進。

（２）取組状況のフォローアップ・公表
上下水道耐震化計画に基づく耐震化の取組状況について、定期的にフォローアップを行い、その結果を
公表するとともに、必要な支援を実施。

（３）運営基盤の強化や施設規模の適正化の推進
耐震化の推進にあわせ、料金・使用料の適正化等による経営改善や広域連携・官民連携による事業の運
営基盤強化、施設のダウンサイジングや統廃合、分散型システムの活用等による施設規模の適正化を推進。

（４）技術開発の推進
水道事業者等や下水道管理者が抱える課題について分析を行いながら、軌道下等の施工困難箇所での
耐震化工法など、効率的な耐震化技術の開発・実装を推進し、耐震化の加速を図る。

（５）災害時の代替性・多重性の確保
上下水道施設の耐震化とあわせて、可搬式浄水設備や可搬式汚水処理設備の活用、代替水源の確保、

浄水場間の連絡管整備や配水系統間の相互融通、下水処理場間のネットワーク化など、災害時の代替性・
多重性の確保を推進。

【今後の取組】

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

緊急点検結果を踏まえた今後の取組
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１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

上下水道耐震化計画の策定状況（１/２）

上下水道耐震化計画の策定状況

• 上下水道耐震化計画とは、災害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向け、対策が必要となる
上下水道システムの急所施設や避難所等の重要施設に接続する上下水道管路等について、上下水道一
体で耐震化を推進するための計画

• 上下水道耐震化計画を策定している水道事業者等は全体の約94％（令和7年3月末時点）
• 上下水道耐震化計画に基づく計画的・集中的な水道施設の耐震化をお願いします。

「上下水道耐震化計画の策定について」（令和６年９月24日付課長通知）

・ 令和７年１月末までの策定を要請
・ 計画期間は原則令和７年度から５年程度
・ 計画内容は、急所施設及び避難所等の重要施設に接続する上下水道管路の耐震化

全 体
水道事業・水道用水供給事業

（簡易水道事業を除く）
簡易水道事業

（令和７年３月３１日 国土交通省水道事業課調べ）※簡易水道事業については市町村単位で計上
※民営事業除く
※能登6市町除く

未作成
117件

6%

作成済み
1,787件

94%

未作成
30件
2%

作成済み
1,334件

98%

未作成
87件
16%

作成済み
453件
84%

内
訳
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１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

上下水道耐震化計画の策定状況

上下水道耐震化計画の策定状況（水道）（都道府県別）
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70-1 水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策
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１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

70-2 上水道管路の耐震化対策
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１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

国土強靱化実施中期計画の策定方針

３．更なる国土強靱化に向け重点的に取り組むべき施策

○ 令和７年２月14日に決定された国土強靱化実施中期計画策定方針では、上下水道システムの
耐震化や老朽化対策が位置づけられた

○ 今後、「国土強靱化基本計画」を踏まえ、５か年加速化対策に続く計画として、国土強靱化実施
中期計画を６月目途に策定し、これに基づき施策の一層の重点化を図る。

国土強靱化実施中期計画の策定方針（抜粋）
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【KPI : 上下水道施設の戦略的維持管理・更新】

• 点検により、更新等が必要となった水管橋（補剛形式：約760箇所）の対策完了率 ０％【R３】→ 100％【R12】

※「下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会」等の議論を踏まえ、今後検討

上下水道
一体耐震化

給水区域内かつ下水道処理区域内における重要施設（約25,000箇所）のうち、
接続する水道・下水道の管路等の両方が耐震化されている重要施設の割合 

15％【R５】→ 34％【R12】 → 100％【R36】

水道の
急所耐震化

水道の急所施設である導水管・送水管（約62,000km）の耐震化完了率 43％【R５】→ 59％【R12】 → 100％【R31】

水道の急所施設である取水施設（約7,600万㎥/日）の耐震化完了率 46％【R５】→ 67％【R12】 → 100％【R23】

水道の急所施設である浄水施設（約7,100万㎥/日）の耐震化完了率 43％【R５】→ 76％【R12】 → 100％【R17】

水道の急所施設である配水池（約4,000万㎥）の耐震化完了率 67％【R５】→ 84％【R12】 → 100％【R18】

下水道の
急所耐震化

下水道の急所施設である下水道管路（約8,400km）の耐震化完了率 72％【R５】→ 82％【R12】 → 100％【R25】

下水道の急所施設である下水処理場（約1,700箇所）の耐震化完了率 48％【R５】→ 62％【R12】 → 100％【R32】

下水道の急所施設であるポンプ場（約900箇所）の耐震化完了率 46％【R５】→ 65％【R12】 → 100％【R25】
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【KPI : 上下水道施設の耐災害性強化】

第３章 計画期間内に実施すべき施策

（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどライフラインの強靱化

・・・（抜粋）・・・ 上下水道、電力、通信等について、地域の実情を踏まえ、維持すべき施設の耐災害性強化・老朽
化対策を推進するとともに、自立分散型施設を適切に組み合わせ、持続可能なインフラへと再構築を図る。これに
より、ライフラインの機能維持・早期復旧を可能とし、被災地の生活・生業を守る。

○ 能登半島地震における上下水道施設の甚大な被害や、埼玉県八潮市における大規模な道路陥没事故等を
踏まえ、国土強靭化実施中期計画（素案）に、上下水道の耐震化や老朽化対策の推進が位置付けられた。

【上下水道の耐震化・老朽化関係 抜粋】

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）
国土強靱化実施中期計画（素案）  （R7.4.1国土強靱化推進本部（第22回）)



１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）
        水道の漏水事故について（埼玉県所沢市）

第2回（3/3）資料

■水道事業体：所沢市上下水道局
■発生日時：令和７年２月２４日 １３時４６分
■発生場所：埼玉県所沢市松が丘1－23－9 松が丘中央公園付近
■概 要：ダクタイル鋳鉄管口径３００㎜（昭和54年度布設）の縦割れ（約60cm）による漏水
■被害状況：漏水修繕に伴う断水19戸、一時道路通行止め
■対応状況：13：46 漏水発生（市民より上下水道局警備室へ通報）
■対応状況：13：50 警備室から管工事組合及び給水管理課長へ連絡
■対応状況：15：00 断水作業開始
■対応状況：15：50 ＨＰ掲載
■対応状況：16：00 断水作業完了、通行止め解除し片側交互通行可能に
■対応状況：16：20 給水車を断水地区に配置
■対応状況：22：20 漏水箇所の修繕完了、断水解消

  ２５日      1：00 排水作業完了
■事故原因：経年劣化による破損

【位置図】【事故の発生状況】

漏水箇所

被害の状況 被害の状況（止水後） 144



１．水道管については、漏水事故を未然に防止するために計
画的な更新が必要であるが、老朽化が進行している一方で管
路の更新が進んでいない。

２．水道管（埋設管路）の目視点検は困難であるため、音
聴などによる漏水調査を行っているが、専門的人材の育
成・確保が必要。また、大口径管については技術的に漏水
調査が難しい。

３．特に施工困難箇所（埋設物が輻輳する箇所、軌道下等）
に老朽管が残されている可能性がある。

４．大口径管において漏水事故が起こった場合、大規模断水
の恐れがある。

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）
下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会（R7.3.26）
で示された水道管の管理にかかる問題意識
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皆様にお伝えしたいこと

⚫ 令和４年度末時点で、全国の水道管路延長約74万kmのうち、約24%にあたる約

17.6万kmが法定耐用年数である40年を超過しており、今後も老朽化の進行が見

込まれます。

⚫ また、令和６年能登半島地震では、浄水場などの「急所施設」や、避難所などの

「重要施設に接続する管路」の耐震化の重要性が改めて明らかになりました。

⚫ 水道事業者等におかれては、水道法第22条の４に基づき、水道料金の見直しを含

め、」適切かつ計画的に施設の維持管理・更新を行うとともに、「上下水道耐震

化計画」に基づく計画的・集中的な水道施設の耐震化に取り組んでいただきます

ようお願いします。

１．適切な資産管理の推進（老朽化、耐震化等）

皆様にお伝えしたいこと
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２．令和６年能登半島地震の復旧状
況等について
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○令和６年１月１日石川県能登地方を震源とする地震（マグニチュード7.6・最大震度７）が
発生し、浄水場や主要な送水管の破損等により、６県38事業者で最大約13.6万戸の断水
が発生。

●新潟県

県・市町村 最大断水戸数（戸）

新潟市 2,325

佐渡市 676

長岡市 61

三条市 93

柏崎市 20

糸魚川市 46

妙高市 29

五泉市 18

上越市 90

十日町市 36

●富山県

県・市町村 最大断水戸数（戸）

富山市 85

高岡市 4,090

氷見市 14,000

小矢部市 525

南砺市 27

射水市 210

●福井県

県・市町村 最大断水戸数（戸）

あわら市 99

●長野県

県・市町村 最大断水戸数（戸）

小諸市 6

飯山市 7

栄村 47

小諸市 6

長野県 30

●岐阜県

県・市町村 最大断水戸数（戸）

高山市 1,500

●石川県

県・市町村 最大断水戸数（戸）

金沢市 約1,000

七尾市 約21,200

加賀市 約160

羽咋市 約8,500

かほく市 約9,800

白山市 約30

能美市 約30

津幡町 約15,000

志賀町 約8,800

宝達志水町 約3,300

中能登町 約7,000

穴水町 約3,200

輪島市 約11,400

珠洲市 約4,800

能登町 約6,200

内灘町 約12,000

２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
令和６年石川県能登地方を震源とする地震による被災状況
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断
水
率
（％
）

発災からの日数（日）

能登半島 熊本地震（平成28年） 東日本大震災（平成23年） 新潟県中越地震（平成16年）

○能登半島地震により、約５ヶ月間、断水した。東日本大震災（約５ヶ月）や熊本地震（約３ヶ
月半）などと比較しても、能登半島地震に伴う断水継続期間に大きく差はないものの、断
水率が高い。

※断水率：最大断水戸数に対するその時点での断水戸数の比率

２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
令和６年能登半島地震による被災状況（過去との比較）
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○ 令和６年能登半島地震においては、最大約13.6万戸で断水が発生するなど上下水道施設の甚
大な被害が発生。

○ 耐震化未実施等により、浄水場や配水池、処理場に直結する管路など、上下水道システムの
「急所」となる基幹施設が被災したことにより、広範囲での断水や下水管内の滞水が発生すると
ともに、復旧の長期化を生じさせた。

水道水をつくる浄水場の被災
（珠洲市宝立浄水場の沈澱池）

水源から浄水場に送る導水管の被災
（珠洲市宝立浄水場の導水管）

水道水を配水する拠点となる配水池に送る送水管の被災
（輪島市送水管）

区域の下水を集約し処理場に送る圧送管の被災
（珠洲市熊谷ポンプ場からの圧送管）

２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
上下水道施設被害
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２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
給水支援活動調整の実績と課題

（取り組み実績）
• 応急給水活動の関係機関が連携して情報共有・調整する体制を初めて構築 （図：給水支援チームの活動フロー）
• 被災地での給水支援を行う各機関の給水支援活動の予定・実績を共有
• 活動のベースとなる被災地の給水ニーズや浄水の補給点の情報を集約・共有
• 各機関で対応できない新たな給水ニーズが発生した場合に、給水活動の調整を実施した

（今後の課題）
• 今回は、給水支援機関の

応援体制は、基本的に各
機関に調整を委ねた

• 今後の給水支援活動の
調整の考え方・範囲につ
いて検討が必要：

✓ 支援要請に基づく応援
活動と、現場での給水
活動の効率化との兼ね
合い

✓ 各給水支援機関の活
動の対象範囲等に応じ
た活動の調整の考え方

✓ 飲料水、生活用水、仮
設住宅への運搬給水
など、支援のフェイズや
内容に応じた支援活動
の考え方



穴水町導水管復旧工事
（神戸市水道局）

輪島市送水管復旧工事
（横浜市水道局）

宝立浄水場可搬式浄水装置
（名古屋市上下水道局）

輪島市漏水調査
（東京都水道局）

各支部隊長会議

能登町との協議
（大阪市水道局）

○令和２年４月に改定された地震等緊急時対応の手引き（日本水道協会）に基づき、
奥能登地域６市町に対して水道施設の応急復旧支援を実施。

○水道事業体の技術職員と全国管工事業協同組合連合会と連携し、日最大630名
が現地で支援。
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２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
日本水道協会の枠組みによる応急復旧支援



北海道地方支部 東北地方支部 関東地方支部

中部地方支部 関西地方支部 中国・四国地方支部

九州地方支部 海上保安庁船舶からの注水複数事業体による応急給水支援
153

２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
日本水道協会の枠組みによる応急復旧支援
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２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
可搬式浄水施設の有効活用

○被災のあった珠洲市宝立浄水場等において、既存施設の代替として可搬式浄水施設・設備を設
置・活用することにより応急給水等を実施。

○浄水場での能力を補完するとともに、近隣河川に設置・活用して周辺地域の給水活動を効率的に
実施したほか、管路の漏水調査を早期に実施して管路復旧までの期間を短縮。

宝立浄水場可搬式浄水施設・設備

給水車への注水状況

珠洲市亀ヶ谷（かめんた）池に設置した可搬式浄水施設・設備
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２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
仮設配管による応急復旧

○被害の集中する区間の管路について、仮設配管（転がし配管）を活用することにより、漏水調査を待
たずに、応急的な通水の復旧を図り、下流側の地区の復旧までの期間を早期化。

珠洲市 送水管復旧 輪島市 配水管復旧

輪島市 送水管復旧



２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
宅内配管への対応について
能登半島地震では、宅内配管の復旧の遅れが課題となった。大規模災害時には、以下の対
応等により、住民が早期に宅地内で水を利用できるようにすることが重要。
①本管復旧時に宅内配管の漏水の有無を可能な範囲で確認し、被害状況を集約することで、

被災者からの問い合わせに対して、情報提供できるようにする。
②宅内配管工事は地元の工事業者が優先して行い、水道本管の復旧工事は応援自治体・

工事業者が行うという、工事業者の役割分担。
③応急的な対応として、宅地内で水を利用できるよう、給水機能を有する止水栓の設置。

●能登半島地震における宅内配管復旧への取り組み
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２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
令和６年能登半島地震・大雨に伴う上下水道施設の対応状況
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２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
「災害時地下水利用ガイドライン」の概要
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２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
「災害時地下水利用ガイドライン説明会」の実施 （R７.３.１９）
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２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
上下水道地震対策検討委員会最終とりまとめ概要

今後の地震対策 上下水道一体の災害対応被災市町での整備の方向性
○ 復興まちづくりや住民

の意向等を踏まえつつ、
分散型システム活用も
含めた災害に強く持続
可能な将来にふさわし
い整備

○ 代替性・多重性の確保
と、事業の効率性向上
とのバランスを図った
システム構築

○ 人口動態の変化に柔軟
に対応できる等の新技
術の積極的な導入

○ 台帳のデジタル化や施
設の遠隔監視などのDX
の推進

○ 広域連携や官民連携に
よる事業執行体制や災
害対応力の更なる強化

等

○ 上下水道システムの
「急所」となる施設の
耐震化

○ 避難所など重要施設に
係る上下水道管路の一
体的な耐震化

○ 地すべりなどの地盤変
状のおそれのある箇所
を避けた施設配置

○ 可搬式浄水施設・設備
／汚水処理施設・設備
の活用などによる代替
性・多重性の確保

○ マンホールの浮上防止
対策・接続部対策

○ 人材の確保・育成や新
技術の開発・実装

等

○ 国が上下水道一体の全
体調整を行い、プッ
シュ型で復旧支援する
体制の構築

○ 処理場等の防災拠点化
による支援拠点の確保

○ 機能確保優先とした
上下水道一体での早期
復旧フローの構築

○ 点検調査技術や復旧工
法の技術開発

○ DXを活用した効率的な
災害対応

○ 宅内配管や汚水溢水な
どの被害・対応状況の
早期把握、迅速な復旧
方法・体制の構築

等
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○ 能登半島地震では「水」が使えることの重要性・公共性があらためて認識
○ 今般の被害を踏まえつつ、上下水道の地震対策を強化・加速化するため、

関係者一丸となって取組を推進

上下水道地震対策検討委員会：https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000874.html



⚫能登半島地震では耐震化未実施等により、上下水道システムの「急所」

となる基幹施設が被災したことで、広範囲で断水し、復旧が長期化し

た。水道施設の強靱化に関する取り組みを強力に進めていただきたい。

⚫可搬式浄水施設や仮設配管での応急復旧が復旧早期化に有効であった。

⚫ 宅内配管の復旧の遅れが課題となった。能登半島地震での取組等を参考

に、住民が早期に宅地内で水を利用できるよう、対応をお願いします。

⚫能登半島地震の教訓を踏まえ、「災害時地下水活用ガイドライン」が策

定された。代替水源確保について自治体との連携を検討いただきたい。

⚫能登半島地震での対応を踏まえ、日本水道協会において、「地震等緊急

時対応の手引き」が令和７年３月に改定されたため、改めてご確認いた

だき、災害対応に活用いただきたい。

⚫被災自治体への中長期派遣職員が不足しております。職員派遣へのご協

力をお願いいたします。

２．令和６年能登半島地震の復旧状況等について
皆様にお伝えしたいこと
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３．災害対策・危機管理

162



３．災害対策・危機管理
近年の自然災害による水道の被害状況
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主
な
地
震
に
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主
な
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等
に
よ
る
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主
な
大
雨
等
に
よ
る
被
害

地 震 名 等 発 生 日 最大震度 地震規模(Ｍ) 断水戸数 断水継続期間

阪神・淡路大震災 平成７年１月17日 ７ 7.3 約 130 万戸 約３ヶ月

新潟県中越地震 平成16年10月23日 ７ 6.8 約 13 万戸 ※1約１ヶ月

新潟県中越沖地震 平成19年７月16日 ６強 6.8 約 5.9 万戸 20日

岩手・宮城内陸地震 平成20年６月14日 ６強 7.2 約 5.6 千戸 ※118日

東日本大震災 平成23年３月11日 ７ 9.0 約 256.7 万戸 ※1約５ヶ月

長野県神城断層地震 平成26年11月22日 ６弱 6.7 約 1.3 千戸 25日

熊本地震 平成28年４月14・16日 ７ 7.3 約 44.6 万戸 ※1約３ヶ月半

鳥取県中部地震 平成28年10月21日 ６弱 6.6 約 1.6 万戸 ４日

大阪府北部を震源とする地震 平成30年６月18日 ６弱 6.1 約 9.4 万戸 ２日

北海道胆振東部地震 平成30年９月６日 ７ 6.7 約 6.8 万戸 ※134日

福島県沖の地震 令和３年２月13日 ６強 7.3 約 2.7 万戸 ６日

福島県沖の地震 令和４年３月16日 ６強 7.4 約 7.0 万戸 ７日

能登半島地震 令和６年１月１日 ７ 7.6 約13.6万戸 ※１約５ヶ月

※1 家屋等損壊地域、全戸避難地区、津波地区等を除く

時期 災害名等・地域 断水戸数 断水継続期間

平成30年７月 豪雨（広島県、愛媛県、岡山県等） 約 26.3 万戸 38日

平成30年９月
台風第21号（京都府、大阪府等）
台風第24号（静岡県、宮崎県等）

約 1.6 万戸
 約 2.0 万戸

12日
19日

令和元年９月 房総半島台風(千葉県、東京都、静岡県） 約 14.0 万戸 17日

令和元年10月 東日本台風（宮城県、福島県、茨城県、栃木県等） 約 16.8 万戸 33日

令和２年７月 豪雨（熊本県、大分県、長野県、岐阜県、山形県等） 約 3.8 万戸 56日

令和３年１月 １月７日からの大雪等（西日本等） 約 1.6 万戸 ８日

令和４年８月 令和４年８月３日からの大雨等（秋田県、山形県、新潟県、福井県等） 約 1.4 万戸 18日

令和４年９月
台風第14号（熊本件、大分県、宮崎県、鹿児島県等）
台風第15号（静岡県）

約 1.3 万戸
約 7.6 万戸

9日
13日

令和５年１月 １月20日からの大雪等（石川県、三重県、大分県等） 約 1.4 万戸 ８日

令和５年７月 ７月15日からの大雨等（秋田県） 約1.1万戸 13日

令和５年８月 台風６号（大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県） 約3.3万戸 ７日

令和６年９月 令和６年９月20日からの大雨（石川県） 約0.5万戸 ※１約3ヶ月



３．災害対策・危機管理
水道管の凍結・破損による大規模断水の被害状況・防止策について

①凍結防止対策の徹底

時期 最大断水戸数（断水が発生した地域）

平成28年
１月下旬～２月上旬

約53万戸（福岡県、鳥取県、長崎県等）

平成30年
１月下旬～２月上旬

約３万戸（石川県、新潟県等）

令和５年
１月25日～２月２日

約1.4万戸（石川県等）

■近年の水道管の凍結・破損による大規模断水の被害状況事例

（参考）国交省HPより水道管の凍結注意喚起：https://www.mlit.go.jp/common/830005158.pdf

◆令和５年１月末の寒波による大規模な断水

においては、事前対策として少量の水を出しっ

ぱなしにしたことが要因で、配水池が水位が低

くなり、断水に至った事例もある。

◆浄水量、配水量を事前に増量しておくことで有

効な対策手段となる。浄水施設等の点検スケ

ジュールなどに留意し、厳冬期には最大能力

で運転ができるようにすることなどを検討しておく。

⚫ 空き家への対応
検針データにより水道を使用していない家屋等をあらかじめ特定しておき、チラシ等により周知した上で止水栓を閉栓する。

積雪後では水道メータ位置把握は困難となるため、空き家などについては、冬が来る前に止水栓の閉栓をしておくことが重要。

➢ 水道法第15条第2項により、災害その他正当な理由があつてやむをえない場合にはその間の給水停止が可能であるため、チラシ等
により周知した上で空き家の止水栓の閉栓を行っておくことが重要。

⚫ 常時居住していない家屋への対応
水道の利用者に対し、冬期に不在にする場合は、止水栓の閉栓や水抜きを実施しておくよう、秋季から注意喚起を図ることが重要。

⚫ 水道事業者が定めている給水装置工事に関する設計基準などに凍結防止の方法等を明記して対策を徹底する。

⚫ 水道利用者に対しても、多種多様な手段を用いて随時広報を行う。

②空き家対策の徹底
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３．災害対策・危機管理
災害対策

災害に強い水道システム構築を検討する際には、以下の報告書等や項目を参考としてください

◆上下水道地震対策検討委員会
   令和６年能登半島地震における上下水道施設被害と今後の地震対策、災害対応のあり方

国交省HP ：https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000874.html

◆地震に関する被害状況調査報告書
 北海道胆振東部地震（H30）、熊本地震（H28）、東日本大震災（H23）、
 岩手・宮城内陸地震（H20）、新潟県中越沖地震（H19）、 能登半島地震（H19）、
 新潟県中越地震（H16）

 国交省HP ：

◆水害に関する被害状況調査報告書
 平成３０年７月豪雨

 国交省HP ：https://www.mlit.go.jp/common/830006642.pdf

 令和元年度（2019年）房総半島台風（台風第15号）及び東日本台風（台風第19号）

 国交省HP ： https://www.mlit.go.jp/common/830005045.pdf

◆仕切弁の適切な間隔での設置による、被災時の断水影響範囲の極小化
◆山間部の導・送・配水管等、発災時に容易に近づけない場所や水道システムの上流部における

 管路の優先的な耐震化の検討
◆バックアップ体制を持たない施設の被災に備えた応急復旧資材の事前確保や復旧手段の事前検討
◆異なる送配水エリア間の連絡管整備の検討

検討項目（一例）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/stf_seisakunitsuite_bunya_topics_bukyoku_k
enkou_suido_houkoku_index.html
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３．災害対策・危機管理
危機管理対策マニュアル策定指針について

○これまでの災害対応等で顕在化した課題や知見等を踏まえ、効率的に危機管理マニュアルを策定できるよう、
「危機管理対策マニュアル策定指針【共通編】」を策定するとともに、各種の危機管理マニュアル策定指針を改訂。

○国土強靱化年次計画2023において、「危機管理マニュアルの策定率」が2023年度末までに100%に引き上げる
目標が掲げられている。

２．事前対策
３．事後対策
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危機管理対策マニュアル策定指針（共通編） １．総論

国交省HP：https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/stf_seisakunitsuite_bunya_topics_bukyoku_kenkou_suido_kikikanri_sisin.html
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（最新の動向）

• 日水協「地震等緊急時対応の手引き」改訂（令和７年３月）を踏まえ、危機管理対策マニュアル策定指
針の改訂を予定。

• 日水協「水道施設設計指針（2024年版）」改訂（令和７年３月）。
※非常用発電設備の燃料貯蔵量について、「昨今の災害の状況に鑑みると、「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引

き」（内閣府）を参考とし、72時間運転できる燃料を貯蔵できることが望ましい。しかし、水道事業者が置かれている状況は多岐に亘っており、
（中略）、各水道事業者の実情に合わせて検討する。」こととされている。

• 災害対策基本法等の一部を改正する法律案の閣議決定、国会提出（令和７年２月14日）。



３．災害対策・危機管理
水道復旧事業・災害査定

○令和６年４月１日に水道整備・管理行政が国土交通省へ移管され、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担
法（昭和26年法律第79号。以下「負担法」という。）第３条の国庫負担の対象となる公共土木施設に水道が追加された。

○令和６年４月１日以降に発生した災害に係る水道施設災害復旧事業の取扱いについては、国庫補助率や国庫
負担申請等の事務手続きなど基本的な事項は負担法により運用していくこととなる。

○ 補助率（負担法では国庫負担率）が上がります。
      基本率１／２ → ２／３以上（北海道、沖縄及び離島は、８／１０以上）

※激甚災害により生じた災害復旧事業については、災害復旧事業費の大きさによりさらに嵩上げ

○ 補助対象となる災害復旧事業の下限額が変更になります。
     災害復旧事業の一箇所の工事費用が、以下の場合に適用除外
       ・県、指定都市：120万円未満

・市町村 ： 60万円未満

○ 災害査定の実施方法等について、以下の点が変更になります。
       ・査定設計書の作成は、一箇所工事ごと
     ・机上査定となる対象箇所が、２百万円未満から１千万円未満の工事に拡大

・保留となる対象が、１億円未満から４億円未満の工事に拡大

○ 申請時の設計単価及び歩掛は、国土交通大臣に協議し同意を得た単価を使用することになります。

○ 国庫負担金の交付について、以下の点が変更になります。
       ・災害復旧事業の進捗状況により、３カ年度で国庫負担金を交付。
       ・国庫負担金の交付は、災害発生年ごとに一括交付。
       ・営繕費、工事雑費及び事務費は、国庫負担対象外経費。

○ 法律の規定により、市町村の国庫負担申請とりまとめ等の事務を都道府県知事が行うことになります。

水道復旧事業について

主な変更点
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⚫自然災害による水道施設への被害が確認された場合は、被災状況（漏水

の状況・断水の状況等）や応急給水の要否、応急復旧の見通し等の情報

収集に努めてください。所定の様式に従って、速やかに報告をお願いし

ます。また、平時より報告様式の確認、情報連絡フローの確認等、事前

準備をお願いします。

⚫水道施設の停電・土砂災害・浸水災害対策等、耐災害性強化対策及び 管

路の一層の耐震化対策など、水道施設の強靱化に関する取り組みを強力

に進めていただきたい。

⚫ マニュアル未作成の事業者においては、危機対応を円滑に行うため、危

機管理対策マニュアル策定指針【共通編】や地震対策マニュアル策定指

針等、各種策定指針を参考に、マニュアル策定に取り組まれたい。

⚫水道施設災害復旧事業の取扱いについては、公共土木施設災害復旧事業

費国庫負担法により運用されることとなるため、留意ください。

３．災害対策・危機管理
皆様にお伝えしたいこと
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３．災害対策・危機管理 -水道の災害復旧事業について-

水道施設の災害報告と被害情報の提供（初動対応）

169

「災害報告」と「被害情報の提供」の流れ

施設管理者
(水道事業者、水道用水供給事業者)

都道府県、指定都市 国土交通省

地方整備局
水道係

水道事業課

防災課

[凡例]
 ← 災害報告※１

(防災課)
 ← 被害情報の報告※２

(水道事業課)

※１ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法
※２ 健康危機管理の適正な実施並びに水道施設への被害情報及び水質事故等に関する情報の提供について

 (令和６年４月３日付国水水第１号、国土交通省水管理・国土保全局水道事業課長)

(水管理・国土保全局)

災害報告と被害情報が入り
混じるため、適切に選別

⚫地震や豪雨、その他自然災害により水道施設への被害が確認された場合、施設管理者（水道事業者、
水道用水供給事業者）は、防災課への災害報告と水道事業課への被害情報の提供を速やかに行なっ
て下さい。

⚫水道施設の査定前着工（応急工事）について、災害復旧事業として採択されるか判断に迷うときに
は、事前打合せ（防災課への相談）をご利用下さい。

⚫特に仮設（陸）配管や可搬型浄水装置を設置する場合は、査定において手戻り等が生じないよう、
できる限り事前打合せをご利用下さい。

⚫施工前の被災状況を的確に把握できる写真が採否の決め手となるため、事前打合せの有無に関わら
ず必ず撮影するようにして下さい。

都道府県

市 町 村

指定都市
土木主管部局

都道府県
土木主管部局

都道府県
水道行政担当部局

指定都市

(災害報告)
水道行政担当部局と

土木主管部局の連携が必要
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○ 査定設計委託費補助の制度に「水道」を追加。

○ 大規模災害時において、水道施設の迅速かつ確実な復旧につなげるため、漏水調査及び配水施設と水圧管

理上一体の給水施設の一部（配水管から分岐して最初の止水栓まで）への補助を事前ルール化。

②漏水調査・給水施設への補助の事前ルール化

■給水施設（負担率：１／２）

※配水管を復旧しても、それに接続する
給水管（最初の止水栓まで）が復旧して
いなければ、配水管の機能の効用が
発揮できない。

※水道施設の復旧手続きの流れ
■漏水調査（負担率：１／２）

配水管から分岐して最初の止水栓の間

①査定設計委託費補助の制度拡充

査
定
設
計
委
託
費
補
助
範
囲

※負担率：１／２

３．災害対策・危機管理 -水道の災害復旧事業について-

Ｒ７年度からの水道の新制度（査定設計委託費補助、漏水調査、給水施設）
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■考え方：激甚災害（公共施設災害復旧事業等に係るもの)における給水施設、漏水調査の補助実績に従う。

うち
早期局激

7月豪雨 B H16.9

8月豪雨及び台風16号 B H16.11

新潟県中越地震 A,B H16.12 ○ ○

10月豪雨及び台風23号 A H16.12

平成16年における特定地域に係る激甚災害 ○ H17.3

9月豪雨及び台風14号 B H17.10

平成17年における特定地域に係る激甚災害 ○ H18.3

梅雨前線豪雨及び台風3号 B H18.9

平成18年における特定地域に係る激甚災害 ○ H19.3

能登半島地震 ○ H19.4

新潟県中越沖地震 ○ H19.8 ○

平成19年における特定地域に係る激甚災害 ○ H20.3

岩手・宮城内陸地震 ○ H20.7 ○

平成20年における特定地域に係る激甚災害 ○ H20.3

8月豪雨及び台風9号 ○ H21.9

10月台風18号 ○ H21.11

平成21年における特定地域に係る激甚災害 ○ H22.3

８月の前線に伴う豪雨及び台風8号 B R4.10

９月の台風14・15号及び豪雨 B R4.11

令和４年等における特定地域に係る激甚災害 ○ R5.3

5月5日の地震による石川県珠洲市の区域に係る
災害

○ R5.6

梅雨前線豪雨 B R5.8

台風第７号 ○ R5.10

台風１２号、１３号 ○ R5.11

令和５年等における特定地域に係る激甚災害 ○ R6.3

Ｂ H30.10

３年

梅雨前線豪雨 〇 R3.8

８月の前線に伴う豪雨及び台風9号、10号 〇 R3.9

令和３年における特定地域に係る激甚災害 ○ R4.3

○ H31.3

9月台風24号 〇 H30.12

○ H30.10

Ａ H30.7

〇 H28.8

熊本地震 A,B H28.4

平成30年における特定地域に係る激甚災害

台風第18号

平成30年北海道胆振東部地震

29年

平成29年における特定地域に係る激甚災害

8,9月台風19,20,21号

年災

17年

16年

6月から7月豪雨

19年

18年

30年

9月台風16号

平成３０年７月豪雨、台風第５号、第６号、第７号、第８号

梅雨前線
（九州北部豪雨含む）

20年

21年

28年

平成28年における特定地域に係る激甚災害

8,9月台風7,11,9,10号

指定年月本激災害名 局激

○ H30.3

H29.8

〇 H29.10

Ａ H28.9

〇 H28.10

〇

○ H29.3

４年

梅雨前線豪雨 A R2.8

令和元年8月から9月の前線等に伴う大雨（台風
第10号、第13号、第15号、17号を含む）

○ R1.10

台風第１９号、第20号、第21号 A R1.11

梅雨前線豪雨

５年

令和
元年

令和２年における特定地域に係る激甚災害 〇 R3.3
２年

〇 R2.3

令和元年における特定地域に係る激甚災害 〇 R2.3

給水装置 漏水調査

〇

○

○

○

○

〇

○

○

○

○

• 給水施設や漏水調査を国庫補助の対象とする際の基準は
なく、被害状況や国会での議論等を踏まえてその都度、対
応してきたところ。

• 事前ルールとして過去の実績から以下のように財務と調整。

■地震災害：本激に指定された災害全て（A又はB）

■洪水災害：本激に指定された災害のうち、A基準に該当し
たもの

※近年の実績

うち
早期局激

7月豪雨 B H16.9

8月豪雨及び台風16号 B H16.11

新潟県中越地震 A,B H16.12 ○ ○

10月豪雨及び台風23号 A H16.12

平成16年における特定地域に係る激甚災害 ○ H17.3

9月豪雨及び台風14号 B H17.10

平成17年における特定地域に係る激甚災害 ○ H18.3

梅雨前線豪雨及び台風3号 B H18.9

平成18年における特定地域に係る激甚災害 ○ H19.3

能登半島地震 ○ H19.4

新潟県中越沖地震 ○ H19.8 ○

平成19年における特定地域に係る激甚災害 ○ H20.3

岩手・宮城内陸地震 ○ H20.7 ○

平成20年における特定地域に係る激甚災害 ○ H20.3

8月豪雨及び台風9号 ○ H21.9

10月台風18号 ○ H21.11

平成21年における特定地域に係る激甚災害 ○ H22.3

８月の前線に伴う豪雨及び台風8号 B R4.10

９月の台風14・15号及び豪雨 B R4.11

令和４年等における特定地域に係る激甚災害 ○ R5.3

5月5日の地震による石川県珠洲市の区域に係る
災害

○ R5.6

梅雨前線豪雨 B R5.8

台風第７号 ○ R5.10

台風１２号、１３号 ○ R5.11

令和５年等における特定地域に係る激甚災害 ○ R6.3

Ｂ H30.10

３年

梅雨前線豪雨 〇 R3.8

８月の前線に伴う豪雨及び台風9号、10号 〇 R3.9

令和３年における特定地域に係る激甚災害 ○ R4.3

○ H31.3

9月台風24号 〇 H30.12

○ H30.10

Ａ H30.7

〇 H28.8

熊本地震 A,B H28.4

平成30年における特定地域に係る激甚災害

台風第18号

平成30年北海道胆振東部地震

29年

平成29年における特定地域に係る激甚災害

8,9月台風19,20,21号

年災

17年

16年

6月から7月豪雨

19年

18年

30年

9月台風16号

平成３０年７月豪雨、台風第５号、第６号、第７号、第８号

梅雨前線
（九州北部豪雨含む）

20年

21年

28年

平成28年における特定地域に係る激甚災害

8,9月台風7,11,9,10号

指定年月本激災害名 局激

○ H30.3

H29.8

〇 H29.10

Ａ H28.9

〇 H28.10

〇

○ H29.3

４年

梅雨前線豪雨 A R2.8

令和元年8月から9月の前線等に伴う大雨（台風
第10号、第13号、第15号、17号を含む）

○ R1.10

台風第１９号、第20号、第21号 A R1.11

梅雨前線豪雨

５年

令和
元年

令和２年における特定地域に係る激甚災害 〇 R3.3
２年

〇 R2.3

令和元年における特定地域に係る激甚災害 〇 R2.3

給水装置 漏水調査

〇

○

○

○

○

〇

○

○

○

○

地震災

豪雨災

３．災害対策・危機管理 -水道の災害復旧事業について-

大規模災害時における漏水調査、給水施設補助の事前ルール
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配水管の応急仮復旧において仮復旧する配水管が要綱
２（４）の（a）（b）に該当する場合は、第一止水栓までの給
水施設の復旧は補助対象。

ただし
配水管の応急仮復旧後の本復旧における再度の給水施設
の繋ぎ直しについては補助の対象外。

（複数回の給水施設の復旧が補助の対象とならない理由）
私有財産である給水施設については、各個人が配水管までの給水施設を復旧する費用を支弁するのが基本だが
大規模災害時においては、各個人が避難しており配水管のみ復旧しても、被災した給水施設から漏水し、それを
すべて調整しながら復旧するには早期断水解消の支障となることから実施する特例。
応急仮復旧後の本復旧は、断水解消後の措置であるため対象とならない。

給水施設の復旧は、配水管の復旧を迅速に実施するための特例措置であるため、応急仮復旧また
は、本復旧どちらか一方の配水管の復旧に併せて復旧する場合のみ補助対象とする。

３．災害対策・危機管理 -水道の災害復旧事業について-

給水施設の復旧の注意点（給水施設災害査定マニュアル）
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・サイバーセキュリティ対策
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経済安全保障経済安全保障推進法（基幹インフラ制度）の概要

４．経済安全保障・サイバーセキュリティ対策

174
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水道分野における特定社会基盤事業者（23者）
（令和５年11月16日指定、同11月17日公示）

対象分野（法律）
/

特定社会基盤事業
の指定（政令）

特定社会基盤事業者の
指定基準（省令）

特定社会基盤事業者

水
道

水道事業
（簡易水道事業を除く）

水道法第六条第一項の認可を受けた者であって、
給水人口が百万人を超える事業者

札幌市（札幌市水道事業）
仙台市（仙台市水道事業）
さいたま市（さいたま市水道事業）
千葉県（千葉県水道事業）
東京都（東京都水道事業）
神奈川県（神奈川県水道事業）
横浜市（横浜市水道事業）
川崎市（川崎市水道事業）
名古屋市（名古屋市水道事業）
京都市（京都市水道事業）
大阪市（大阪市水道事業）
神戸市（神戸市水道事業）
広島市（広島市水道事業）
北九州市（北九州市水道事業）
福岡市（福岡市水道事業）

水道用水供給事業
水道法第二十六条の認可を受けた者であって、
一日に給水することができる最大の水量が
五十万立方メートルを超える事業者

宮城県（仙南・仙塩広域水道用水供給事業）
埼玉県（埼玉県水道用水供給事業）
愛知県（愛知県水道用水供給事業）
沖縄県（沖縄県水道用水供給事業）
北千葉広域水道企業団（北千葉広域水道用水供給事業）
神奈川県内広域水道企業団（神奈川県内広域水道用水供給事業）
大阪広域水道企業団（大阪広域水道企業団水道用水供給事業）
阪神水道企業団（阪神水道企業団水道用水供給事業）

水道分野における経済安全保障
４．経済安全保障・サイバーセキュリティ対策
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特定重要設備

浄水施設（一日当たりの浄水能力の最も大きいものから順次合計して得た数が、当該事業を行う者の全ての浄水施設の一日当たりの
浄水能力を合計して得た数の九十五パーセントに達するまでのものに限る。）の浄水処理の各工程の稼働状況を包括的かつ集中的に監
視し、かつ当該各工程を制御するために使用される情報処理システム。

⇒ この特定重要設備に係る「導入」「重要維持管理等の委託」については、あらかじめ導入等計画書の届出・審査が必要となる。

監視制御サーバー

＜中央監視室のイメージ

＞
＜中央監視室＞

＜現場＞

運
転
状
況
等
の
情
報

制
御
に
係
る
信
号

沈澱池 ろ過池 消毒

原
水 配

水

（中央の）
監視制御システム

操作端末

（サーバーと一体型のものなど）

大画面表示装置

➢ 右図はあくまで一例。

省略している機器もある

➢ 様々な構成があり得るため、

対象となる設備の範囲や

機器名称などは一律ではない

➢ 個別には国への事前相談を

活用いただく想定

浄水施設浄水施設

水道分野における特定重要設備の概要

• 監視制御サーバー
• 監視制御に係るOS、ミドルウェア、

アプリケーション
は、「構成設備」として、
その供給者やリスク管理については
届出・審査の対象となる

【特定重要設備の例】

水道分野における経済安全保障
４．経済安全保障・サイバーセキュリティ対策
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○ 現在、水道を始め、様々な社会インフラにおいて、その機能を実現するために情報システムが幅広く

用いられており、その機能が停止又は低下した場合に多大なる影響を及ぼしかねないサービスは、重

要インフラとして官民が一丸となり、重点的に防護していく必要性が増している。

○ 令和４年６月17日には、重要インフラ分野全体として今後の脅威の動向、システム、資産を取り巻

く環境変化に適確に対応できるようにすることで、官民連携に基づく重要インフラ防護の一層の強化

を図るべく、「重要インフラのサイバーセキュリティに係る行動計画」が策定され、令和６年３月８日に改

訂された。

■水道施設の技術的基準を定める省令の一部改正 （令和２年４月１日施行）

➢ 政府の行動計画に基づいて、法令上新たに保安規制を位置付け
➢ 「水道施設の運転管理をする電子計算機に関して、サイバーセキュリティを確保するための必要な措置が講じられ

ていること」を具備すべき要件として規定
➢ 施設基準として、簡易水道を含む全ての水道事業者、水道用水供給事業者、専用水道の設置者に適用

■通知「水道施設の技術的基準を定める省令の一部改正について」の一部改正について （令和７年２月28日

➢ 上記省令の「サイバーセキュリティを確保するための必要な措置」について解釈を示したもの 

➢ 具体的には、制御系システム（浄水場の監視制御、ポンプ場の運転、水運用等）に使用されている電子計算機につ
いて必要な措置を４点の留意事項として提示（次スライド参照）

■水道分野における情報セキュリティ確保に係る安全ガイドライン（第一版）の策定 （令和７年３月５日）

➢ 厚生労働省において策定・改訂されてきた「水道分野における情報セキュリティガイドライン」を、政府の行動計画・
指針等の策定や水道行政の移管に伴って抜本的に見直して新たに策定したもの

➢ 強制基準ではなく推奨事項を列挙したものであり、各事業者が自らのセキュリティ管理策を実施する際の参考資料
として活用することを想定（できることから順次実施していただくもの）



４.経済安全保障・サイバーセキュリティ対策
水道分野におけるサイバーセキュリティ対策
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⚫ 「水道施設の技術的基準を定める省令」では、「水道施設の運転管理をする電子計算機に
関して、サイバーセキュリティを確保するための必要な措置が講じられていること」が具
備すべき要件として規定されている（令和２年４月１日施行）

⚫ 具体的には、制御系システム（浄水場の監視制御、ポンプ場の運転、水運用等）に使用さ
れている電子計算機*について、以下の囲みの４点が留意事項として求められている（*コン

ピューター全般を指し、情報システムを構築するサーバ、端末、周辺機器等の装置全般）

⚫ サイバー攻撃等の脅威の高度化・巧妙化、政府の行動計画・指針、水道事業者等の対応状
況等を踏まえ、留意事項を一部改正（令和７年２月28日一部改正）



４．経済安全保障・サイバーセキュリティ対策
皆様にお伝えしたいこと

【経済安全保障推進法の特定社会基盤事業者】

⚫対象事業者は、引き続き、事前届出等の制度への対応をお願いいたします。

【すべての水道事業体】

⚫事業統合・創設等の際に、経済安全保障推進法の特定社会基盤事業者（※）に該当す

るようにならないか、確認をお願いいたします。

（※）水道事業者は給水人口100万人超／水道用水供給事業者は一日最大給水量50万m3超

⚫サイバーセキュリティへの対応は、施設基準として省令に位置付けられており、全て

の水道事業者・水道用水供給事業者・専用水道の設置者に適用されるものです。

⚫サイバーセキュリティに係る施設基準への適合について、大臣認可事業体に対してア

ンケート調査を実施しているところですが、令和２年４月の施行からすでに５年が経

過しており、法令遵守の観点から、適合していない事業体におかれましては、適合に

向けて計画を策定し、その着実な実施をお願いいたします。また、適合するまで毎年

度フォローアップに対応いただくことをあらかじめご承知おきください。
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５．水道水質管理
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浮令和６年５月に環境省と連携し水道水中のPFOS及びPFOA の検出状況に関する全国
調査を実施。最終とりまとめを令和６年12月24日に公表。

浮水道事業及び水道用水供給事業については、水質検査を実施した事業の数は毎年増加
｡暫定目標値を超過した事業は、年々減少し、令和６年度（9/30時点）は０事業。９
月30日時点までで暫定目標値を超過した事業について、最新の検査結果ではすべて暫
定目標値を下回っている。

浮また、令和２年度から令和６年度（９/30時点）までに、暫定目標値を超過した専用
水道の数は、検査実績があると回答した1,929のうち、42（約2.2％）であった。
（参考：専用水道の設置者数8,177※）

浮これまで PFOS 及び PFOA の水質検査を行っていない水道事業者、水道用水供給事
業者及び専用水道の設置者におかれましては、給水される水に係る水質検査を実施し
、濃度の把握に努めていただくようお願いします。

図１ 年度別 暫定目標値を超過した事業数
（水道事業及び水道用水供給事業）

図２ 専用水道におけるPFOS及びPFOAの検出状況
（令和２年度から６年度） 182

※設置者数は、国設以外は令和４年度水道統計、国設は本調査結果を計上

５．水道水質管理
水道におけるPFOS及びPFOAに関する調査の結果



浮令和６年９月30日に開催された令和６年度第１回水道の諸課題に係る有識者検討会

において、水道水においてPFOS及びPFOAが暫定目標値を超えて検出された場合等

に水道事業者等が取ったこれまでの対応事例について 「水道事業者等によるこれま

でのPFOS及びPFOA対応事例について（案）」(水道におけPFOS/PFOA対応事例集)

を審議。11月29日に公表。

浮水道事業者等の規模（大規模・中規模・小規模）に分けて合計12事例を紹介

既存の他の水源からの取
水への切替等

既存の浄水処理施設の
浄水処理の強化

定期的な水質検査の
継続による把握

新たな水道水源への
切替等

施設整備を伴う
浄水処理の強化

⚫新たな井戸の掘削
⚫他系統との連絡管の整備
⚫水道用水供給事業から受水
するための施設整備

⚫浄水処理フローを変更し、
粒状活性炭による処理を
実施
⚫高機能な粒状活性炭の
導入

住民への周知、
飲用制限措置等

水質検査の強化による
検出状況の把握

住民への周知、
環境部局との連携等

⚫粉末活性炭の投入
⚫粒状活性炭の交換

⚫濃度の高い水源からの取
水を停止し、他の水源から
の取水に切替

応急的対応

中期的対応

⚫水道原水、浄水場出口、
給水栓で水質検査を実施
し、状況を把握

⚫HP掲載やマスコミへの情
報提供
⚫地域の自治会長等へ説
明

⚫水質検査を継続的に
実施し水質を監視

⚫検査結果や対応のHP掲
載
⚫関係部局（環境部・保
健所等）による連絡調整
会議の設置・開催

等
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５．水道水質管理
水道事業者等によるこれまでのPFOS及びPFOA対応事例について



浮昨年度、国土交通省及び環境省が実施した「水道におけるPFOS及びPFOAに関す

る調査」では、令和６年９月末時点でPFOS及びPFOAに係る水質検査を実施して

いない水道事業者、水道用水供給事業者及び専用水道の設置者が一定数存在してい

ました。

浮そのため、令和７年１月６日に、国土交通省及び環境省が連名で発出した事務連絡

「PFOS及びPFOAの水質検査の実施について」において、これまでPFOS及び

PFOAの水質検査を行っていない水道事業者、水道用水供給事業者及び専用水道の

設置者におかれましては、可能な限り給水される水に係る水質検査を実施し、濃度

の把握に努めていただくようお願いさせて頂いたところです。

浮また、令和７年４月１４日に、国土交通省及び環境省が連名で発出した事務連絡「

PFOS及びPFOAの水質検査の実施の徹底について」において、令和８年４月１日

からの円滑な施行に向けて、水質検査を確実に実施し、適切な対応を図って頂くよ

う、改めて連絡させて頂きました。

浮新規に井戸掘削や活性炭処理施設が必要など、対応方法によっては、数ヶ月要する

など、長い期間を要するため、早めに水質検査を実施し、50ng/Lを超過すること

が確認された場合は、適切な対応を図れるようお願いします。

５．水道水質管理
水道におけるPFOS及びPFOAに関するお願い事項について①

①水質検査の実施の徹底
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浮令和７年３月26日に、環境省が「PFOS等を含む水の処理に用いた使用済活性炭の適切な保管

等について」を発出し、暫定目標値を超過する濃度の水処理に用いた使用済活性炭の適切な

取扱いに関して留意すべき点等について整理

①使用済活性炭の適切な保管

・使用済活性炭を長期間保管する場合には、雨水等が当たらないよう保管 など

②使用済活性炭の適正処理

・排出事業者から廃棄物処理業者に対して含有情報を適切に提供

・「PFOS及びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項」（環境省環境再

生・資源循環局廃棄物規制課、令和４年９月）を参考に分解処理

・使用済み活性炭の濃度が５µg/kg-dry以下のものは、技術的留意事項の対象外※

※廃棄物処理法ほか関係法令を遵守の上、適正に処理

③使用済活性炭の再生

・再生事業者に含有情報を伝え、当該再生事業者において受入可能か確認

・排水又は排ガス中の PFOS 等の濃度を測定し、確実に分解処理されているかを

確認（技術的留意事項を参考）

５．水道水質管理
水道におけるPFOS及びPFOAに関するお願い事項②

②使用済活性炭の適切な取扱い
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〇簡易専用水道（地下式埋設式受水槽）

施 設：商用ビル

物 質：ノロウィルス

患者数：27名（ビル11店舗のうち5店舗、飲食店利用者及び従業員）

186

５．水道水質管理
令和６年度に発生した健康影響の発生した主な水質汚染事故について

■自治体プレスリリース

【調査概要】
保健所で当該建物内を調査したところ、受水槽内やテナントへ供給された水の状況に異常を認めた

こと、同日の複数のテナントの利用客において健康被害が発生していることが確認された。このこと
から、受水槽を経て供給された水がノロウイルスに汚染されたことを原因とする食中毒と断定し、当
該受水槽の設置者に対して原因究明や再発防止及び受水槽の維持管理を徹底するよう改善指示を行う。
■当該自治体から地下埋設式受水槽設置者への周知、啓発

〇地下埋設式受水槽の衛生管理について

一般的に、受水槽は地面や床上にFRPやステンレス製のものが設置されていますが、昭和50年
以前に建築された建物では、ビルの躯体コンクリート壁をそのまま受水槽として使用している地
下埋設式の受水槽が設置されている場合があります。

地下埋設式の受水槽は、天井・床・周壁の六面を外部から点検することができず、コンクリー
ト壁の経年劣化に伴う亀裂を通じて汚染水が流入する危険性があるなど、飲料水が汚染されるリ
スクが高い状況となっています。

地下埋設式受水槽の設置者におかれましては、汚染リスクのご理解と、受水槽の適切な維持管
理の実施をお願いします。併せて、直結給水方式への切替えや、六面点検が可能な床置型受水槽
への更新をご検討ください。



５．水道水質管理
その他皆様にお伝えしたいこと

⚫PFOS及びPFOAについて、令和８年度から水質基準となる方向で取りま

とめられていることも踏まえ、水質検査未実施の事業体におかれては早

急な実施をお願いいたします。

⚫貯水槽水道の検査受検率を向上させるためには、水道事業者と行政（衛

生担当部局等）との連携は不可欠です。水道事業者におかれましては、

貯水槽水道設置者の情報を行政に提供し、貯水槽水道設置者に対して行

政と連携して、水道事業者としての検査受検の指導・助言に努めるよう

お願いします。

⚫水質事故が発生した場合は、通知に基づき速やかに情報提供をお願いし

ます。

⚫水安全計画が未策定の事業体は、できるだけ早期に検討をお願いします。
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６．水資源開発関係の動向
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６．水資源開発関係の動向
水資源開発基本計画

189

【フルプランの変更】
● 全部変更閣議決定：吉野川水系（H31.4）、利根川・荒川水系（R3.5）、 淀川水系（R4.5）、

筑後川水系（R5.1）、豊川水系（R6.12）
（需要主導型の水資源開発の促進からリスク管理型の水の安定供給とした新たな水資源開
発基本計画に全部変更）

● 変更手続
・ 利水関係行政機関の長（農林水産大臣、経済産業大臣）
・ その他関係行政機関の長との協議
・ 関係都道府県知事の意見聴取
・ 国土審議会の意見聴取

【水資源政策に係る最近の動き】
● 今後の水資源政策のあり方について諮問（国土交通大臣→国土審議会長）平成25年10月
● 国土審議会水資源開発分科会調査企画部会（11回）、水資源開発分科会（２回）における審議を経て、答申を公表（平成27年3月）

● リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について諮問（国土交通大臣→国土審議会長）平成28年12月
● 国土審議会水資源開発分科会調査企画部会（２回）、水資源開発分科会（１回）における審議を経て、答申を公表（平成29年5月）

● 答申を踏まえた各水系フルプランの全部変更が進められている。

２ 今後の水資源政策について２ 今後の水資源政策について

これらを経て閣議決定後、国土交通大臣が決定

【フルプランとは】
国土交通省水管理・国土保全局水資源部が中心となって、水資源開発促進法に基づき、
水資源開発基本計画（通称：フルプラン）を策定

１ 水の用途別の需要の見通し及び供給の目標
２ 供給の目標を達成するため必要な施設の建設に関する基本的な事項
３ その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に関する重要事項

１ 水資源開発基本計画について１ 水資源開発基本計画について

安全で安心できる水を確保し、安定して利用できる仕組みをつくり、水の恵みを将来にわたって享受することができる社会を目指すことを基本
理念に据え、需要主導型の「水資源開発の促進」からリスク管理型の「水の安定供給」へのさらなる進化が重要としている

新たな水資源開発基本計画のあり方として、①水供給を巡るリスクに対応するための計画、②水供給の安全度を総合的に確保するための計
画、③ 既存施設の徹底活用、④ハード・ソフト施策の連携による全体システムの機能確保が提言されている。



６．水資源開発関係の動向
水資源開発基本計画の概要

190

事項 利根川水系及び荒川水系 豊川水系 木曽川水系 淀川水系 吉野川水系 筑後川水系

水系指定

1962年4月27日

(利根川水系) 

1974年12月24日

（荒川水系）

1990年2月6日 1965年6月25日 1962年4月27日 1966年11月18日 1964年10月16日

計
画
決
定

当初決定 1976年4月16日 1990年5月15日 1968年10月15日 1962年8月17日 1967年3月14日 1966年2月1日

現行計画 2021年5月28日（Ⅵ次） 2024年12月20日（Ⅲ次） 2004年6月15日（Ⅳ次） 2022年5月27日（Ⅵ次） 2019年4月19日（Ⅳ次） 2023年1月31日（Ⅴ次）

一部変更 2024年12月20日 － 2024年12月20日 － 2023年1月31日 －

計画目標年度 2030年度 2015年度 2015年度 2030年度 2030年度 2030年度

水資源開発基本計
画掲上事業
（R4.6時点）

完了した事業※

（改築事業を除
く）

26事業 1事業 8事業 14事業 7事業

12事業

（ただし、概成の１事業を

含む）

実施中の事業 5事業 2事業 2事業 － 3事業 4事業

水の供給
量もしくは
供給区域
を変更す
る事業

●思川開発

●霞ヶ浦導水

●設楽ダム建設

●豊川用水二期

●木曽川水系連絡導水

路
●吉野川下流域用水 ●寺内ダム再生

水の供給
量もしくは
供給区域
の変更を
伴わない
事業（包
括計上）

○成田用水施設改築

○利根川河口堰大規模

地震対策

○群馬用水施設改築

○木曽川用水濃尾第二

施設改築

○早明浦ダム再生

○旧吉野川河口堰等大

規模地震対策

○福岡導水施設地震対

策

○筑後川水系ダム群連

携

○筑後川下流用水総合

対策

※ 国及び独立行政法人水資源機構等が実施した事業で、新たな水資源開発を行った事業



６．水資源開発関係の動向
独立行政法人水資源機構について

【経緯】
● 水資源開発水系における水資源の開発及び利用の促進のため、水資源開発公団が設立（昭和37年）

（水資源開発促進法及び水資源開発公団法に基づく。）
● 特殊法人等整理合理化計画により独立行政法人への移行が決定し、独立行政法人水資源機構法案が可決成立（平成14年）
● 独立行政法人水資源機構の設立(平成15年)

【水資源機構の主な業務】
● フルプランに基づいて、利水・治水を目的とする、ダム、河口堰、湖沼水位調節施設、多目的水路、専用用水路等の新築（水の

供給量を増大させないものに限る。）又は改築
● 水資源開発施設の管理

【主務大臣】
● 役員、職員、財務、会計その他の管理業務・・・国土交通大臣（水資源部）
● 洪水防御機能又は流水の正常な機能の維持等を目的に含む施設(特定施設)に係る業務・・・国土交通大臣（旧河川局）
● 特定施設以外は、利水目的に応じて以下のとおり

工業用水・・・経済産業大臣
農業用水・・・農林水産大臣
水道用水・・・国土交通大臣

● 法令に定められた代表的な業務例
事業実施計画、施設管理規程の認可（新規・変更、以下同じ）
事業に係る負担金の支払方法の認可
中期目標の指示、中期計画の認可
業務実績評価の実施

【水資源機構事業】
● 水資源機構の水道関連事業全74事業のうち、34事業において国土交通大臣（水道）が主務大臣となっており、機構を指導・監督

（独立行政法人水資源機構の業務運営に関する省令で規定）
● このうち５事業は、国土交通大臣（水道）が単独で主務大臣

（→朝霞水路施設、長良導水施設、初瀬水路施設、福岡導水施設及び福岡導水施設地震対策）
● 国土交通省から機構に対して、令和７年度水道水源開発施設整備費補助として、約２３億円（対R6年度比39％）の国庫補助
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６．水資源開発関係の動向
水資源機構の事業

192

水系名

事業名

事業数
国土交通大臣（水道）が

主務大臣の事業
左記以外の

水道関連事業

利根川・荒川

利根導水路、印旛沼開発、群馬用水、
朝霞水路改築、東総用水、霞ヶ浦用水、
埼玉合口二期、[利根中央用水]、房総導水路、
印旛沼開発施設緊急改築、
群馬用水施設緊急改築、群馬用水緊急改築、
房総導水路施設緊急改築、
利根導水路大規模地震対策
＊群馬用水施設改築

矢木沢ダム、下久保ダム、利根川河口堰、
草木ダム、奈良俣ダム、霞ヶ浦開発、
利根大堰施設緊急改築、浦山ダム、滝沢ダム、武蔵
水路改築
＊思川開発
＊利根川河口堰大規模地震対策

27(３)

豊川
豊川用水施設緊急改築、豊川総合用水、
＊豊川用水二期

豊川用水 ４(１)

木曽川

木曽川用水、三重用水、長良導水、
木曽川用水施設緊急改築、愛知用水二期、
木曽川右岸施設緊急改築
木曽川右岸緊急改築

愛知用水、岩屋ダム、阿木川ダム、
長良川河口堰、味噌川ダム、徳山ダム、
＊木曽川水系連絡導水路

14(１)

淀川 [淀川大堰]、正蓮寺川利水、初瀬水路
高山ダム、青蓮寺ダム、室生ダム、一庫ダム、
琵琶湖開発、布目ダム、日吉ダム、比奈知ダム、川
上ダム

12

吉野川
香川用水、高知分水、
香川用水施設緊急改築
香川用水施設緊急対策

早明浦ダム、池田ダム、旧吉野川河口堰、
富郷ダム
＊旧吉野川河口堰等大規模地震対策

９(１)

筑後川
両筑平野用水、福岡導水、
両筑平野用水二期
＊福岡導水施設地震対策

寺内ダム、筑後大堰、大山ダム、
＊小石原川ダム（ただし令和元年度概成）

８(２)

事業数 36(3) 38(5) 74(８)

（注１） 令和７年４月１日現在
（注２） ＊を付したもの、および事業数の欄のカッコ内に示す数字は、現在建設中、実施計画調査中又は事業実施計画認可手続き中の事業である。
（注２） [利根中央用水] および[淀川大堰]は建設時に主務大臣、管理後は水道以外の主務大臣に変更。



６．水資源開発関係の動向
皆様にお伝えしたいこと

皆様にお伝えしたいこと

⚫今後もフルプラン水系におけるリスク管理型の水の
安定供給に向けたフルプランの全部変更、見直しが
進められますので、ご協力をお願いします。

⚫ （独）水資源機構は、水道に関わる水資源開発施設
（水路施設等）について、大規模地震対策等の改築
事業を進めていますので、引き続き事業推進にご協
力をお願いします。
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環境省水道水質・衛生管理室の取組
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１．水道水質基準について
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水道水の水質基準等の体系
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水道水におけるPFOS及びPFOAに関する検討

PFOS及びPFOAは、水道においては令和２年に水質管理目標設定項目に位置
づけられており、暫定目標値として50ng/L（PFOS及びPFOAの合算値）が
設定。

〇内閣府食品安全委員会の評価結果（令和６年６月）等を踏まえ、令和６年７月に、
水道水におけるPFOS及びPFOAの目標値等の見直しについて、専門家による議論

を開始。

〇「水道水におけるPFOS及びPFOAの検出状況に関する全国調査」の結果等を踏ま
えて検討を進め、令和７年２月６日に中央環境審議会水道水質・衛生管理小委員会
において方針案を議論し、おおむね了承を得た。
＜方針案の主な内容＞
・水質基準への引き上げ、基準値はPFOS及びPFOA合算で50ng/L
・水道事業者等の基準順守に向けた対応等を考慮し、令和８年４月１日に施行

〇今春を目途に、水道水質基準への引き上げ等に関する方向性を取りまとめる予定。
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水道におけるPFOS及びPFOA等の方針案

論点 方針案 根拠、補足等

位置付け 水質基準に格上げ ・水道統計や全国調査の結果、検出状況に関する要件を満たした。

基準値

PFOS、PFOA合算で
50ng/L
（結果として、現行の暫定目標値
（50ng/L）と同じ値）

・昨年６月の食品安全委員会の耐容一日摂取量（TDI：20ng/kg体重/日)
を元に改めて算出。(20ng/kg体重/日×50kg/2L×10％=50ng/L)

・PFOS,PFOAともに生殖発生の成長遅延をエンドポイントとしているこ
と、同時に環境中で検出されること等から安全側の観点から合算して評
価。

検査回数

・3か月に１回（簡易水
道、専用水道は条件を満
たせば半年に１回又は１
年に１回、等）
・条件を満たせば頻度の減少
が可能

・他の有機化合物の規定を踏襲。ただし、検査に対する負担等を考慮し、
PFAS汚染の可能性が低いと考えられる場合、簡易水道と専用水道は半
年に1回又は１年に１回。

・現行の規定を踏襲し、過去3年間の検出状況により検査頻度の減少（1年
に1回、3年に1回）が可能（水道法施行規則第15条第1項第3号ハ）。

施行時期 令和８年４月１日
・水道法に基づく省令を改正（令和７年６月頃公布予定）。
・水道事業者等による基準遵守に向けた対応等（自治体の予算計上、設備
導入等）の期間を確保する必要がある。

（１）PFOS及びPFOA

○このほか、水道法の適用を受けない飲用井戸におけるPFOS・PFOAについては、行政指導で対応予定。

論点 方針案 根拠、補足等

PFHxS 要検討項目に据え置き ・食品安全委員会の評価書では、現時点では指標値の算出は困難と判断されてい
ることなどから、引き続き要検討項目に位置付け。目標値は設定せず。

その他の
PFAS

要検討項目に追加 ・国際的動向（POPs条約、WHO）及び一斉分析による検出結果を踏まえ
て、複数のPFASをまとめて要検討項目に位置付け、情報、知見を収集す
る。

（２）PFOS、PFOA以外のPFAS
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水道水におけるPFOS・PFOAの検出状況

水道統計（日本水道協会）から、令和２～４年度に水道事業者等が給水栓水で実
施したPFOS及びPFOAの測定結果を集計

出典：令和６年度第2回水質基準逐次改正検討会資料１－２

（注）N.D.（定量下限値未満）は測定地点によって異なる（1, 2, 5又は10ng/L未満）。
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水道水におけるPFOS及びPFOAの全国調査

■水道施設におけるPFOS及びPFOAの検出状況等を把握するため、水道事業者（簡
易水道事業※１含む）、水道用水供給事業者、専用水道※２の設置者を対象に、国土
交通省と共同で令和６年５月29日に「水道におけるPFOS及びPFOAに関する調
査」を発出（集計期間：令和２～６年度、回答期限：９月末）
※１ 簡易水道事業：給水人口5,000人以下の水道事業

   ※２ 専用水道：寄宿舎、社宅等の自家用水道等で100人を超える居住者に給水するもの
又は1日最大給水量が20m3を超えるもの

◼ 全国調査のうち、水道事業及び水道用水供給事業の結果を令和６年11月29日に公表。
専用水道の結果は、令和６年12月24日に公表。

○水道事業及び水道用水供給事業について

・検査を行ったことがある事業数： 2,227（総数3,755）

・暫定目標値を超過した事業は、令和２年度は11事業あったが、年々減少し、令和６年度
（9月30日時点）は０事業。

（令和５年度までのいずれかで暫定目標値を超過した全14事業は、最新の検査結果では、
全て暫定目標値を下回っている）

○専用水道について

 ・検査を行ったことがある設置者数：1,929（総数8,177）

・うち、暫定目標値（PFOS・PFOAの合算値で50ng/L）を超過した専用水道数は、42。
国設専用水道の超過事例についてあわせて公表。

 ・超過した専用水道の多くでは、水道水への切替え等の対応措置済み又は飲用しないよう
な対応がとられている。

 ※一部の専用水道では、設置者に対して引き続き指導中

＜調査結果の概要＞
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２．クリプトスポリジウム対策について
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クリプトスポリジウム等対策 対策の概要
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クリプトスポリジウム等対策 水道水中のクリプトスポリジウム等対策の実施について

203



クリプトスポリジウム等対策 クリプトスポリジウム等の汚染のおそれの適切な判断について
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⚫PFOS 及びPFOAについては、水質基準への引き上げ、

令和８年４月１日施行が予定されております。

⚫検査未実施の水道事業者等におかれましては、早期に検

査を実施し、濃度の把握を行っていただきますようお願

いいたします。

皆様にお伝えしたいこと
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上下水道企画課
管理企画指導室の取組
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１．水道経営（水道料金、水道カルテ）
水道料金の改定状況

⚫ 水道料金の平均は近年わずかに上昇傾向にあり、値下げ事業者数は減少傾向にある

※令和2年度は料金改定事業者数が直近15年間で最も少なかったが、新型コロナウイルス感染症の影響等によるものと考えられる

⚫ 事業運営のために本来必要となる水道料金の値上げを実施しない場合、一般会計からの繰入れ（税金）による対応をとらな
い限り、老朽化した施設の更新などに必要となる財源を十分確保することができず、漏水等のリスクを抱える可能性が高くな
る。

207
【出典】「水道料金表（令和６年4月1日現在）」公益社団法人日本水道協会
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令和４年度以降に料金改定を実施した水道事業者における、検討状況（参考事例）

⚫ 宇治市水道事業経営審議会（令和4年度改定）

https://www.city.uji.kyoto.jp/soshiki/56/6348.html

⚫ 播磨町上下水道運営委員会（令和5年度改定）

https://www.town.harima.lg.jp/jougesui/jougesuidouunneiiinkai.html

⚫ 伊勢崎市水道料金等審議会（令和6年度改正）

https://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/siminbu/shimin/sien/list/machidukuri/2520.html

１．水道経営（水道料金、水道カルテ）
令和５年度※の水道料金改定 ※令和6年4月1日改定分を含む

208

改定事業者数 平均改定率
前回改定からの

平均期間
備考

全改定事業者 90 12.7％ 6.1年

値上げ事業者※ 85 13.8％ 6.1年
⚫ 最高値上げ率47.8％
⚫ 最長改定期間42年
⚫ 15％以上値上げ事業者数38

値下げ事業者 5 -6.2％ 5.3年
⚫ 最高値下げ率-16.8％
⚫ 最長改定期間9.5年

※改定率0.0％の8事業者を含む

出典 「水道料金表（令和６年４月１日現在）」 （公益社団法人 日本水道協会）に基づき国土交通省が作成

⚫ 料金改定については、利用者に対してわかりやすく丁寧に説明し、理解を得ることが必要である。

⚫ 他の水道事業者の料金改定時の検討資料等もご参考に、引き続き料金の適切性確保や利用者への理解促進に努めていた
だきたい。

https://www.town.harima.lg.jp/jougesui/jougesuidouunneiiinkai.html
https://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/siminbu/shimin/sien/list/machidukuri/2520.html


１．水道経営（水道料金、水道カルテ）
「水道施設の更新に係る状況を踏まえた計画的な更新及び適正な水道料金の設定等の促進について」（通知）
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１．水道経営（水道料金、水道カルテ）
「水道施設の更新に係る状況を踏まえた計画的な更新及び適正な水道料金の設定等の促進について」（水道法（抄））
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水道法施行規則（昭和32 年厚生省令第45 号）（抄）

（法第十四条第二項各号を適用するについて必要な技術的細目）

第十二条 法第十四条第三項に規定する技術的細目のうち、地方公共団体が水道事業を経営する場合に係る同

条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。

一 料金が、イに掲げる額とロに掲げる額の合算額からハに掲げる額を控除して算定された額を基礎として、

合理的かつ明確な根拠に基づき設定されたものであること。

イ 人件費、薬品費、動力費、修繕費、受水費、減価償却費、資産減耗費その他営業費用の合算額

ロ 支払利息と資産維持費（水道施設の計画的な更新等の原資として内部留保すべき額をいう。）との合算額

ハ 営業収益の額から給水収益を控除した額

二第十七条の四第一項の試算を行つた場合にあつては、前号イからハまでに掲げる額が、当該試算に基づき、

算定時からおおむね三年後から五年後までの期間について算定されたものであること。

三前号に規定する場合にあつては、料金が、同号の期間ごとの適切な時期に見直しを行うこととされている

こと。

四 第二号に規定する場合以外の場合にあつては、料金が、おおむね三年を通じ財政の均衡を保つことができ

るよう設定されたものであること。

五 料金が、水道の需要者相互の間の負担の公平性、水利用の合理性及び水道事業の安定性を勘案して設定さ

れたものであること。

１．水道経営（水道料金、水道カルテ）
「水道施設の更新に係る状況を踏まえた計画的な更新及び適正な水道料金の設定等の促進について」（水道法（抄））



１．水道経営（水道料金、水道カルテ） 
「水道施設の更新に係る状況を踏まえた計画的な更新及び適正な水道料金の設定等の促進について」（別紙１）

212

（略）

（略）

（略）



水道料金の設定・見直しに関する規定

213

１．水道経営（水道料金、水道カルテ）
水道料金の設定・見直しに関する規定の改正

人件費
薬品費
動力費
修繕費
受水費
減価償却費
資産減耗費
その他

イ

ロ

一 料金が、イに掲げる額とロに掲げる額の合算額
からハに掲げる額を控除して算定された額を基礎と
して、合理的かつ明確な根拠に基づき設定されたも
のであること。

 水道料金を
設定する基礎

損益計算書の「当年度純利益」
に計上

資産維持費：
日本水道協会の「水道料金算定要領」には、対象資産（※）に対して
３％を標準として計上するとされている。

（※対象資産：将来的に維持すべきと判断される償却資産）

水道法施行規則第12条（供給規程）

三 料金が、３～５年ごとの適切な時期に見直しを
行うこととされていること。

二 第十七条の四第一項の試算を行つた場合（水道
施設の更新を含む長期的な収支の試算）にあつては、
前号イからハまでに掲げる額が、当該試算に基づき、
算定時からおおむね３年後から５年後までの期間に
ついて算定されたものであること。

（営業収益）－（給水収益）ハ

• 資産維持費（水道施設
の計画的な更新等の
原資として内部留保す
べき額）

支払利息

 費用

 利益
（内部留保）

別紙２

平成30年水道法改正により、水道料金の設定・見直しに関する規定も改正された。



事業名
全国
平均

県内
平均

A市 L市 C市 N市 H町 E市 M市 P町 F市 B市 I市 R町 K市 G市 O市 Q市 D町 J市
X県（用水

供給）

グループ Ⅱ-0 Ⅱ-2 Ⅰ-1 Ⅱ-2 Ⅰ-2 Ⅱ-1 Ⅱ-2 I-3 Ⅱ-1 Ⅱ-0 Ⅱ-2 II-3 Ⅱ-2 Ⅱ-1 I-3 II-3 Ⅰ-1 Ⅱ-2 Ⅱ-0

料金回収率
（令和4年度）

104% 105% 115% 75% 120% 95% 100% 115% 95% 105% 125% 100% 110% 110% 110% 90% 105% 90% 105% 100%

＜参考＞
1か月の水道料金

3,332円 3,397円 3,451円 2,856円 3,219円 3,681円 4,210円 3,843円 3,754円 2,893円 3,124円 3,421円 2,945円 3,597円 4,067円 3,249円 3,145円 2,843円 3,457円 3,397円 ―

耐震化
率等

（令和4
年度）

基幹管路
の耐震
適合率

42% 38% 60% 30% 50% 20% 20% 30% 45% 40% 30% 90% 40% 10% 35% 40% 40% 30% 30% 40% 50%

浄水
施設

43% 52% 80% 50% 0% 95% 60% 100% 0% 40% 100% 100% 0% 0% 0% 100% 0% 20% 100% 50% 100%

配水池 63% 61% 70% 25% 100% 45% 50% 85% 40% 30% 85% 100% 80% 40% 95% 50% 0% 5% 100% 50% 100%

耐震化率等

料
金
回
収
率

0

1

2

3

全国平均以下の項目数

全国平均以下の項目数

全国平均以下の項目数

全国平均以下の項目数

（出典）水道統計（公益社団法人日本水道協会）をもとに国土交通省が作成

⚫ 「水道カルテ」では、料金回収率と耐震化率等を指標として設定し、視覚的にこれらの現状の確認や、他
の水道事業者等との比較を可能にしました。

⚫ 具体的には、料金回収率100％未満の水道事業者等をグループⅠ、100％以上をグループⅡとし、さらに
ハイフンの後にそれぞれのグループに耐震化率等の全国平均以下の項目数を付すことで、グループⅠ-
０～Ⅰ-３、グループⅡｰ０～Ⅱｰ３と分類しました。

■「水道カルテ」のイメージ

グループⅡ－３グループⅠ －３

赤字 黒字

グループⅡ－２グループⅠ－２

グループⅡ－１グループⅠ－１

グループⅡ－０
グループⅠ－０

X県（用水供給）

J市

D町

Q市O市

G市

K市

R町

I市

B市

F市

P町

M市

E市

N市H町

C市

L市

A市

県内平均

70% 80% 90% 100% 110% 120% 130%

※1か月水道料金：月20㎥使用料金（家庭用）

１．水道経営（水道料金、水道カルテ）
「水道カルテ」の概要
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耐震化率等

料
金
回
収
率

0

1

2

3

全国平均以下の項目数

全国平均以下の項目数

全国平均以下の項目数

全国平均以下の項目数

100%

赤字 黒字

計

グループⅠ-０
102事業者
（約7.6％）

グループⅡ－０
102事業者
（約7.6％）

204事業者
（約15.1％）

グループⅠ-１
139事業者
（約10.3％）

グループⅡ－１
165事業者
（約12.2％）

304事業者
（約22.6％）

グループⅠ-２
240事業者
（約17.8％）

グループⅡ－２
187事業者
（約13.9％）

427事業者
（約31.7％）

グループⅠ-３
248事業者
（約18.4％）

グループⅡ－３
164事業者
（約12.2％）

412事業者
（約30.6％）

 計 729事業者
  （約54.1％）

計 618事業者
  （約45.9％）

1,347事業者
（100％）

1,347の水道事業者等のうち、料金回収率が100％未満で、全ての施設の耐震化率等が全国平均を下回る
のが248事業者(Ⅰ-3)、料金回収率が100％以上であっても、全ての施設の耐震化率等が全国平均を下回
るのが164事業者(Ⅱ-3)という結果となりました。

※1,375の対象事業者のうち、料金回収率が算定できない水道事業者等（28事業者）を除いています。

１．水道経営（水道料金、水道カルテ）
「水道カルテ」の事業者数
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１．水道経営、水道料金、水道カルテ
皆様にお伝えしたいこと

皆様にお伝えしたいこと

⚫「水道カルテ」をご確認いただき、経営改善と

耐震化の必要性を認識いただくツールとしてご

活用をお願いいたします。

⚫水道施設の更新に係る状況を踏まえた計画的な

更新及び適正な水道料金の設定をお願いいたし

ます。

⚫資産維持費の定義を再度ご確認の上、住民理解

促進に努めてください。
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上下水道企画課の取組
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＜目次＞上下水道企画課の取組

1. 上下水道政策の基本的なあり方検討会について

2. 「水」道場について

3. 災害対策基本法等の一部を改正する法律案について
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１．上下水道政策の基本的なあり方検討会について

検討会設置の趣旨検討会設置の趣旨

〇 令和６年４月の水道行政の移管により、国土交通省に
おいて水道・下水道行政を所管

〇 水道・下水道を取り巻く環境が厳しさを増す中、強靱で
持続的な上下水道の実現を図るとともに、様々な社会
的な要請にも対応していく必要

〇 水道・下水道の共通点や相違点を踏まえ、水道と下水
道あるいは他分野とも連携しつつ上下水道の進化を図
るため、今後の上下水道政策の基本的方向性を議論
する「上下水道政策の基本的なあり方検討会」を設置

検討会における論点検討会における論点

〇 2050年の社会経済情勢を見据え、強靱で持続的、ま
た、多様な社会的要請に応える上下水道システムへ進
化するための基本的な方向性（基本方針）は如何にあ
るべきか

219

委員長：滝沢智 東京都立大学特任教授

第1回検討会の様子（令和6年11月29日）

➢ 今後の上下水道政策の基本的なあり方について検討を行うことを目的として、学識経験者、地方公共団体、
関係団体からなる「上下水道政策の基本的なあり方検討会」を設置。

➢ 令和７年６月に中間とりまとめ、令和７年度中に最終とりまとめを予定。
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●住民が安心かつ持続的な生活を
送ることができる社会

○人口減少のもと、最重要インフラである上下水道事業は如何にあ
るべきか

○水道、下水道の費用負担は如何にあるべきか

○上下水道一体で対応すべきことは何か

○持続的にサービスを提供するため、社会的な理解の醸成は如何
にあるべきか

●強靱で安全、災害やリスクに強い社会

○多発・激甚化する災害に対して、上下水道サービスは如何にある
べきか

○施設の老朽化、将来の不確実性あるいは増加するサイバー攻撃
等のリスクに対して、上下水道の目指す方向性は如何にあるべき
か

○水の恩恵を最大限生かすため上下水道は如何にあるべきか

○地域ごとの水環境は如何にあるべきか

○流域関係者との連携は如何にあるべきか

●水による恩恵の最大化、
リスクの最小化が図られる社会

●省エネ・創エネを通じて、

脱炭素化が図られる社
会○2050年カーボンニュートラルに対し上下水道は如何にあるべきか

○エネルギー問題に対して、上下水道は如何にあるべきか

○上下水道の有する資源の活用は如何にあるべきか

○将来的な経済成長に対して、上下水道はどのような役割を担うべ
きか

○上下水道分野の国際貢献・水ビジネス展開は如何にあるべきか

●持続的な発展・成長が図られる社会

施策の推進に必要な視点

○連携・協働（クロスボーダー、クロスセクター）
○人材、教育・広報
○デジタル技術をはじめとした新技術の活用
○ハードとソフトの組合わせ
○地域特性に応じた対応（広域化と分散化、地域社会・経済への貢献）
○柔軟性（計画の柔軟性、規格、仕様等の柔軟な見直し）
○時間軸
○関連する複数の課題への対応
○制度設計・ガバナンス

１．上下水道政策の基本的なあり方検討会について
検討会における論点と視点(案)



２．「水」道場について
 「水」道場の概要
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○水道整備・管理行政の移管を踏まえて上下水道一体の人材育成研修、「水」道場を開催。

若手職員が抱える業務上の課題や各自治体が抱える上下水道における課題等を議論、水道及び下水道の垣根や組織の枠を超えた
若手職員の自己研鑽・切磋琢磨の場を創出することにより、「日本の上下水道を世界の人口減少下における人材育成モデルにす
る」ことを目的とした取組。

【スケジュール】
第1回 令和6年10月実施（対面）
⇒情報共有、テーマの決定

第2回 令和6年12月実施（Web）
⇒中間発表

第3回 令和7年1月実施（対面・Web併用）
⇒最終発表

【テーマ】
「上下水道一体で考える」
グループ内各自（水道・下水道）部局で、取り組んでいる事についての情報交換を
行い、それぞれの特徴や長所についてお互いが活かせることを議論し発表する。

【参加者】
1班あたり4～5名 計11班 (合計48名) 年齢層：20代～30代前半
水道職員：22名
下水道職員：20名
上下水道職員※：6名
※水道・下水道、両部署経験ありや、上下水道課など部署所属者

集合写真 グループディスカッションの様子 最終発表の様子

令和6年度開催概要

趣旨目的
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・上下水道審議官賞 (6班：持続可能な管路更新に資する官民連携の可能性について)
今後の上下水道管路の老朽化、上下水道事業従事者の減少の課題に着目。上下水道一体での管路の設計・施工・

維持管理・修繕を包括的に発注し、民間企業の裁量の自由度を高めることでワンストップでの対応、行政としても
管理者としての判断に専念できるなど、様々な利点があると提案。

・官房審議官賞 (4班：上下水道広域化・共同化計画 ～つなぐ水、広がる未来～)
上下水道一体での事業を今後推進する際に、事業を主導して行う部署がないことを問題と捉え、上下水道一体で

の事業を推進、事業統一に向け先導する「水イノベーション推進課」の設立を提案。同課は、民間企業からの出向
も視野に入れ様々な観点から上下水道事業を推進。

・上下水道企画課長賞 (1班：埋設物の３Dモデル化に向けて)
能登半島地震被害による災害支援に行った際、水道・下水道台帳が現地と異なっており調査の際に苦労をした経

験から、水道・下水道だけでなく他インフラと統合した３Dモデル化の台帳作成を提案。また、台帳は全国共通の
様式で作成し、さらにはクラウド化することにより、災害時などでも容易に台帳を確認でき早期復旧へ繋げる。

表彰事例

２．「水」道場について
 昨年度の発表事例

1班: 埋設物の３Dモデル化に向けて
2班: 上下水道連携したBCP作成の推進
3班: 上下水道における市民目線の災害対策
4班: 上下水道広域化・共同化計画 ～つなぐ水、広がる未来
～
5班: 将来の需要等を見据えた施設統廃合の推進、

 ＡＩ等を活用した業務効率化の推進
6班: 持続可能な管路更新に資する官民連携の可能性について

7班: デジタル活用で進化する持続可能な上下水道サービス
8班: 上下水道事業に係る広報と人材育成
9班: 日本上下水道協会

JWSWA(Japan water and sewage works associations)の設立
10班: 上下水道一体でのＩＣＴ、ＤＸの導入
11班: 上下水道Sprit Of Solidarity ～上下水道事業の一致団結～

各班 発表テーマ

（最終発表後、参加者全員による投票で決定）



趣 旨

改正内容

令和６年能登半島地震の教訓等を踏まえ、災害対策の強化を図るため、国による支援体制の強化、福祉的支援等の充実、広域避

難の円滑化、ボランティア団体との連携、防災DX・備蓄の推進、インフラ復旧・復興の迅速化等について、以下の措置を講ずる。

施行期日：公布の日 及び 公布から起算して３月以内で政令で定める日（夏の出水期前の施行）

②被災者支援の充実

２）広域避難の円滑化

３）「被災者援護協力団体」の登録制度の創設
１）被災者に対する福祉的支援等の充実

①国による災害対応の強化

１）国による地方公共団体に対する支援体制の強化

２）司令塔として内閣府に「防災監」を設置 
国による応援組織の例（国土交通省TEC-FORCE）

③インフラ復旧・復興の迅速化

１）水道復旧の迅速化 

２）宅地の耐震化（液状化対策）の推進 ３）まちの復興拠点整備のための都市計画の特例 水道の復旧（被災した浄水場）
★大規模災害復興法

★災害救助法、災害対策基本法

⚫ 高齢者等の要配慮者、在宅避難者など多様な支援ニーズに対応するた
め、災害救助法の救助の種類に「福祉サービスの提供」を追加し、福祉
関係者との連携を強化。災害対策基本法においても「福祉サービスの提
供」を明記。

⚫ 支援につなげるための被災者、避難所の状況の把握。

４）防災DX・備蓄の推進

★水道法

高齢者等への対応

⚫ 広域避難における、避難元及び避難先市町村間の情報連携の推進。
⚫ 広域避難者に対する情報提供の充実。
⚫ 市町村が作成する被災者台帳について、都道府県による支援を明確化。

⚫ 避難所の運営支援、炊き出し、被災家屋の片付け等の被災者援護に協
力するNPO・ボランティア団体等について、国の登録制度を創設。

⚫ 登録被災者援護協力団体は、市町村から、被災者等の情報の提供を受
けることができる。

⚫ 都道府県は、災害救助法が適用された場合、登録団体を救助業務に協
力させることができ、この場合において実費を支弁。

⚫ 国は、必要な場合、登録団体に協力を求めることができる。国民のボランティ
ア活動の参加を促進。

被災家屋の片付け炊き出し

⚫ 国は、地方公共団体に対する応援組織体制を整備・強化。

⚫ 被災者支援に当たって、デジタル技術の活用。
⚫ 地方公共団体は、年一回、備蓄状況を公表。

★災害対策基本法、災害救助法

★災害対策基本法

★災害対策基本法

★災害対策基本法

★内閣府設置法

★災害対策基本法

⚫ 日本下水道事業団の業務として、地方公共団体との協定に基づく水道復旧工事を追加。
また、水道事業者による水道本管復旧のための土地の立入り等を可能とする。

車中泊への対応

⚫ 国は、地方公共団体からの要請を待たず、先手で支援。

３．災害対策基本法等の一部を改正する法律案について

法律案の概要
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趣 旨
⚫日本下水道事業団が、被災した水道施設（浄水場等の基幹施設）の修繕や復旧工事を行うこと
ができることとする。*日本下水道事業団は、地方公共団体の委託を受けて下水道施設の建設等を行う地方共同法人。

⚫水道事業者は、災害時の水道（配水管）の調査・復旧のため緊急の必要があるときは、住民等の
土地に入り、止水栓を閉めることができることとする。

【背景】 能登半島地震において、水道は、浄水場等の基幹施設や管路が甚大な被害を受け、広範囲かつ長期の断水が発生。
基幹施設の修繕や復旧に関する技術力を有する団体の活用や、迅速な管路復旧の支障を除く措置が必要。

止水栓を
閉める宅

地

道
路

水道施設の修繕・復旧工事に関する協定を締結

水道事業者等の委託に基づき、事業団が発生直後の修繕、
更には本格的な復旧工事まで実施可能に

災害発生（水道施設が被災）

配水管の被災

水道事業者等（地方公共団
体）

日本下水道事業団

※能登半島地震の事例

配水管の漏水調査・復旧工事の前に
止水栓を閉める必要

（通水した際の宅内等での漏水を防ぐため）

住民等が不在でも、職員が宅地に入り
止水栓を閉めることが可能に

※電気・機械、土木等の高度な技術力を活用

浄水場沈澱池の躯体ひび割れ 浄水場取水口の損傷

配水管の
調査・復旧

●日本下水道事業団法の特例 ●災害時の給水装置の操作

３．災害対策基本法等の一部を改正する法律案について

水道復旧の迅速化
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上下水道国際室の取組
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【事業の流れ／国土交通省の関与】

○ 水供給問題は地球規模での喫緊の課題。途上国のインフラ整備支援及び我が国の経済成長にも直結するこ
とから、この課題解決向けて、官民連携で取り組んでいるところ。

○ 開発協力大綱及び国別開発協力方針に加え、水道開発による地球規模課題対策の相乗効果を追求し、水供
給開発・改善計画を形成。

○ 我が国の水道事業体は、豊富な経験や知見、高水準の技術を生かした技術援助の能力を有しており、地方公
共団体の技術人材等を活用した水道事業の海外展開を行うことで、我が国の海外人材の育成も同時に実現。

水道分野の国際展開

JICA技術協力プロジェクト
への専門家推薦、JICA訪日
研修や外務省途上国行政官
招聘事業における講義

途上国における水道開発の
ための計画作成指導、法
律・制度策定の支援

水道分野の我が国の国際協力
の在り方に関する検討

日本の水道技術・製品・サー
ビスのビジネス展開

SDGs
持続可能な開発目標（2015年採択）

目標6. すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続
可能な管理を確保する

＜ターゲット6.1＞
2030年までに、すべての人々の、安全で安価な
飲料水の普遍的かつ平等なアクセスを達成する。

○新水道ビジョン（2013年3月 厚生労働省）

○インフラシステム海外展開戦略2025（2020年

12月 経協インフラ戦略会議決定）

○開発協力大綱の策定（2023年６月改定）

国際機関の水に関する役割・
取組への関与

案件選定方針決定

水道開発・改善案件発掘

水道開発・改善P形成

開発ドナー機関が詳細設計等

ドナー発注先の建設

水道国際協力検討会

ODA要請書作成指導

・P展開の支援
・技術人材派遣

完成

本邦技術・製品・サー
ビスとのビジネスマッ
チング
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▼ 途上国の多くは、気候変動の影響を顕著に受けており、気候変動に対する強靱な水供給システムの改善計画の
策定を提案することが多い。

○ 水道分野におけるODAによる支援は、途上国から日本国政府への優良なODA要請案件を増やすとともに、
ODA案件の安定的継続・拡大を図るため、１９８４年度から継続して実施。

○ ２０２３年度までに１１８件の要請書を提出し、うち８割以上がODA案件として採択。世界銀行やアジア開発銀
行の案件として採択された計画もある。

水道分野の国際展開
（１） ＯＤＡ対象国との水供給改善計画作成
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＜開発援助から、日本の水道技術のビジネス展開を目指して＞

○ ２００８年度以降、東南アジア地域の開発途上国等において、官民（関係省庁と水道事業体（地方公共団体）、
水道分野の民間企業等）連携による技術セミナーを開催し、現地の水道にかかる課題解決と我が国の技術や
製品・サービスとのマッチングを実施。計１２か国において、計３６回のセミナーを行い、東南アジア地域を中心
に現地機関とのコネクションを構築するとともに、一定の民間企業の展開が図られている。

○ ２０２３年度初めて太平洋島嶼国において開催し、新たなビジネス展開を目指している。

水道分野の国際展開
（２） 官民連携による海外ビジネス展開
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■ 水道セミナー・現地調査

日本の民間企業と水道事業者
等が共同で、対象国の政府や水
道関係者に対する技術セミナーや
調査を開催し、現地の課題と日本
の技術とのマッチングを図る。

■案件発掘調査

日本の民間企業と水道事業者等が共同して、
対象国の計画・案件を調査し、事業実施に向け
て、日本の技術を導入する方策を検討する。

＜日本企業の主な受注実績＞

カンボジアでの事例
水道セミナー・現地調査（2013年度から2022年度に参加した日本企業が、2022年にカンボジア王国カンポット州北部のチュレス区バクニム

村でPPWSA向けに浄水設備を納入した。

ベトナムでの事例
2014年度現地調査に参加した日本企業が、2015年～2019年にハイフォン市水道公社よりマッピングシステム再構築業務を受注した。

＜日本企業の主な受注実績＞

カンボジアでの事例
水道セミナー・現地調査（2013年度から2022年度に参加した日本企業が、2022年にカンボジア王国カンポット州北部のチュレス区バクニム

村でPPWSA向けに浄水設備を納入した。

ベトナムでの事例
2014年度現地調査に参加した日本企業が、2015年～2019年にハイフォン市水道公社よりマッピングシステム再構築業務を受注した。229

水道分野の国際展開
（３） 官民連携による海外ビジネス展開事例

○ 東南アジア地域等の開発途上国において、案件発掘の段階から官民（国土交通省、地方公共団体及び民間
企業等）が連携し、相手国との良好な関係構築を図り、日本の水道産業の国際展開を支援する取組を実施。



皆様にお伝えしたいこと

○ 海外での具体プロジェクトの案件形成があれば、

是非情報をお寄せください。 国土交通省として、

支援・協力できる分野を検討させて頂きます。

○ JICAの技術協力プロジェクト支援のため、引き続

き、水道専門家派遣への協力をお願いします。

水道分野の国際展開
皆様にお伝えしたいこと
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地方公共団体の取組
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衛星を活用した水道管路の

漏水調査業務の共同発注について

令和７年４月２２日（火）

宮城県土木部都市環境課

令和７年度全国水道主管課長会議資料
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１ 実施した背景、必要性

233

（１）水道事業の経営改善の必要性
水道事業は、今後人口減少に伴い水使用量が減少し、料金収入が減少する一方、高度経

済成長期に整備された水道施設の老朽化により、更新費用が大幅に増加することも見込まれて
いる。このまま何も対策を行わない限り、大幅な料金値上げや漏水・破損事故による断水が多発
する可能性がある。

（２）人員不足
県内の技術職員数は、40歳以上の職員が約7割を占めており、今後、補充がなければ大幅に

減少する。一方、特に中小規模の事業者では、職員を募集しても応募者が集まらない状況であ
り、デジタル技術を活用した業務効率化や民間活用を進めていく必要に迫られている。

106 97 87 77 68 

81 76 69 61 54 

74 69 63 56 50 

383 368 343 
311 282 

643 610 561 
505 

455 

0

200

400
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H30 R10 R20 R30 R40

有収水量（千㎥/日） 東部圏域 大崎圏域 仙南圏域 仙塩圏域

R2 将来見込(R40)

県全体582名(うち約7割が40歳超) 390名(退職・若手不足により約3割減少)

宮城県水道広域化推進プラン（令和５年３月）等における課題分析



２ 宮城県の水道事業広域連携の考え方

「将来的には圏域を超えた、より大きい単位による様々な形態での事業統合の実現」を目指しつつ、
地理的条件や施設規模、財政状況など各水道事業者を取り巻く環境等に配慮し、“地域の実
情に応じた広域連携”をできるところから進めていくものとする。

出典：令和５年度 第４回水道整備・管理行政に関する説明会資料（厚生労働省）
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３ 広域連携の会議体

235

「広域連携検討会」
・担当課長級を対象に年３回程
度実施
・基本方針の決定、取組の報告等

「機能別検討部会」
・担当職員を対象に随時（年４
回程度）開催
・勉強会形式で各テーマの最新の
動向等を共有し、アンケート等で意
向を集約

【福島県との連携】

福島県とは、県域を越えた災害時応援体制整備の検討を共同で行うなど、従前より連携してきた
経緯があり、当県から福島県へ声掛けし、共同発注への参画も検討することとなった。
具体的には、両県の市町村等事業者を対象とした機能別検討部会を開催することで、意向の集

約を行った。



４ 事業概要（令和６年度衛星を活用した水道管路の漏水調査業務の共同発注）

・人工衛星が取得した画像データを独自アルゴリズムと
AIを用いて解析し、漏水箇所を検出する技術。

・音聴調査等の全体の効率性・事業性が向上し、漏
水発見の効率化と低コスト化を実現、有収率の向上
に繋げる。 236

取組概要

宮城県及び福島県の水道事業者において、コスト削減と業務効率化に向けた取組を進め
るため、水道の漏水調査について、衛星を活用した効率的な調査手法を導入することとし、
また、共同で発注することとした。

【福島県】（１事業者）
相馬地方広域水道企業団
※相馬市、新地町、南相
馬市の一部（鹿島区）

【宮城県】（11事業者）
気仙沼市、白石市、角田
市、登米市、栗原市、富谷
市、村田町、柴田町、丸森
町、涌谷町、大郷町

導入技術の概要 参加団体（R6）

※R6委託事業者の技術



５ 検討の視点

 

検討の視点
市町村等水道事業者は規模の大小はあるが、基本的には同様の業務を行っている。今回採用
した「漏水調査」は、多くの自治体で毎年実施しているものであり、衛星を活用した調査を実施す
ることで①業務の効率化が図られ、また共同で委託発注することで②事業コストが削減され、更に
は県が事務を支援することで、③市町村等水道事業者の発注等に係る業務量（手間）の軽減
が見込まれることから、複数の希望があれば、実施することとした。

①業務効率化（定型的業務のデジタル技術活用）
市町村内全域を対象とした漏水可能性のある箇所が示されるので、
現場で実施する音聴調査の期間が短縮できる。

②事業コスト
事業者へのヒアリングの結果、複数の市町村等水道事業者が共同
発注するのであれば、委託事業費を圧縮できる。

③発注等に係る業務量（手間）
委託事業者選定までの事務を、県が事務局の一員として支援するこ
とで、水道事業者の事務は大幅に軽減される。

実施効果あり
が見込まれ、

令和５年度に開催し
た機能別検討部会
において最も要望が

多かったことから、

委託業務の共同
発注の実施を決

定
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６ 事業実施までの主なフロー（令和６年度共同発注）
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７ 主な実施効果 ※再掲含む

① 事業コストの削減
12事業者が共同発注したことで、個別発注よりも相当程度安価な金額（12事業者合計で56,849,100円）により

実施することができ、その上、デジタル田園都市国家構想交付金（1/2国補助）を活用したことから、自己負担も含めた
コスト削減を実現することができた。

② 漏水調査の効率的な実施（全域音聴→可能性有箇所のみ音聴）
従来の漏水調査は、市町村内全域を、複数年かけて管路上の路面を歩く音聴調査により実施していたが、今回の衛

星活用で全域から漏水可能性のある箇所が特定されるため、その特定箇所のみの音聴調査となり、調査期間の短縮につ
ながった。

③ 実施までの事務量（手間）の削減
委託事業者選定までの事務について、県が協議会事務局の一員として支援することで、水道事業者の事務量を削減

することができた。

④ 関係構築とスキルアップ
共同発注という業務で、他の水道事業者職員と意見交換・議論

しながら進めたことにより、水道事業者間の更なる良好な関係構築と、
職員のスキルアップにつながった。

⑤ 波及効果
令和7年度の共同発注に向け、令和7年2月10日、宮城県・福島県の

10事業者（※）で基本合意締結が行われた。
（※）（宮城県）蔵王町、川崎町、山元町、大衡村、石巻地方広域水道企業団

 （福島県）いわき市、喜多方市、南相馬市、伊達市、泉崎村

239
機能別検討部会での議論の様子



奈良県広域水道企業団

奈良県における県域水道一体化の取組

１ 奈良県の上水道の現状

２ これまでの経緯

３ 奈良県の水道広域化の特徴

４ 今後の取組

～ 奈良県広域水道企業団の使命 ～

Ｐ１

Ｐ２

Ｐ３～６

Ｐ７

P８

令和７年４月２２日 全国水道主管課長会議

県の水道用水供給事業と２６市町村の水道事業等の事業を共同処理する

奈良県広域水道企業団が昨年１１月１日に設立し、

本年４月１日から事業開始しました。
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給水人口と水需要 水道施設の老朽化 水道関係人員

１ 奈良県の上水道の現状

（注）グラフの数値は、企業団の構成団体となる団体に係る集計数値

連携して広域で対処（県域水道一体化）に向け、
平成３０年度から県と関係市町村とで検討を開始

こうした課題は、市町村単独で対処するのは極めて困難

プラス 奈良県の
特殊事情

平成の市町村合併が進まず、水道事業
の経営が小規模な自治体が多数

県内
市町村数

（現在）←（市町村合併前）
３９ ４７

県内人口 １，３１５千人（R6.1）

給水人口の減少に伴い、
有収水量（＝給水収益）も減少

古い水道管の割合は全国平均
より高く、老朽化は進んでいる

熟練職員の退職などにより、
年々減少
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時 期 取 組 内 容

Ｈ29年 10月 県・市町村サミット 「県域水道一体化の目指す姿と方向性」 提示

Ｈ30年 ４月 県域水道一体化検討会 発足（県・関係市町村等の部局長・課長）

Ｒ元年 10月 水道法の一部改正

Ｒ３年 １月 「水道事業等の統合に関する覚書」  締結
           （県・２７市町村・奈良広域水質検査センター組合の長）

８月 奈良県広域水道企業団設立準備協議会 発足
→ Ｒ６年１１月までに１２回開催

  協議会の下に、実務者による作業部会、首長による検討部会 設置
→ 計１７０回以上開催

Ｒ５年 ２月 第６回協議会  基本計画の策定、基本協定の締結（２６団体の長）

Ｒ６年 ３月 第９回協議会   一体化後の大枠に合意

（組織体制、統合後の統一水道料金、施設整備計画等）

７月 第11回協議会 企業団規約案・基本計画改定案に合意

９～10月 全関係団体の９月議会 企業団設立のための議案 可決

11月１日 企業団設立許可（総務大臣）・設立

12月１日 企業団設立式

Ｒ７年 ２月20日 企業団議会（初 臨時会） 全議案可決

４月１日 事業開始

・Ｒ７年度からの事業統合
・統合時に水道料金統一（基本） 等

合意
事項

２ これまでの経緯
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生駒市

天理市

宇陀市桜井市

橿原市

田原本町

平群町 大和郡山市

斑鳩町

香芝市

三郷町

広陵町

大和
高田市

御所市

五條市

大淀町

王寺町

高取町

明日香村

吉野町

下市町

安堵町

川西町

三宅町
河合町

上牧町

三重県

京都府

大阪府 奈良県

３ 奈良県の水道広域化の特徴

〇経営主体は 企業団（一部事務組合）

〇構成団体は 県と２６市町村 

① 経営主体・組織

県、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、桜井市、五條市、

御所市､生駒市、香芝市、宇陀市、平群町、三郷町、斑鳩町、

安堵町、川西長、三宅町、田原本町、高取町、明日香村､上牧町、

王寺町、広陵町、河合町、吉野町、大淀町、下市町

統合の形態

組織
管理

・事業管理 ・財務 など
水道事業

認可
料金体系

すべてを一体化

〇統合形態は 事業統合

〇構成団体が連携して企業団運営

  ・正副企業長会議を設置（企業長・副企業長の
  合議で経営上の方針決定）
・全構成団体の長で重要事項を協議する
運営協議会の設置

・企業団議会の議員は全構成団体の議会から選出
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○上記に基づき、具体的な整備方針と２つの施設整備計画を策定し、計画的に推進

〇次の３つの観点から施設整備を推進

【整備方針】
①施設・設備
 厚生労働省が示す更新基準年数を基本に、

老朽化や耐震性の実状等を勘案して更新
②管路
 基幹管路、重要給水施設管路を重点としつつ、

健全度と重要度を勘案して優先順位を付けて更新

【２つの具体的計画】
①広域化施設整備計画
 浄水・取水・送配水施設など広域的施設の整備

 計画（統合後30年間の事業別・年度別事業費見込）
②経年施設更新計画
 老朽化が進む既存の施設・管路などの更新計画
 （統合後10年間の団体別・年度別等の事業費見込）

② 施 設 整 備

水需要の将来見通し
に応じた機能を確保

老朽化対策を
着実に推進

バックアップ機能
を確保

〇水道施設の広域化に対する財政支援を受け、積極的に推進

・国より交付金（事業費の１／３。統合から１０年間）

・県からも、国の交付金と同額の財政支援（本県独自） 244



③ 水 道 料 金

〇統合時に料金統一（基本）（令和７年４月から）
（経過措置、一部地域（大淀町域）の別料金設定あり）

〇各市町村が単独経営を続ける場合よりも将来の料金上昇を抑制

統合時 将来

単独経営の場合よりも、
将来の料金上昇を抑制

統合時に料金統一（基本）
（水準抑制）

〇料金水準は、５年ごとに、財政の健全性が確保できるよう設定されたもの
 であるかを検討。期間中も毎年度、財政健全性に支障が生じていないか
確認（企業団規約にその旨明記）
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【試算条件の概要】

○水道事業（大淀町域以外と大淀町域ごと）及び用水供給事業ごとに、統合後３０年間の財政収支の見通しを試算

財政健全性確保のための基本設定 収益的収支 期間中の黒字を確保

資金期末残高 期間中、給水収益相当を確保

企業債 期間中、給水収益の３倍以内になるよう発行制限

建設改良費
（投資）

各構成団体が整備実績や計画を勘案の上今後の老朽化対策等に必要と見込んだ額の計（4,270億円）に。一体化後の新
たな投資の増減（△109億円）を反映（4,161億円）

投資財源 国交付金（211億円）・県財政支援（211億円）を活用（R７～16（10年間））

その他の項目 各構成団体が積算した値を基に、他律的要素（給水人口、物価、人件費、企業債借入利率等）等を反映

〇料金水準の設定に当たっては、事業開始（Ｒ７）から３０年間の財政収支の
見通しを立て、見通し期間中の財政の健全性が確保できる水準を試算

※水道事業（大淀町域）、用水供給事業のグラフは掲載省略
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４ 今後の取り組み

〇組織・人員

・統合後当面は各団体からの職員派遣を基本とするが、今後の人員・採用

の方向性を令和７年度中に策定

・統合当初は、各構成団体のこれまでの執務所を市町村事務所（２２事務

所）とするが、事務所の集約化を統合後１０年間を目途に進める

〇ＤＸの推進

・施設の整備・修繕、漏水調査等へのデジタル技術活用の先進事例に学び、

効果の高いものは積極的に導入

・働きやすい、魅力ある職場づくりのため、職場環境のＤＸを推進

〇施設整備

・施設整備計画（令和６年７月策定）を着実に実行し、老朽化対策・耐震

化、水需要に応じた最適化を進める

〇財政運営

・毎年度、財政収支の長期見通しの検証を行い、財政の健全性を確認

（水道料金の水準は、財政の健全性が確保できる水準であるかを確認し、

必要に応じ見直しを実施）
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奈良県広域水道企業団の使命

県と関係市町村が広域で連携して、
〇老朽化対策等による施設の強靱化と
〇必要な収入を確保して財政基盤の強化

  を図り、

 安全で安心な水道水を将来にわたって
 持続的に供給
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神戸市における

ＡＩ技術を活用した給水装置工事
の図面審査について
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審査・検査の目的

250

配水管から分岐して各戸へ給水するための

などの給水用具

安全な水を安定的に

供給するため給水装置の

構造・材質を確認

給水装置とは

給水管

メーター

蛇口

屋内配管
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これまでの課題

• 年間6,500件の工事申請に対
し、約9割が工事用や１戸建て
住宅のようなチェック項目が限
られているもの（簡易な工事）

• 簡易な工事の審査件数が多く、
職員のスキルアップにつながら
ない（単純業務が多く、若手職
員にとって魅力のある職場と言
えない）

• 集合住宅や総合病院、工場など
は、特殊な給水装置や受水槽、
加圧ポンプが多く、水理計算も
必要 ⇒ 知識・経験が必要

• 配属期間や、携わった工事案件
によって生じる能力差により、
指定業者へ正確な指示内容が
伝わらず、申請図のレベルアッ
プを阻害（人によって言うこと
が違う）

• 若手職員の異動サイクルが早く、
業務を習得する前に異動とな
る

• 人員が少なく、時代の変化に応
じて審査基準の見直しや新しい
給水器具への対応が不足
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AI審査アプリ導入の経緯

■ AIの主な活用事例

• 医療分野におけるがんの早期発見

• 製造業における不良品チェック

© 2024 Fujitsu Japan Limited

写っているのは「人：４ 車：1 スマホ：１」などを認識

給水装置工事の図面審査に活用

• 装置記号が決まっており画像認識
技術の活用が可能

• 申請件数が多い

• 戸建住宅や工事用水栓はパター
ン化されているものが多い
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AI審査アプリ導入前の給水装置工事の図面審査①

〇職員による目視の審査

・配管
・配管記号 等の確認
・材質・口径
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■ 装置記号

① 給水栓   …７個

② 給水栓(湯水混合)    …４個

③ 特殊器具      …３個

計    …14個

AI審査アプリ導入前の給水装置工事の図面審査②
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ＡＩ審査アプリを使った審査
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AI審査アプリ導入後の給水装置工事審査・検査の流れ

電子申請 審査 職員による
審査・決裁

手数料等納付
交付・手続き完了

クレジットカードまたは
納付通知書

検査予約 リモート検査

AI審査アプ
リ

申請データ取込

RPA
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AI審査アプリ導入による効果



今後の展開①

258
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① AI審査アプリの導入（職
員用）

② AI審査アプリをWeb環境へ
（事業者用）

③ さらなる効率化へ
の挑戦

今後の展開②



日本水道協会の取組
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「地震等緊急時対応の手引き（令和７年３月改訂）」

の主な内容について

公益社団法人 日本水道協会

工務部技術課長 都丸

令和７年４月

ＪＷＷＡ
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・震度６強以上の地震の際、先遣調査隊の自動派遣に
係る規定追加

・先遣調査隊と現地調整隊の役割整理
・都府県支部管内における速やかな施設被害の有無と
応援要請の要否の確認

初動対応の迅速化

・大規模災害時における地域別応急給水・応急復旧
パッケージ支援のスキーム追記

・現地対策本部の設置（都府県支部長都市は平時から
執務スペース等を検討）

応急給水・応急復旧
パッケージ支援の有効性

・仮設水槽による拠点給水方式の標準化
・仮設配管、可搬式浄水装置等の活用
・上下水道一体での復旧
・配水管復旧後の応急給水栓の立ち上げ
・生活用水としての早期通水の重要性
・災害査定の手順整理、査定事例の掲載

早期機能確保に向けた
応急活動の効率化

・情報連絡ルートの見直し（地方整備局・本省への
報告ルートの追加等）

・現地リエゾン、TEC-FORCEとの連携
・自衛隊、国交省と連携した応急給水活動の実施
スキーム整理

・宿泊施設等の確保に向けた連携

国等関係機関との連携

・現地対策本部におけるクラウド機能の利活用
・応急給水活動に係る報告様式等のデジタル化・
デジタル地図機能(GoogleMap等)の活用事例の追記

・施設台帳の電子化及び適正な維持管理の必要性

・被災事業体による災害時広報、応援事業体による
情報発信の事例追記

・平時からの訓練等の実施
（他事業体・関係機関と連携した訓練事例の追記）

情報発信の重要性等
災害対応における
デジタル化の推進

手引き改訂の主なポイント
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初動対応の迅速化 

＜ 現地調整隊等の名称変更 ＞
➢ 現地調整隊  ⇒  先遣調査隊

➢ 先遣調査隊  ⇒  現地調整隊

・ 先遣調査隊 ： 発災後直ちに派遣され、各被災事業体の被害概況の調査

を行う隊

・ 現地調整隊 ： 広域的な支援に移行することを前提として、被災概況の

集約と関係者への共有を行う隊

      ※  活動の実態と名称の整合性を図るため、隊の名称を変更

＜ 先遣調査隊の早期派遣（派遣基準） ＞
➢ 被災都府県支部長等は、震度６（強）以上の地震が発生した場合、

  原則として、被災水道事業体に先遣調査隊を派遣

➢ 震度６（弱）以下の地震又はその他の災害等においては、被災水道事業体

との協議の上、被災都府県支部長等が判断

手引き改訂の主なポイント

手引き p.5
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応急給水・応急復旧パッケージ支援の有効性 

＜ 地域別 応急給水・応急復旧パッケージ支援の実施 ＞

➢ 複数の市区町村が広範囲に被災し、被害が甚大な場合、

被災市区町村単位等に応援地方支部を割り当て、

「地域別 応急給水・応急復旧パッケージ支援」を必要に応じて実施

➢ 実施は、被災地方支部、応援地方支部及び日本水道協会救援本部

の協議により決定

＜ 現地対策本部の設置 ＞

➢ 複数の地方支部による大規模な応援体制となる場合は、原則として、

現地対策本部 （総合調整拠点） を設置

➢ 設置場所の候補となる県支部長都市は、平時から必要な執務スペース、

駐車場の確保などについて検討が必要である旨の記載

手引き改訂の主なポイント

手引きP.22～P.23
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⚫ 令和６年１月５日、能登北部６市町へ３地方支部による地域別の応急給
水・応急復旧パッケージ支援を決定。

⚫ 現地対策本部を金沢市企業局に設置するとともに、隊長会議を毎日開催
し、支部間連携を図った。

被災事業体との協議（能登町・大阪市）

隊長会議での情報共有（於：金沢市企業局）

令和６年能登半島地震 地域別パッケージ支援 ≪ 参考 ≫
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早期機能確保に向けた応急活動の効率化 

＜ 仮設水槽・仮設給水栓を用いた給水活動の効率化 ＞
➢ 各水道事業体において対象となる応急給水拠点や救急病院等重要施設

を事前に確認し、給水車（加圧式・無加圧式）による運搬給水について

精査しておく旨を記載。

➢ 住民への運搬給水は給水車の効率的な運用を行うため、仮設水槽等を

用いた拠点給水方式とし、配水管等の復旧後は図1-2に示すような仮設

給水栓による応急給水を原則とする。

手引き改訂の主なポイント

消火栓からの仮設給水栓 宅地内メーター１次側での仮設給水栓

図1-2 仮設給水栓による応急給水の例

手引きP.40～P.41
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早期機能確保に向けた応急活動の効率化

＜ 仮設配管の活用 ＞
➢ 管路の損傷箇所が多い場合や建物の倒壊、道路の崩壊等により修理が

困難な場合は、仮設の地上配管が早期通水に寄与する等、効果的である

旨を記載

※ 仮設配管は、下表に該当する場合、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の

国庫補助の対象となる。 （参考として、 「査定事例 《配水管の被災》」を掲載）

※ 疑義が生じた場合は、都道府県水道行政担当部局に連絡し、都道府県土木主管部

局を通じて、国土交通省水管理・国土保全局防災課へ問合せし、確認すること。

手引き改訂の主なポイント

細
別

対象
種目

被災箇所の状況 応急工法

ホ 水道

⚫ 原水の供給が著しく阻害

⚫ 浄水を得るのに重大な支障

⚫ 浄水の供給が著しく阻害

⚫ 民生安定上緊急に施行が必要

⚫ 水源の取水施設の応急仮工事、あるい

   は代替取水施設に必要な工事

⚫ 貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施

設、配水施設に必要な工事

⚫ 応急的に共同給水装置を設置する工事

国庫負担の対象となる応急工事の範囲
（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法事務取扱要綱第9・(一)・ホの要約）

手引きP.118
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早期機能確保に向けた応急活動の効率化 

＜ 可搬式浄水装置の活用 ＞
➢ 令和６年能登半島地震の事例を掲載

＜ 災害査定の手順整理、査定事例の掲載 ＞
➢ 国土交通省への行政移管に伴い国庫負担申請は、公共土木施設災害復

旧事業費国庫負担法に従って行うこととなるため、災害復旧事業の手順

フローを含めた記載を修正 （能登半島地震の査定事例を掲載）

＜ 生活用水としての早期通水の重要性 ＞
➢ 生活用水として通水する場合は、飲用制限等の適切な広報を行った上で

実施する。 （手引きP.162「第５章 広報 ２ 災害発生時の広報」）

➢ その後、告示法による水質試験を実施し、水質基準を満たし安全が確認さ

れれば水道水の安全宣言を行い、飲用水としての給水へ移行する。

 ※ 過去の災害における事例を、「震災等の非常時における水質試験方法 （上水試験

方法―別冊）  ２０２４改訂版：日本水道協会発刊」で紹介している旨を記載。

手引き改訂の主なポイント

手引きP.126、P.149
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国等関係機関との連携 

＜情報連絡ルートの見直し＞

手引き改訂の主なポイント

※１ 被災水道事業体は、速やかに「水道

施設被害の有無」及び「応援要請の有

無」を被災都府県支部長等に連絡する。

水道施設被害が無い場合又は応援要請

が無い場合もその旨を連絡する。

※２ 被災水道事業体は、「都道府県水道

行政担当部⇒地方整備局等⇒国土交通

省水道事業課への連絡ルート」と「日

本水道協会の枠組みによる連絡ルー

ト」いずれにも情報連絡を行う。

 前者は主に施設被害や断水、応急給

水・復旧の対応状況を情報集約し、後

者は主に相互応援の要否確認と早期応

援体制の確立を目的として情報集約す

るもの（様式は同一のものを採用）。

※３ 令和７年３月改訂版より、先遣調査

隊及び現地調整隊の名称を変更（先遣

調査隊⇔現地調整隊）図3-1 地震等緊急時における情報連絡の流れ

手引きP.3
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国等関係機関との連携 

＜現地リエゾン、TEC-FORCEとの連携＞

手引き改訂の主なポイント

➢ 日本水道協会広域調整隊は、国（国土交通省リエゾン、TEC－FORCE）や

都道府県水道行政担当部等と連携しながら、復旧の加速化に向けて調整

➢ 道路、電力、通信をはじめ、他のインフラ部門との連携が必要になる場合は、

国土交通省に対し調整を依頼

○ 車両（給水車・重機等）や復旧用資機材などに係る緊急輸送手段の

確保を国土交通省に依頼

○ 上下水道一体での円滑な復旧に資するため、水道の復旧状況等

について国土交通省リエゾンと共有 （様式28の共有など）。

○ その他、現地活動の共有や復旧加速化に向けた要望等を行うため、

効果的な連絡調整を図るとともに、収集した情報については、

速やかに隊長間会議等においてフィードバックする。

手引きP.25
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国等関係機関との連携 

＜ 自衛隊、国交省と連携した応急給水活動の実施スキーム整理 ＞

手引き改訂の主なポイント

➢ 水道給水対策本部又は現地対策本部（日本水道協会広域調整隊）は国土交通

省と連携し、日本水道協会の枠組みによる応急給水活動とそれ以外の応急給水

活動による給水先を整理・調整

➢ 日々の給水計画と実績を幹事応援水道事業体と共有することにより、給水先が

重複する等の支障を避ける。

手引きP.85～P.８６
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災害対応におけるデジタル化の推進 

＜ デジタル地図機能（Google Map等）の活用事例の追記 ＞

手引き改訂の主なポイント

事例】地図アプリケーションを活用した応急活動の効率化 

 

 土地勘の乏しい地域における応急活動の実施にあたり、Google Map のマイマップ

機能を活用し、現地本部、水道基幹施設、応急給水先、宿泊施設、損傷個所等の位置

情報や状況写真等を登録しておくことで、応援水道事業体への指示の効率化や、経路

検索機能との連携による移動の最短化が可能となる。また、マイマップを共有するこ

とで、後続隊への引き継ぎや共有作業が効率的に行うことができる。 

 

（登録情報の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考 

「令和６年能登半島地震における地図アプリケーションを活用した応急給水活動の効率化」（名古

屋市上下水道総合サービス） 

「能登半島地震の支援活動における地図アプリケーションの活用」（名古屋市上下水道局） 

➢ 水道給水対策本部は、応急給水計画

及び一般行政部局等からの情報を勘

案して、応急給水隊に給水基地と応

急給水拠点等を指定する。

➢ その際、施設の位置を明示した道路

地図や給水車の運行経路情報を応援

水道事業体に提供する。

提供にあたっては紙資料での提供の

ほか、地図アプリケーションの機能を

活用し、電子媒体等での共有を図る。

➢ 給水車の運行に当たっては、事前に

道路状況を把握しておくとともに、緊

急通行車両の先導等を検討しておく。

手引きP.108

272



災害対応におけるデジタル化の推進 

＜ 施設台帳の電子化及び適正な維持管理の必要性 ＞

手引き改訂の主なポイント

➢ 図面等の保管は、広域災害を想定し、本庁舎や事業所などに分散管理する。

➢ マッピングシステムが導入されている場合も災害時の停電等に備え、紙ベー

スでの保管をするとともに、バックアップデータも分散管理しておく必要がある。

また、適切に (年１回程度の頻度で) マッピングデータの更新を行う。

➢ 浄水場や配水池等に配置されている機械・電気設備の図面についても、

分散管理や適切な更新を行う。

※ 応援水道事業体へ提供するマッピングデータや図面は、個人情報保護

 等に配慮する。

手引きP.47、P.67
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情報発信の重要性等 

＜被災事業体による災害時広報、応援水道事業体による情報発信の事例追記＞

手引き改訂の主なポイント

➢ 住民への情報提供として、ホームページ、SNSへの掲載を追記

➢ 応急給水拠点への容器持参の要否の周知、

宅内漏水の確認方法と指定工事事業者の紹介、

水道の復旧に伴う下水道の負担軽減への協力依頼等を追記

➢ 生活用水のニーズに応えるため、“飲用不可”として通水する場合の

「飲用制限に係る広報」を追記 

➢ 水質基準を満たし安全が確認された場合の水道水の“安全宣言”、“飲用水”

として供給する際の水道利用者への広報、周知を記載
 
➢ 発災後の各フェーズに応じた広報について、参考事例を掲載 

手引きP.178～P.183
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地震等緊急時対応の手引きの周知スケジュール

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 12月

支部

本部

令和７年

改訂版 公表（４月上旬）

※公表に当たっては、協会ＨＰ、公式ＳＮＳ、

業界紙への掲載を通じた周知を図る

※製本版は４月下旬頃、全正会員宛送付

ウェブ説明会※1（５月上旬～５月中旬）
開催通知

（準備）

３
／
２
４

第
４
回
親
委
員
会

最
終
承
認

●第106回総会※2（6/26）

研修会等の開催

支部との連携業務

①支部が開催する研修会への講師派遣

②支部訓練への関係機関（水資源機構等）の参加依頼 等

支部訓練等の実施

（更なる周知・ノウハウの習得）

（実効性の確保・スキームの定着化）

●全国会議※2（10/29～31）

※1 ウェブ説明会 
 対  象：正会員、特別会員（都道府県水道行政担当部） 等 
 開催方法：５月上旬から５月中旬にかけ３回程度オンライン（Zoom）にて開催 
      ※３回の開催日のうち、いずれの日程でも参加可 
 概  要：（第一部：50分）地震等緊急時対応の手引き～改訂のポイントと各関係者の役割～ 
                公益社団法人日本水道協会 
      （第二部：20分）災害査定のポイント 
               国土交通省水管理・国土保全局防災課 
      （質 疑：20分） 
 参 加 費：無料 
 
※2 第 106 回総会、全国会議 
 手引きの改訂など今後の災害対応のあり方等について周知を図る 
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国土技術政策総合研究所
の取組
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⚫ 水道に関する国の調査研究は、厚生労働省国立保健医療科学院（科学院）が担ってきたが、令和6年に水道行政が
厚生労働省から国土交通省、環境省に移管された際、国の研究機関である国土交通省国土技術政策総合研究所
（国総研）に水道研究室が設置され、国総研でも水道に関する調査研究を担うことになった。さらに科学院生活環境研
究部水管理研究領域が、令和7年4月に国総研、国立研究開発法人国立環境研究所に移管されたことから、国総研に
浄水処理・水道防災システム研究官及び浄水処理研究室が設置された。

⚫ また、令和6年1月に発生した能登半島地震で甚大な被害を受けた上下水道施設に関する被災自治体への技術的な助
言等を行うために、令和６年４月に能登上下水道復興支援室を設置した。

⚫ 国総研は、本省が行う政策の企画立案の支援、技術基準の策定、地方公共団体の事業執行に必要な技術支援を行う。

組 織 概 要
国総研 上下水道研究部

上下水道研究官、浄水処理・水道防災システム研究官、下水道エネルギー・機能復旧研究官
https://www.nilim.go.jp/lab/eag/index.htm

○水道研究室
水道管路の効率的な改築、点検調査、災害対策などの研究

https://www.nilim.go.jp/lab/ edg/index.htm

○浄水処理研究室
浄水処理技術の高度化、給水装置の安全性評価手法などの研究 （作成中）

○下水道研究室
管路のストックマネジメント、都市雨水管理、地震対策、放流水質のあり方などの研究。

https://www.nilim.go.jp/lab/ebg/index.htm
○下水処理研究室

下水道が有する資源・エネルギーやストックの活用、下水処理の地球温暖化対策、水循環の健全化に資する下水処理の手法などの研究。
https://www.nilim.go.jp/lab/ecg/index.htm

○能登上下水道復興支援室
能登半島地震で被災した上下水道施設の応急復旧計画立案や各種相談（事業化スケジュール作成、関連計画との整合確認等）に対する

助言、能登半島の地域特性変化に適応するフレキシブルな水道・下水道技術に関する研究。
https://www.nilim.go.jp/lab/eeg/index.html

国土技術政策総合研究所における調査研究
国土交通省国土技術政策総合研究所 上下水道研究部

277



国総研へのアクセス

正門

拡大図

国総研 研究本館（旭庁舎）

（４階）下水道研究部

土研 分館

（８階）流域水環境研究G 水質T

土研 研究本館

（３階）先端材料資源研究センター

（資源循環担当）

＜同じ建物＞

（交通案内）https://www.nilim.go.jp/japanese/location/location.htm

正門

拡大図

国総研 研究本館（旭庁舎）

（４階）下水道研究部

土研 分館

（８階）流域水環境研究G 水質T

土研 研究本館

（３階）先端材料資源研究センター

（資源循環担当）

＜同じ建物＞

国総研 研究本館（旭庁舎）

上下水道研究部
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３つの役割
① 本省が行う政策の企画立案を支援するための調査研究（政策支援）
② 水道、下水道の技術基準の策定に係る調査研究（技術基準）
③ 国及び地方公共団体が行う事業執行に必要な技術的条件の整備に係る調査研究（技術支援）
研究体制
 上下水道研究部長 三宮 武 (TEL 029-864-2831)
 上下水道研究官 小川 文章  (TEL 029-864-3726)
 浄水処理・水道防災システム研究官  増田 貴則 (TEL 048-424-5139)
下水道エネルギー・機能復旧研究官 山下 洋正 (TEL 029-864-3099)

 水道研究室長 田隝 淳 (TEL 029-864-4758)
 浄水処理研究室長                                          島﨑 大 (TEL 048-424-5483)
 下水道研究室長 安田 将広 (TEL 029-864-3343)
 下水処理研究室長 重村 浩之 (TEL 029-864-3933)
 能登上下水道復興支援室長 山上 訓広 (TEL 0767-52-3811)

※浄水処理・水道防災システム研究官、浄水処理研究室については、当面の間、和光にある国立保健医療科学院内にて業務を行う予定。

水道研究室 主要研究
・水道革新的技術実証事業（FS調査）（R6） 
・上下水道管路の効率的な改築・点検調査に関する研究（R6～R8）
・災害被害等の軽減に資する水道・下水道施設の機能復旧に関する研究（R6補正）

浄水処理研究室 主要研究
・飲料水健康危機管理に係る浄水処理技術および給水装置の評価に関する研究（R7）

能登上下水道復興支援室 主要研究
・能登半島の地域特性変化に適応するフレキシブルな水道・下水道技術に関する研究(R6補正)

国総研の役割、研究体制及び主要研究
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上記の他にも、令和７年度においては、下水道部門の研究室、能登上下水道復興支援室とも役割分担の上、能登半島地方等をフィールドとして、

上下水道革新的技術実証事業（AB-Cross）（分散型システム、ダウンサイジング可能な技術、効率的な耐震化技術のテーマに係る実証研究）等を
実施予定。



事業実施者
ＮＪＳ・メタウォーター・ＷＯＴＡ共同研究体
実証概要
応急浄水技術と水循環型応急給水技術を一体とした革新的な応急浄水・応急給水システムの実現可能性を調査する
とともに2つの技術の組合せによるＢＣＰへの効果を検証する

事業実施者
ＮＪＳ・メタウォーター・ＷＯＴＡ共同研究体
実証概要
応急浄水技術と水循環型応急給水技術を一体とした革新的な応急浄水・応急給水システムの実現可能性を調査する
とともに2つの技術の組合せによるＢＣＰへの効果を検証する

提案技術の概要提案技術の概要 提案技術の革新性と特長

多様な水源を原水とでき、浄水規模に応じて車
両やヘリコプターに搭載可能なセラミック膜ろ過
システムと、シャワーなどの生活用水を98％以
上再利用可能な水循環型応急給水システムを
組み合わせた技術

①広範囲に及ぶ断水を迅速に解消
• 被災地域の状況に合わせ、浄水装置と水循

環型給水装置を最適配置し一体運用
• 復旧進度に応じて浄水・給水支援を最適化

②十分な応急給水量を確保
• シャワー、入浴、手洗い等に十分な生活用水

および、清掃等の復旧活動に必要な水量を
供給し、衛生環境を改善

③給水車の効率的な活用
• 被災地内で浄水処理を行うことにより、給水

車の稼働を削減
④排水量の削減
• 水循環型応急給水装置は少量の種水を再生

循環利用し、発生する排水量を大幅に低減

提案技術の革新性と特長

多様な水源を原水とでき、浄水規模に応じて車
両やヘリコプターに搭載可能なセラミック膜ろ過
システムと、シャワーなどの生活用水を98％以
上再利用可能な水循環型応急給水システムを
組み合わせた技術

①広範囲に及ぶ断水を迅速に解消
• 被災地域の状況に合わせ、浄水装置と水循

環型給水装置を最適配置し一体運用
• 復旧進度に応じて浄水・給水支援を最適化

②十分な応急給水量を確保
• シャワー、入浴、手洗い等に十分な生活用水

および、清掃等の復旧活動に必要な水量を
供給し、衛生環境を改善

③給水車の効率的な活用
• 被災地内で浄水処理を行うことにより、給水

車の稼働を削減
④排水量の削減
• 水循環型応急給水装置は少量の種水を再生

循環利用し、発生する排水量を大幅に低減

復旧進度変化イメージ

水道革新的技術実証事業（FS調査）

災害時における応急浄水と応急給水の一体的運用に関する研究
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事業実施者
造水促進センター・協和機電工業株式会社・長崎大学共同研究体

実証概要
電気供給がない条件下でも人力輸送および運転可能なナノろ過浄水装置の普及可能性を調査する。具体的には、

水源の異なる３か所の実証試験を通して装置の実用性を探ると共に、得られた成果を用いて各水道事業体への聞き
取り調査を行う。

事業実施者
造水促進センター・協和機電工業株式会社・長崎大学共同研究体

実証概要
電気供給がない条件下でも人力輸送および運転可能なナノろ過浄水装置の普及可能性を調査する。具体的には、

水源の異なる３か所の実証試験を通して装置の実用性を探ると共に、得られた成果を用いて各水道事業体への聞き
取り調査を行う。

提案技術の概要提案技術の概要 提案技術の革新性等の特徴

①人力輸送が可能な組立式の高度水処理装置

• ネット購入可能な汎用品を組合わせた単純
かつ小型の組立式装置であるため、「人力
輸送」・「点在保管」・「緊急時の増産」が容易

②小電力/無電力で高度浄水が可能

• 50kPa以下の低圧力で高度浄水処理が可能
• 無電力でも重力ろ過が可能であり、電力が

回復次第、定格の浄水能力を発揮
• 家庭用電源(単相100V、200W)で運転が可能

③災害状況に応じた汎用性の高い組合せ

• 設置面積1m2の水槽ユニットを設置可能な場
所に分散して置くことが可能（設置場所は水
平ある必要がない）

• 限られたスペースに複数設置することで必要
な浄水量を確保

提案技術の革新性等の特徴

①人力輸送が可能な組立式の高度水処理装置

• ネット購入可能な汎用品を組合わせた単純
かつ小型の組立式装置であるため、「人力
輸送」・「点在保管」・「緊急時の増産」が容易

②小電力/無電力で高度浄水が可能

• 50kPa以下の低圧力で高度浄水処理が可能
• 無電力でも重力ろ過が可能であり、電力が

回復次第、定格の浄水能力を発揮
• 家庭用電源(単相100V、200W)で運転が可能

③災害状況に応じた汎用性の高い組合せ

• 設置面積1m2の水槽ユニットを設置可能な場
所に分散して置くことが可能（設置場所は水
平ある必要がない）

• 限られたスペースに複数設置することで必要
な浄水量を確保

想定される
使用方法 水源 浄水消毒

浸漬ナノろ過

P

低圧ポンプ

細菌

コ ロイ ド

油

懸濁粒子

炭水化物

ウイ ルス

タ ンパク 質
多価イ オン
フ ミ ン様物質

単価イ オン
( N a+ , Cl -等)

ナノ ろ 過
( 孔径1–2 nm )

浸漬式ナノろ過浄水装置

水道革新的技術実証事業（FS調査）

無電力運転が可能な高度浄水装置に関する研究
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事業実施者
芦森工業(株)・アクアインテック(株)・(株)オール・管清工業(株)・(株)湘南合成樹脂製作所・大成ロテック(株)・
中日コプロ(株)・中林建設(株)・(株)フソウ共同研究体

実証概要
水道の管更生技術について、各工法の適用範囲と要求性能項目の明確化を行うとともに、模擬配管への施工を

行うことにより施工安定性を確認する。

事業実施者
芦森工業(株)・アクアインテック(株)・(株)オール・管清工業(株)・(株)湘南合成樹脂製作所・大成ロテック(株)・
中日コプロ(株)・中林建設(株)・(株)フソウ共同研究体

実証概要
水道の管更生技術について、各工法の適用範囲と要求性能項目の明確化を行うとともに、模擬配管への施工を

行うことにより施工安定性を確認する。

提案技術の概要
〇既設管の内部に新たな管（更生管）を形成し、老朽化した水道

 管の更新、長寿命化、耐震性の向上が可能。

〇更生材料は水密層部材（ポリエチレン樹脂等）と強度層部材（ガ
 ラス繊維、硬化性樹脂等）で構成されたライナー状のものと、ポ
 リエチレン管を軟化させて用いるもの等がある。

〇空気圧および水圧等を用いた反転
 方法やウインチ等を用いた引込方法
にて更生材料を既設管内に挿入し、
加圧・加熱・冷却等によって硬化させ
 る。

提案技術の概要
〇既設管の内部に新たな管（更生管）を形成し、老朽化した水道

 管の更新、長寿命化、耐震性の向上が可能。

〇更生材料は水密層部材（ポリエチレン樹脂等）と強度層部材（ガ
 ラス繊維、硬化性樹脂等）で構成されたライナー状のものと、ポ
 リエチレン管を軟化させて用いるもの等がある。

〇空気圧および水圧等を用いた反転
 方法やウインチ等を用いた引込方法
にて更生材料を既設管内に挿入し、
加圧・加熱・冷却等によって硬化させ
 る。

提案技術の革新性等の特徴
①開削・布設替え工事が困難な場所における

改築更新工事に適用が可能
• 既設管の撤去・新設が不要なため、従来技術

では対応が困難であった軌道下や河川下、
水管橋等に対して効率的な施工が可能。

②経済性の向上
• 施工期間が短く、大掛かりな仮設や設備も不

要なため、開削困難場所における開削工事
や推進工事と比べてコストが低減。

③効率性の向上
• 施工制約が少なく、更新・耐震化が容易。
• 掘削を伴わないため、関係省庁および所轄

管理者との調整・協議が簡略化。

④環境負荷の低減
• 交通障害や騒音・振動が少なく、撤去管や掘
  削土砂等の廃棄物はわずか。
• 工事車両や機材が少なく、CO2排出量を抑制。

提案技術の革新性等の特徴
①開削・布設替え工事が困難な場所における

改築更新工事に適用が可能
• 既設管の撤去・新設が不要なため、従来技術

では対応が困難であった軌道下や河川下、
水管橋等に対して効率的な施工が可能。

②経済性の向上
• 施工期間が短く、大掛かりな仮設や設備も不

要なため、開削困難場所における開削工事
や推進工事と比べてコストが低減。

③効率性の向上
• 施工制約が少なく、更新・耐震化が容易。
• 掘削を伴わないため、関係省庁および所轄

管理者との調整・協議が簡略化。

④環境負荷の低減
• 交通障害や騒音・振動が少なく、撤去管や掘
  削土砂等の廃棄物はわずか。
• 工事車両や機材が少なく、CO2排出量を抑制。

反転機

更生材料

開削困難場所における

施工が可
能

劣化した
既設管

更生管

施工後断面図

反転挿
入

軌道部

施工イメージ図
（反転方法）

水道革新的技術実証事業（FS調査）

水道管更生技術の要求性能項目の基準化に関する研究



上下水道管路の効率的な改築・点検調査に関する研究

⚫ 上下水道管路の効率的な改築・点検調査の実現に向け、水道管の劣化程度を概ね予測できる劣化予測式の構築と、
これを活用した上下水道一体の改築・点検調査計画の策定方策を検討する。

改築・点検調査の効率化による社会的影響やコストの低減等を実現

①水道分野の知見収集及び管路の布設
環境情報等収集

②水道における劣化予測式の検討
③上下水道一体となった効率的な改築・点

検調査のための計画策定方策の検討

研究内容

①水道整備・管理行政の国土交通省への移管
②上下水道の老朽管が急激に増加

①水道管の劣化程度を概ね予測できる劣化予測式を構築
②上下水道一体となった改築・点検調査計画の策定方策を提案

①水道管については、点検調査が困難であ
ることや経過年数と劣化程度との相関が
小さいことから、劣化程度を特定すること
が困難

②上下水道の改築・点検調査については、
一体的に行う方が効率的だが、その優先
度を決める手法が確立されていない

背景 目的

目的を実現するための問題点

図１ 水道における劣化予測式の検討

図２ 上下水道一体となった
改築・点検調査の優先度決定手法の検討
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老朽度評価の結果や管路の重要度、事故の際
の影響度等を踏まえて総合的に優先度を評価

水道管

改築・点検調査計画策定

下水道管

基幹施設への接続の有無、
事故の際の影響度などを考慮
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○浄水場における浄水処理および運転管理の強化、ならびに、給水末端で使用される給水装置の安全性評価手法
の普及を通じて、わが国の飲料水健康危機管理体制のさらなる向上に資する。

①線状降水帯などによる原水域の急激な高濁水発生が増加し、過去の経験に基づく現場対応が通用せず、断水に
至る事例が散見されている。

②給水装置に由来する、突発的な水質異常の安全性評価に長期間を要しており、安全性評価におけるボトルネック
となっている。

目的

背景・問題点

研究内容

①水道原水の急変に対応できる浄水処理技術の確立

浄水処理実験プラント等を活用し、集中豪雨等による
水源水域での急激な高濁水発生を想定した、急速砂
ろ過・膜ろ過技術の運転条件を実験的に検討する。
実浄水場での過去の障害例を対象に、各運転条件
の適用による浄水処理能力を評価、ガイドラインを作
成する。

浄水処理実験プラントでの検討

膜ろ過

最適
運転
条件

実処理規模での能力評価

膜ろ過

化学物質群の浸出試験

材料
及び
浸出
因子

浸出モデルの構築・実証

②給水装置の迅速な安全性評価手法の確立

 各種給水装置を対象として告示試験法に準じた
浸出試験を実施し、初期～長期の化学物質群
の浸出挙動を把握する。浸出挙動の予測が可
能な浸出モデルを構築、実証を行い、評価ツー
ルを作成する。

飲料水健康危機管理に係る浄水処理技術および給水装置の評価に関する研究



国立環境研究所の取組
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国立環境研究所
環境リスク・健康領域/地域環境保全領域

水道水質研究和光分室の取組

2025.4
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国立環境研究所
水道水質研究和光分室へのアクセス
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国立保健医療科学院
（本館棟・入口）

国立保健医療科学院（別館棟）

https://www.nies.go.jp/sosiki/wako.html



水道水質研究和光分室（和光分室）
（正式英名）Wako Branch Office
（英名通称）Wako Branch Office for Drinking Water Quality Research

国立環境研究所
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R7年度より
水道水質研究和光分室

国立環境研究所
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◼ 環境省の所管となった水道水質・衛生管理に関して、安全で快適な水道水質を確
保するために、水源から給水栓水までの水質を把握し、衛生的に管理するための調
査・研究を実施する国立環境研究所水道水質研究和光分室が2025年4月に発足しま
した。水道水源には、ヒト健康に直接影響する化学物質や病原微生物に加えて、味
や匂いなど水の性状に影響する物質等が存在します。また、浄水・配水工程では消
毒副生成物等も生成するため、これらの分析手法や処理技術、水質管理手法の開発
を行います。

◼ 水道水の安全を守るもととなる、水道水質基準や環境基準立案のために、国際機
関や海外の機関、他の国内機関等と連携し、水質に係るリスク管理や水環境管理に
必要な国内外の最新の知見を収集・解析し、提供します。災害時や水質事故時への
対応についても研究しています。地方自治体及び水道事業体等の職員を対象とした
水質管理や浄水技術等に関する人材育成に協力し、助言等を行ってきましたが、水
道事業体や地方衛生研究所に加え、環境部局、地方環境研究所等との連携も目指す
予定です。

⚫ 水質基準の策定、改正に関する研究
⚫ 水質事故への対応に関する研究
⚫ 水道の微生物学的安全性に関する研究
⚫ 技術的助言・研修支援
⚫ 国内連携・国際連携

国立環境研究所 環境リスク・健康領域/地域環境保全領域
水道水質研究和光分室
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水質基準の策定、改正に関する研究

■全国の水道での化学物質、消毒副生成物等の実態調査や浄水処理性
の検討を含め、水道水質基準の改正に必要な知見の取得、収集、解
析を行っています。特に水道水質基準に入る見込みの有機フッ素化
合物については、実態調査に加え、活用が期待されている迅速小型
カラム試験の標準手法の構築や除去性評価等も行っています。 

実施設に比べ、
試験期間の大幅
な短縮が可能。
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水質事故への対応に関する研究

■水道水源の水質事故に備え
た流域モニタリングの最適
化や河川に設置した水質計
器等での連続モニタリング、
高分解能質量分析を用いた
迅速測定、原因物質特定の
検討などを行っています。
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水道の微生物学的安全性に関する研究

■水道水源流域や浄水処理工程にお
けるウイルス、細菌、原虫等の病
原微生物の挙動や実態を調査し、
定量的なリスク評価にもとづき、
わが国の水道システムに適したリ
スク管理手法を提案する研究を
行っています。
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実際の導入事例

情報サイト

書籍発刊

好循環

情報展開

小規模水供給に関する情報サイト（以下のURL）で、情報提供を実施
https://www.waterpartners.jp/smallscalewatersupply/index.html

小規模水供給システムの持続性確保に関する
研究や実地導入の助言・国際連携等の検討

◼ 小規模水供給システムの持続性確保に関する
研究や実地導入の技術的助言などを実施しま
す。今後所内連携、国際連携に関しても検討・
実施予定。
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